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Ⅰ 法人の概要（平成２５年５月１日現在） 
 (1) 名 称 
      地方独立行政法人山口県産業技術センター 
 
 (2) 所在地 
      山口県宇部市あすとぴあ４丁目１番１号 
 
 (3) 法人の成立年月日 
      平成２１年４月１日 
 
 (4) 設立団体 

      山口県 
 
 (5) 中期目標の期間 
      平成２１年４月１日から平成２６年３月３１日まで 
 
 (6) 目的及び業務 
  ア 目 的 
    産業技術に関する試験研究、その成果の普及、産業技術に関する支援等を 
   総合的に行うことにより、産業の振興を図り、もって山口県における経済の 
   発展及び県民生活の向上に資する。 
  イ 業 務 

       (ｱ) 産業技術に関する試験研究を行うこと。 
       (ｲ) 産業技術に関する試験研究の成果を普及し、及びその活用を促進するこ 
     と。 
       (ｳ) 産業技術に関する照会及び相談に応じ、並びに助言その他の支援を行う 
     こと。 
       (ｴ) 試験研究設備その他の設備及び施設を一般の利用に供すること。 

       (ｵ) 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 
 
 (7) 資本金の額 
    ６,３７５,０４６千円 
 

 (8) 代表者の役職氏名 
      理事長 山田隆裕 
 
 (9) 役員及び職員の数 

  ア 役員 
    理事長      １名 

副理事長     １名 
    監事       １名     

役員計      ３名 

  イ 職員 

    職員(常勤)   ４９名 

    職員(非常勤)  ２３名 

    職員計     ７２名 
     

 

   (10) 組織図 
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Ⅱ 中期目標の期間における業務の実績に関する自己評価結果 

    自己評価の方法（評価項目・評価基準及びその判断の目安）は概ね、次のとおりである。 

 

  【細項目及び小項目別評価】   【中項目及び大項目別評価】   【全体評価(総合的な評定)】 

 
 ① 中期計画の細項目(68)ごと 
   の達成状況を５段階評価 
 ② ①の評点の単純平均値に諸 
  事情を考慮して、小項目(16) 
   ごとの達成状況を５段階評価 

 
③ ②の評点を加重平均し、中期目標

の中項目(11)ごとの達成状況を５段

階評価 
④ ③で算出した値を加重平均し、中

期目標の大項目(4)ごとの達成状況

を５段階評価 

 

⑤ ④で算出した値を加重平均し、中 
  期目標全体の達成状況を５段階評価 

 

    

評点 評語 判断の目安 符号 評語 判断の目安 符号 評語 判断の目安 

5 
中期計画を 
十二分に 
達成 

達成度 
120％以上 ｓ 

中期目標を 

十二分に 

達成 

②又は③の 
加重平均値 

4.3以上 
Ｓ 

中期目標を 

十二分に 

達成 

④の加重平 
均値 

4.3以上 

4 
中期計画を 
十分達成 

100％以上 
120％未満 

 
ａ 

中期目標を 

十分達成 
3.5以上 
4.2以下 Ａ 

中期目標を 

十分達成 

3.5以上 
4.2以下 

3 

【標準】 
中期計画を 
概ね達成 

 
90％以上 
100％未満 

 
ｂ 

【標準】 
中期目標を 

概ね達成 

 
2.7以上 
3.4以下 

 
Ｂ 

【標準】 
中期目標を 

概ね達成 

 
2.7以上 
3.4以下 

2 
中期計画は 
やや未達成 

70%以上 
90％未満 

 
ｃ 

中期目標は 

やや未達成 

1.9以上 
2.6以下 Ｃ 

中期目標は 

やや未達成 

1.9以上 
2.6以下 

1 
中期計画は 
未達成 

70％未満  
ｄ 

中期目標は 

未達成 

1.8以下  
Ｄ 

中期目標は 

未達成 

1.8以下 

   注：評点の付け方について 

    ほぼ計画どおり達成した場合を「標準」とし３点を付す。４点以上は、達成度が計画以上で

ある場合に付すことが基本である。例えば、制度、仕組みを整備する計画の場合、計画に沿っ

て当該制度等を整備した場合は３点を付し、整備された制度等が既に機能を発揮していると認

められる場合に４点以上を付すこととなる。 

 

 

 

１． 総合的な評定 

 

中期目標を十分達成 （Ａ） 

 

【理由】 

大項目別評価の評点平均値に各大項目のウエイトを乗じて得た数値の合計値は３.８であり、「Ａ評価」の判

断の目安である「３.５以上４.２以下」の範囲内となっている。 

 

 

 

２． 評価概要 

ア 全体的な状況 

第１期中期目標期間（平成21年度から25年度までの５年間）においては、地方独立行政法人のメ

リットを活かして、高度化・多様化する企業ニーズに迅速かつ的確に対応していくため、機動的かつ

自律的な組織体制を構築し、効率的な運用に取り組んできた。 

さらに、職員一人ひとりが目標や課題を共有しつつ、当事者としての責任を強く自覚し、積極的に運営に 

参画していくとともに、法人化を契機として、自律に向けた意識改革・行動改革を起こすことにより、法人運営

に一体となって取り組んできた。 

その結果、第１期中期計画において数値目標を設定したすべての項目について、目標を上回る結果となり、

技術支援や研究開発、産学公連携の取組において大きな成果を上げることができた。  

 

イ 大項目ごとの状況 ※白抜数字は評点 

４つの大項目のうち「県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上」、「業務運営の 

改善及び効率化」及び「その他業務運営に関する重要事項」は、「ａ評価」で中期目標を十分達成

した。「財務内容の改善」は、「ｂ評価」で中期目標を概ね達成した。 

 

第1 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 大項目別評価（ａ） 

第1-1 県内の企業が直面する課題への技術支援の強化 中項目別評価：ａaa 

（１）技術相談の充実 

① 平成21年度に、技術相談の受付から対応までの進行管理を行う技術相談室を新たに設置し、

専任の技術相談室長と技術職員を配置した。センターに寄せられた技術相談の内容、対応者、

対応結果等を整理する技術相談データベースを構築し、毎週集計結果を職員に配信することに

より、相談内容や対応状況の情報を共有した。また、やまぐち事業化支援・連携コーディネー

ト会議等と連携を図りながら、技術相談のフォローアップ等を実施した。３ 

② 技術相談件数は、目標件数の16,000件を上回る18,550件となり、中期計画を十分達成した。

４ 

③ 遠隔地への対応を強化するため、電子メールによる相談対応（５年間実績1,263件）を行うと

ともに、商工会議所、金融機関、企業支援団体等と連携し、県内を巡回して行う技術相談会を

実施した。平成23年度には、(公財)周南地域地場産業振興センターと包括的連携協定を締結し

てセンターのサテライト窓口を設置し、３年間の技術相談件数は266件、訪問企業数は428回に

なるなど、県東部地域企業の利便性向上に努めた。４ 

④ 県内企業の技術開発ニーズ等を把握するため、計画的な企業訪問や新規企業訪問を行い、新

たな企業の掘り起こしに努めるとともに、具体的な支援ニーズを把握できた企業に対しては、

ニーズへの対応のため継続的な訪問を行った。また、他機関と連携した共同企業訪問を実施し

た。４ 

⑤ 訪問企業数は、目標数の1,100社を上回る1,320社となり、中期計画を十二分に達成した。  

  ５ 

 

（２）迅速な課題解決に向けた支援 

① 開放機器について、企業のニーズを把握するためにアンケートを実施し、その結果を反映し

た試験研究機器の整備に努め、開放機器一覧等のパンフレットを作成し、企業への配布やホー

ムページでの公開を行った。また、平成22年度には機器の持ち出し・貸し出し利用制度を創設

し、平成25年度には機器操作等の補助を行うため、専門知識を有する外部からの人材を機器操

作補助員として採用・配置するとともに、企業からの要望により機器活用研修を開始した。４ 

② 開放機器の利用件数は、目標件数の11,500件を上回る13,855件となり、中期計画を十二分に

達成した。５ 

評定 
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③ 依頼試験について、平成21年度から、新たな試験ニーズ等に対し柔軟に対応できるオーダー

メイド試験を実施した。また、料金後払い方式を導入するとともに、センター内の事務処理の

迅速化を図るため、利用承認手続きに係る理事長からの権限委譲を実施した。その結果、利用

件数は、平成21年度は625件、平成25年度は728件（５年間実績3,274件）と増加傾向となった。

４ 

④ 受託研究について、年度末に申請された研究や、期間延長により年度をまたがる研究につい 

て、企業の要請に応じ、会計年度にとらわれない柔軟な対応を図った。３ 

⑤ 研究開発・技術支援の成果が事業化・商品化に至った件数は、目標件数の30件を上回る42件

に達しており、そのうち技術支援によるものが32件であり、中期計画を十二分に達成した。５ 

⑥ 情報発信のためのガイドラインを作成し、プレスリリース等の方法で効果的な情報発信に努

めるとともに、平成22年度にホームページのリニューアルを行い、情報提供の拡充及び更新の

迅速化を図った。また、県内各地域において研究発表会や成果発表会を開催し、県立図書館に

閲覧コーナーを設置し、JR徳山駅ロビーにサテライト窓口の情報を掲示するなど、PR活動を積

極的に行った。４ 

 

（３）技術者養成の効果的な実施 

県内企業の技術者の養成のため、技術者養成研修や学生研修（研究）、インターンシップ

（就業体験）の受け入れを行うとともに、平成23年度と平成25年度には、県が実施する海外技

術者研修員受入事業により、海外研修生(各年度１名)を受け入れた。また、平成21年度から、

センターの技術者を派遣して企業現場で研修を行う職員派遣研修制度や企業の緊急ニーズに対

応した短期間のスポット研修制度を創設し、企業ニーズに沿った研修の実施に努めた。４ 

 

（４）企業間連携への積極的な技術協力 

企業団体からの要請に応じ、講演会講師や審査員を務めるとともに、センターの技術シーズ

を活かした技術的助言等の支援を行った。３ 

 

（５）支援業務の評価とその適切な反映 

県内企業への開放機器整備に関するニーズ調査を毎年度実施し、ニーズの高い試験研究機器

を計画的に整備した。また、技術相談、共同研究・受託研究に関するアンケートも同様に実施

し、利用者ニーズの収集に努めた。４ 

 

第1-2 県内の企業の持続的な発展に寄与する研究開発の推進 中項目別評価：ａ 

（１）重点的な研究開発と機動的な対応 

 ① 第１期中期目標期間において、産業技術センターが目指す技術戦略の方向性と工程を県内企

業に分かりやすく示すため、４つの技術戦略と13の重点技術を示した技術戦略［ロードマッ

プ］を平成22年度に策定した。重点分野の研究開発については、事業化を見据えた事前評価を

行った上で、重点的な予算配分と進捗管理を行った。４ 

② 研究開発の進捗状況や企業ニーズの変化等に対応するため、平成21年度に一定の予算を理事長

枠として確保し、柔軟かつ機動的に対応できる仕組みを構築した。また、緊急性のある調査研究や予備

実験等については、平成22年度に企業支援部長枠を創設し、年度途中に追加実施して対応した。４ 

 

（２）外部資金の積極的な活用  

① 提案公募型事業について、これまで応募実績のない事業への新たな応募等を積極的に行い、

地場企業の技術力向上や新製品・新技術の開発に繋がる研究開発を実施した。４ 

② 企業と共同して行う研究開発の実施に当たっては、センターのコーディネータや研究員が事

業化・商品化に向けたシナリオづくりを行う等、きめ細やかに対応した。また、国の委託事業

を活用し、専門家の派遣支援等も実施した。３ 

③ 提案公募型事業や企業からの資金を得て行った共同研究の件数は、目標件数の35件を上回る

51件となり、中期計画を十二分に達成した。５ 

 

（３）研究開発の成果の適切な活用 

① 研究開発成果の普及と利活用を促進するため、展示会への出展や成果事例集の刊行、学協会

等での研究発表や論文投稿により、研究開発成果の情報発信に努めた。３ 

② 特許等の出願件数は、目標件数の40件を上回る41件となり、中期計画を十分達成した。４ 

 ③ 特許等の新規実施許諾件数は、目標件数の10件を上回る12件となり、中期計画を十二分に達

成した。また、センターが保有する特許の平成25年度末の実施許諾率は32.9%となっており、他

の教育機関・公設試験研究機関の平均実施許諾率(18% ※平成25年度特許庁知的財産活動調査推

計値)を上回った。５ 

 

（４）研究開発業務の評価とその適切な反映 

研究開発業務の評価について、平成21年度から、センターの役職員で構成する内部委員会と

外部の有識者で構成する外部委員会を設け、研究テーマや内容の有意性、手法の妥当性、進捗

状況、成果等を評価する仕組みを構築した。また、評価結果は、研究実施計画や研究予算に反

映させた。３ 

 

第1-3 県内の企業の新たな事業展開に向けた産学公連携の取組 中項目別評価：ａ 

（１）新規事業展開等の支援 

① 企業のニーズ・シーズの発掘から事業化に至るまでの一貫したプロジェクトマネジメント体

制をセンター内に構築し、ニーズ・シーズのマッチング、提案公募型事業への応募、研究開発

プロジェクトの管理法人の引受等を実施した。 

 文部科学省の地域イノベーション戦略支援プログラム（グローバル型）を活用した「やまぐ

ちグリーン部材クラスター」(平成21年度～25年度)においては、中核機関として管理・運営を

行うクラスターセンターを設置し、LED応用製品の開発等に取り組み、平成23年度の文部科学省

の中間評価において、Ａ評価を受けた。 

さらに、「やまぐちグリーン部材クラスター」の成果を活かし、平成25年度から新たに、

(独)科学技術振興機構(JST)の研究成果展開事業（スーパークラスタープログラム(サテライト

地域)）の採択を受け、「やまぐち高効率パワーデバイス部材イノベーション・クラスター」

(平成25年度～29年度)の取組を開始した。４ 

②  平成23年度に新エネルギー利活用プロジェクトを立ち上げ、センター敷地内に太陽光発電と水素燃

料電池で構成される実証実験システムを設置するとともに、平成25年度に液化水素エネルギー利用製

品の試作開発を行った。また、やまぐちブランド技術研究会において、平成25年度から、新た

に食品加工技術分科会等を立ち上げるなど、企業の新規事業展開に向けた支援を行った。４ 

③ 技術経営面の支援機能の充実を図るため、平成25年度に外部講師を招き、職員を対象とした

経営戦略とマーケティング概論の研修等を実施した。４ 

④ 新事業創造支援センターの利用促進を図るため、パンフレット等を作成し、企業へのPRを行った。

また、入居企業の研究開発を促進するため、平成21年度に開放機器利用料の減免措置を講じる制度

を創設した。３ 

 

（２）地場企業への波及を見据えた大学・高専や大企業、支援機関等との連携の強化 

① 地域産業の振興及び地域社会の発展に寄与することを目的として、平成23年度に山口大学と

包括的連携・協力協定を締結し、(独)科学技術振興機構(JST)の地域産学官共同研究拠点整備事

業を活用したやまぐちイノベーション創出推進拠点を整備した。また、平成24年度には、山口

フィナンシャルグループ等と連携協力協定を締結した。４ 

② 農林総合技術センターや水産研究センター、中国・九州地域公設試験研究機関と連携し、共
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通的な課題について共同研究等を実施した。また、中国地域公設試験研究機関に試験研究機器

の整備を行う地域新産業創出基盤強化事業（経済産業省平成24年度補正予算事業）の採択を受

け、管理法人を引き受けるなど、他の研究機関等との連携強化を図った。４ 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 大項目別評価（ａ） 

 第2-1 運営体制の改善 中項目別評価：ａ 

（１）理事長を中心とする簡素で機動的な運営体制の構築 

① 平成21年度に総務部門と企画部門を統合し、センターの経営を一体的に所管する経営管理部

を設置した。また、主要な役職員で構成する経営委員会と企業支援委員会を新たに設け、経営

面やサービス面の重要事項を審議する体制を整備した。４ 

② 企業支援部門において、平成21年度に従来の５部制を廃止し、技術分野別に７つのグループ 

を設け、各グループにリーダーを配置した。また、技術相談室や産学公連携室を設置し、それ 

ぞれ専任職員を配置することにより、技術相談や産学公連携に一元的に対応できる体制を整備 

した。３ 

③ 受託研究・共同研究開発申請のあったすべての申請について、受託研究については２週間以

内、共同研究については４週間以内に処理を行い、中期計画を十分達成した。４ 

④ 全職員が法人の目標や抱える課題を共有し、その達成や解決に向けて協議・検討する場とし

て、職員全体会議を設置・開催した。また、若手研究者と役員との座談会を開催するととも

に、法人の取組の促進に資するアイデアを広く職員から集め、業務運営に活かすことを目的と

して、平成22年度に職員提案制度を創設した。３ 

 

（２）戦略的な資源の配分 

 新エネルギー利活用プロジェクトや企業ニーズが高い機器整備については、目的積立金を活 

用することにより、重点的に取り組んだ。４ 

 

（３）適正で透明性の高い業務運営の確保 

① 情報セキュリティに関する規程とセキュリティポリシーを策定し、情報管理体制や責任体制、

職員の責務等を明確化するとともに、職員への周知を図った。また、セキュリティポリシーに

従い、研究データ等のセキュリティ管理に関する実施手順書を策定し、情報漏洩対策やウィル

ス感染対策等を行った。３ 

② 研究経費の適正管理や綱紀粛正等については、職員全体会議において周知徹底を図った。３ 

③ センターの業務内容や運営状況、中期計画や年度計画等については、ホームページにより閲

覧可能にした。また、研究開発・技術支援の成果については、トップページに表示し、積極的

な情報発信に努めた。３ 

 

第2-2 人材育成、人事管理 中項目別評価：ｂ 

（１） 研修を通じた戦略的な人材育成 

職員の資質・技能の向上、研究職の能力伸長を図るため、若手研究者がテーマを自由に設定

して取り組める特別研究制度を平成21年度に創設し、若手研究者が自主的に設定した研究テー

マから得られた成果について、３件が商品化に繋がった。４ 

 

（２）職員の意欲、能力の伸長を図る評価制度の構築と運用 

① 職員の意欲、能力の伸長を図るため、県の制度に準じた能力評価制度等を構築した。また、

役職者による職員面談を実施し、評価結果の開示、能力の伸長に向けたアドバイス等を行うと

ともに、評価結果を処遇に反映させた。３ 

② コーディネータの業績評価制度について、平成22年度に評価手法や評価基準を定める要綱を

策定し、評価の試行・結果の検証を行い、平成25年度から本格施行した。３ 

第2-3 業務運営の合理化、効率化 中項目別評価：ｂ 

① 利用者へのサービス向上を図るため、経営管理部と技術相談室でチームを編成し、手続の簡素化、証

明書の発行、開放機器や施設利用の運用変更などの事務改善に取り組んだ。３ 

② 民間検査機関が提供するサービスについて、訪問調査を行い、把握した情報をセンター内に掲

示するとともに、企業の技術相談等においても活用した。４ 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 大項目別評価（ｂ） 

第3-1 外部資金、その他の自己収入の確保 中項目別評価：ａ 

 ① 産学公連携室において、研究開発に活用できる提案公募型事業の情報収集を行うとともに、

職員間での情報共有に努めた。また、これまで応募実績のない事業への新たな応募等を積極的

に行った結果、これまでの外部資金の獲得金額が648,927千円（再委託分等を含む全体

2,096,249千円）となり、中期計画を十分達成した。４  

 ② 開放機器、依頼試験の料金については、独法化に際して、原価計算を行い適正な水準での使

用料金を設定した。また、受託研究の料金については、支援の強化を図るため、県内中小企業

に対して減免措置を講じた。３ 

 ③ 知的財産権の利用促進を図るため、普及方針や実施許諾の取扱いを定めた知的財産権の使用

許諾に関する取扱方針を策定するとともに、特許に関する冊子やホームページによる成果事例

のPRを行った。３ 

 

第3-2 財政運営の効率化 中項目別評価：ｂ 

業務進捗状況等の報告に基づき予算配分の変更を柔軟に行う仕組みや研究職役職者が物品購入の

チェックを行う仕組みを導入し、経費の適正執行に努めた。また、単年度で契約している業務のうち、合理

化・効率化が図られるものについて、複数年契約に移行する見直しを行った。３   
 

第４ その他業務運営に関する重要事項 大項目別評価（ａ） 

第4-1 施設設備の適切な管理 中項目別評価：ａ 

① 施設設備の管理については、保守管理の適切な実施、利用実態に応じた運用の見直し等を行う

とともに、整備計画を策定した。また、自動販売機設置事業者の公募や不要物品の売り払いを行

い、自己収入の確保に努めた。４ 

② 産業技術センターの取組への理解を促進するため、毎年度、科学技術教室等を実施した。施設

利用・見学受入人数については、平成21年度が最も多く、徐々に減少し、５年間の実績は29,996

人となり、数値目標27,500人を達成したものの、今後の施設利用の促進に向け、具体的な措置を

講じる必要がある。４ 

 

第4-2 安全衛生管理 中項目別評価：ａ 

衛生委員会を設置し、職場巡視や安全教育等を実施した。また、職員提案制度による安全確保 

対策の検討やヒヤリハット掲示板による情報収集・情報共有に努めた。４ 

 

第4-3 環境負荷の低減 中項目別評価：ｂ 

エネルギー消費や廃棄物排出の削減、グリーン購入等に努めるとともに、平成24年度に新エネ 

ルギー利活用プロジェクトにおいてエネルギー監視システムを導入し、平成25年度にリアルタイ

ムに計測された電力使用量を表示するモニターをセンター入口に設置し、来庁者に見える化し

た。３  
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３． 対処すべき課題 

第１期は、法人化した最初の期間として、主に「安定した運営体制及びサービスの向上に資する

仕組みの早期確立に向けた基盤づくり」を進めてきた。 

第２期においては、第１期に構築した組織・体制をベースとして、本県の重要課題である産業力

の増強に積極的に貢献し、戦略産業の集積やものづくり力の高度化に寄与する成果を着実に、かつ

効果的・効率的にあげていく必要がある。 

平成26年度は、第２期の初年度であり、確実な達成に向けた重要な年度に当たることから、研究

開発・技術支援の取組の｢見える化｣を積極的に行いながら、以下の課題に取り組むことで、「地域

のイノベーション創出」と「県内企業のものづくり力の高度化・ブランド化」、「中核的技術支援

拠点」としての更なる機能強化を目指す。 

 

【地域のイノベーション創出】 

（戦略産業分野における研究開発を支援する体制の整備） 

第１期に設置したクラスターセンター、イノベーション推進チームを発展的に改組し、イノ

ベーション推進センターを設置して、「医療関連分野」や「環境・エネルギー分野」のイノベー

ションを推進できる体制を構築する。 

（産学公や企業間連携による研究開発・事業化の促進） 

イノベーション推進センターや産学公連携室を中心として、戦略産業の次代を担う研究開発プ

ロジェクトの発掘と、研究開発から事業化までのシナリオ作成に取り組む。また、国等の提案公

募型事業（競争的資金）の積極的な活用をはじめとする必要な支援を、産学公の連携協力により

適切に行う。 

 

【県内企業のものづくり力の高度化・ブランド化】 

（事業化戦略を踏まえた実用化研究への重点的取組） 

実用化研究を実施する上で核となる重点技術を明示し、重点技術ごとのロードマップを策定

し、センターが今後取り組むべき技術を県内企業に発信する。 

（研究開発成果の普及とその活用） 

研究開発成果の発信とその成果の活用支援を行うとともに、 知的財産の適切な管理を行う。 

（各種技術研究会活動の積極的展開） 

やまぐちブランド技術研究会により、技術分科会による体系的な技術開発を促進し、やまぐち

ブランド技術革新計画承認支援を積極的に行う。新エネルギー研究会では、オープンイノベー

ションによる研究会活動と実証試験を促進する。 

また、やまぐちブランド技術研究会の取組と一体的に、企業自ら実施する研究開発から事業化

までの計画策定を支援するとともに、国等の提案公募型事業（競争的資金）の獲得を支援する。 

 

【「中核的技術支援拠点」としての更なる機能強化】 

（効果的かつ切れ目のない企業支援の一層の充実） 

  県内企業が抱える様々な技術課題に対するセンター職員の対応力を強化する。 

大学・国公設試や民間機関、やまぐち産業振興財団や金融機関等との連携を一層深め、実効的

な取組を行う。 

（技術相談の充実） 

サテライト窓口を活用し、遠隔地対応を継続的に実施し、新たな課題として農商工連携や６次

産業化支援にも積極的に取り組む。 

機器操作補助員の拡充により技術支援機能を強化し、サービスの充実を図る。また、開放機

器、依頼試験、受託研究・共同研究、技術者研修、新事業創造支援センターの効果的活用等を継

続的に推進する。 

 

【業務運営の改善】 

（運営体制や経営資源配分の継続的見直し） 

運営体制や経営資源の配分について、迅速な意思決定を行うとともに、業務の質的な改善、進

捗管理と適時適切な見直しを行う。 

（職員研修や法人サービスの見える化の促進） 

職員研修については、体系的・計画的に研修を実施し、職員が外部から評価を受ける機会を活

用する。また、法人サービス業務の「見える化」の推進として、第２期技術戦略の発行や、本県

産業の現状と歴史が学べるコーナーの創設に着手する。 

  職員研修を通じコンプライアンス意識の向上を図り、情報セキュリティポリシーの周知徹底を

図るとともに、特定の災害と被害の想定のもと、優先業務の継続・復旧、被災企業の支援に関す

る取組を盛り込んだ業務継続計画（BCP）を策定し、運用に向けた検討を行う。 

 

【財務内容の改善】 

（自己収入の確保及び経費の抑制） 

機器整備に係る補助事業や研究開発に係る競争的資金の獲得に努め、使用料の適正な料金設定

を行うとともに、予算の配分・執行管理の方法について見直しを行う。 

 

【その他業務運営に関する重要事項】 

（施設設備の適切な管理に関する事項） 

施設設備の定期的な保守点検、修繕、更新を行うとともに、関係団体への利活用の働きかけ

により各種研修会、説明会、研究会、セミナー、打合せを誘致し、利活用の促進を図る。 

 

 

４．従前の評価結果等の活用状況 

評価委員会から中期計画の遅れについて指摘のあった項目については、翌年度以降に改善措置

を講じ、評価結果を業務運営に適切に反映させた。 

・平成21年度評価結果 

７項目のうち５項目について所要の措置 

・平成22年度評価結果 

２項目全てについて所要の措置 
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 ５．項目別評価結果総括表   

 

  

68 8 31 29 68 3.7

39 7 20 12 39 3.9

14 3 8 3 14 4.0

( 1 )  技 術 相 談 の 充 実 5 1 3 1 5 4.0 4 0.40

(2) 迅速な課題解決に向けた支援 6 2 3 1 6 4.2 4 0.30

(3) 技術者養成の効果的な実施 1 1 1 4.0 4 0.10

(4) 企業間連携への積極的な技術協力 1 1 1 3.0 3 0.10

(5) 支援業務の評価とその適切な反映 1 1 1 4.0 4 0.10

16 3 6 7 16 3.8

(1) 重点的な研究開発と機動的な対応 5 1 4 5 4.2 4 0.50

(2) 外部資金の積極的な活用 4 1 1 2 4 3.8 4 0.20

(3) 研究開発の成果の適切な活用 5 1 1 3 5 3.6 4 0.20

(4) 研究開発業務の評価とその適切な反映 2 2 2 3.0 3 0.10

9 1 6 2 9 3.9

(1) 新規事業展開等の支援 7 1 4 2 7 3.9 4 0.50

18 7 11 18 3.4

10 4 6 10 3.4

(1) 理事長を中心とする簡素で機動的な運営体制の構築 4 2 2 4 3.5 4 0.20

(2) 戦略的な資源の配分 2 2 2 4.0 4 0.40

(3) 適正で透明性の高い業務運営の確保 4 4 4 3.0 3 0.40

5 2 3 5 3.4

( 1 )  研 修 を 通 じ た 戦 略 的 な 人 材 育 成 3 2 1 3 3.7 4 0.40

(2) 職員の意欲、能力の伸長を図る評価制度の構築と運用 2 2 2 3.0 3 0.60

3 1 2 3 3.3 b 0.20

7 1 1 5 7 3.4
両項目ともに重要で

あることからウ 0.10

エイトは等分に配

3 3 3 3.0 b 0.50 分

4 3 1 4 3.8

2 2 2 4.0 a 0.40

1 1 1 4.0 a 0.30

1 1 1 3.0 b 0.30

※小項目がない中項目については、細項目別評価の評点の平均値により評価を行う。

　 （ 大 項 目 ）

　 　 　 （ 中 項 目 ）

　 　 　 　 　 （ 小 項 目 ）

中 期 計 画

に お け る

対 象 細 項

目 数

細 項 目 別 評 価 の 評 点 内 訳

（ 個 数 ）
細 項 目 別

評 価 の 評

点 の 平 均

値

小 項 目

別 評 価

の 評 点５

点

４

点

３

点

２

点

各 小 項 目 の ウ エ イ ト中 項 目 別

評 価

（ 加 重 平

均 値 ）

各 中 項 目 の ウ エ イ ト 大 項 目 別

評 価

（ 加 重 平

均 値 ）

各 大 項 目

の ウ エ イ

ト

全 体 評 価

（ 加 重 平

均 値 ）１

点
計 配 分 考 え 方 配 分 考 え 方

0.70

１  県 内 企 業 が 直 面 す る 課 題 へ の 技 術 支 援 の 強 化

0.40

各中項目の中で技術

支援が法人の最も重

要な任務であると考

えられるため、ウエ

イトは中項目１に重

点を置いて配分

２  県 内 企 業 の 持 続 的 発 展 に 寄 与 す る 研 究 開 発 の 推 進

３  県 内 企 業 の 新 た な 事 業 展 開 に 向 け た 産 学 公 連 携 の 取 組

0.30

0.50
( 2 )  地 場 企 業 へ の 波 及 を 見 据 え た

　   大 学 ・ 高 専 や 大 企 業 、 支 援 機 関 等 と の 連 携 の 強 化 2 2

全 　 体 　 評 　 価

第 １ 　 県 民 に 対 し て 提 供 す る サ ー ビ ス そ の 他 の 業 務 の 質 の 向 上

0.15

１  運 営 体 制 の 改 善

2 4.0 4

コーディネータ評価

等人材育成・評価に

重点的に配分

第 ２ 　 業 務 運 営 の 改 善 及 び 効 率 化

4

２  人 材 育 成 、 人 事 管 理

b
(3.4)

0.40

３  業 務 運 営 の 合 理 化 、 効 率 化

第 ３ 　 財 務 内 容 の 改 善

１  外 部 資 金 、 そ の 他 の 自 己 収 入 の 確 保 3.8

２  財 政 運 営 の 効 率 化

第 ４ 　 そ の 他 業 務 運 営 に 関 す る 重 要 事 項

0.05
１  施 設 設 備 の 適 切 な 管 理 業務の継続性確保の観

点で施設の適切な管理

が他の項目より優位す

ることから、ウエイト

を重点的に配分

２  安 全 衛 生 管 理

３  環 境 負 荷 の 低 減

a
(3.7)

サテライト開設、

巡回企業訪問や情

報発信の強化にウ

エイトを重点的に

配分

作成したロード

マップに基づく重

点的な研究にウエ

イトを重点的に配

分

いずれも重要な取

り組みでありウエ

イトは等分に配分

業務運営に重点的

に配分

構築した評価制度

のﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟと運

用に重点的に配分

0.30

0.40

1 1 2 4

A
(3.8)

0.50

a
(3.9)

a
(3.9)

a
(4.0)

a
(3.6)

a

a
(3.9)

a
(3.5)

b
(3.4)
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Ⅲ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

 

大項目 第１ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

中項目 １ 県内の企業が直面する課題への技術支援の強化 

 

中 

期 

目 

標 

 県内の企業が、新製品の開発又は生産、商品の新たな生産の方式の導入その他の新たな事業活動等を行う過程において直面する様々な技術的課題を迅速に解決するための支援を強

化する。 

  （１）技術相談の充実 

        企業からの技術相談に対する効果的、機動的な対応や相談後の適切な支援が行える体制の整備、遠隔地における対応の充実に取り組む。 

     また、企業への積極的な訪問等、法人の自主性を発揮した取組も進める。 

  （２）迅速な課題解決に向けた支援 

      企業が抱える技術的課題の迅速な解決に向けた支援サービスの向上を図るため、次に掲げる取組を進める。 

     ア 開放機器、依頼試験、受託研究 

        ＰＲの充実等により、各制度の利用促進を図るとともに、企業のニーズに柔軟に対応できるよう、地方独立行政法人のメリットを活かして所要の体制等を整備し、サー

ビス内容の充実や利用者の利便性の向上に努める。 

    イ 情報発信 

            課題の解決に役立つ専門的知見や新たな技術の動向など、企業が求める情報の分かりやすい発信に努める。 

  （３）技術者養成の効果的な実施 

     企業からの技術者の受け入れ又は企業への職員の派遣による養成研修を効果的に実施し、県内の企業の技術力の向上と山口県の産業の発展に資する人材の育成に努める。 

  （４）企業間連携への積極的な技術協力 

     複数の企業が有機的に連携しつつ行う新製品の開発又は生産、新たな事業分野の開拓等の取組に対して、積極的に技術協力を行い、産業の活性化に資する。 

  （５）支援業務の評価とその適切な反映 

     技術支援の業務について、利用者ニーズへの適合性、業務の効率性等を定期的に評価し、その結果を業務運営の改善等に適切に反映させる仕組みづくりを進める。 
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第１－１（１）技術相談の充実 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由等 

ア 相談受付・対応体制 ３ ア 相談受付・対応体制 中期計画を概ね達成 

（ア）これまで他業務の企画調整用務と兼務

としていた技術相談窓口に相談対応の専従者

を置くとともに、コーディネータを中心に関

係機関が持つ技術シーズ情報の収集・整理を

進めてその情報共有を図ることで、県内企業

からの技術相談に対し、センター自ら又は他

機関と連携して、迅速かつ的確に対応できる

体制づくりを行う。 

 （ア）H21 年度に、センターの組織内に企業からの技術相談の受付から対応（回

答、開放機器・依頼試験の実施、外部機関紹介）に至るまでの進行管理を専

門に担当する「技術相談室」を新たに設け、専任の室長と技術職員を配置し

た。これにより、技術相談室を核として各技術グループとの連携により多種

多様な企業からの相談に対してワンストップで対応できる体制とした。 

また、関係機関の技術シーズ把握についてはコーディネータを中心に以下

のような行事に参加し情報収集・共有化に努めた。 

 

■情報収集・共有化のために参加した行事 

・やまぐち事業化支援・連携コーディネート会議 

・農商工連携 WG 会議 

・山口県食品開発推進協議会 

・財団高度技術産業参入促進コーディネータとの打ち合わせ会 

・マツダ ニーズ・シーズマッチング会 

・先端環境対応車に係る技術シーズ発信会 

・農商工マッチングコーディネータ会議 

・山口県６次産業化推進会議 等 

 
 

   

■技術相談室の体制  

職名 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

室長 1名 

サブリーダー  

室員      

非常勤嘱託 

臨時職員 

1 名（兼任） 

１名（専任） 

２名（兼任） 

３名（専任） 

１名（専任） 

１名（専任） 

同左 

１名（兼任） 

２名（専任） 

３名（専任） 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

  

■技術相談の状況 

項  目 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 計 

技術相談の総件数 3,578 件 3,638 件 3,690 件 3,658 件 3,986 件 18,550 件 

 センターでの対応件数 3,475 件

（97.1%） 

3,562 件 

（97.9%） 

3,633 件 

(98.5％) 

3,602 件 

(98.5％) 

3,946 件 

(99.0％) 

18,218 件

（98.2％） 

外部機関を紹介した件数 103 件 

(2.9％) 

76 件 

（2.1%） 

57 件 

(1.5％) 

56 件 

(1.5％) 

40 件 

(1.0％) 

332 件 

（1.8％） 
（技術相談件数、開放機器や依頼試験等の支援サービスの実施件数の総計） 
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（イ）センターに寄せられた技術相談の内

容、対応結果等をデータベースとして整理

し、職員間での情報共有を図ることで、さま

ざまな技術課題の解決に向けた対応力の強化

を図る。 

 （イ）センター内の事務管理システムを利用して、センターに寄せられた技術相

談の内容、対応者、対応結果等を整理するデータベースを構築した。各研究

員がこのデータベースを通じて、他の研究員が受けた相談内容や対応状況を

把握することで、技術分野を横断した相談に対して研究員間の連携によるス

ムーズな対応につなげた。 

さらに、H22 年度からは、センターに寄せられた技術相談の内容、対応

者、対応結果等を整理するデータベースから、毎週一回、企業相談内容や開

放機器・依頼試験実施状況などを集計した結果を職員に配信し、情報の共有

化を推進している。企業支援部ではこの情報を相談対応に利用するだけでな

く、相談対応を行った企業のフォローアップや、新規企業へのアプローチ等

にも利用している。その結果データベースへの情報入力状況は年々増加

し、センター活動の強化が図られた。 
 

 

   

■データベースへの企業情報の入力状況 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

情報入力件数 6,967 件 7,087 件 7,354 件 7,292 件 7,823 件 

（技術相談、開放機器、依頼試験、支援サービスの実施、出張の復命の総数）   

 

 

（ウ）技術相談窓口を中心として、相談対応

後も、他の中小企業支援機関等との連携も図

りながら、そのフォローアップを適切に実施

する。 

 
 

 （ウ）センター職員が受けた相談の中でセンター単独では対応が十分とは言えな

いような高度な案件については、国の事業の「中小企業支援ネットワーク強

化事業」を活用することにより、企業へ専門家を派遣することで企業の要求

に対応した。 

また、やまぐち事業化支援・連携コーディネート会議、農商工マッチング

コーディネータ会議等との連携を取りながら、必要なフォローアップを実施

した。 
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  ■中小企業支援ネットワーク強化事業（H23～H25 実績） 

H23 年 H24 年 H25 年度 

・対象企業件数 10 件（事前調査時） 

・専門家派遣企業件数   9 件 

・専門家派遣延べ日数  19 日 

・対象企業件数 11 件（事前調査時） 

・専門家派遣企業件数  10 件  

・専門家派遣延べ日数  20 日 

H25 年度よりポータルサイトを通じて

専門家派遣が行われる仕組みに変更。 

■やまぐち事業化支援・連携コーディネート会議（H23～H25 実績） 

 ・地域発イノベーション創出を目的に、コーディネータの育成、ネットワーク構築に取り組んだ。 

 ・情報提供と情報収集 

 （定時総会 H23.6.3、企画運営委員会 H23.12.7、H24.1.13 幹事会 H24.3.16 計 4 回の情報交換） 

 （定時総会 H24.6.6、企画運営会議 4.20、7.19、H25.3.13 計 4 回の情報交換） 

（定時総会 H25.6.11、連絡会議 H25.5.15、11.26、H26.1.22、幹事会 H26.3.14  計 5 回の情報交換） 

■農商工マッチングコーディネータ会議（H23～H24 実績） 

 ・情報提供と情報収集  H23.5.12、8.23 の 2 回開催 

 ・情報提供と情報収集  H24.7.19、9.6 の 2 回開催 

■農商工連携 WG 会議(H24・H25 実績) 

 ・情報提供と情報収集  H24：10.24、3.11 の 2 回開催  H25：6.6、10.11 の 2 回開催 

■山口県食品開発推進協議会(H24・H25 実績) 

・情報提供と情報収集 H24： 9.5、11.7、12.12 の 3 回開催  H25：書面における会議開催 

■山口県６次産業化推進会議（H25～） 設置にかかる説明会 6.6、推進会議 10.17 の二回に出席   

イ 遠隔地への対応の強化 ４  中期計画を十分達成 

（ア）遠隔地（県東部等）の利用者の利便性

の向上を図るため、県内を巡回して行う技術

相談会の開催や他の中小企業支援機関との連

携の下でのサテライト窓口の開設等の取組を

行う。 

 （ア）県内を巡回して行う技術相談会を(公財)やまぐち産業振興財団等と連携し

て各地で行った。また、県が中心となって行うビジネスマッチングフェア

や、金融機関が行う展示会にも出展し、相談コーナーを設置した。また、山

口県中小企業団体中央会と連携し、H24 年度補正による中小企業・小規模事

業者ものづくり・商業・サービス革新事業費補助金の採択に全面的に協力

し、公募説明会で企業からの相談対応を行った。 

 

 

   

■外部団体と連携しての相談会の開催状況 

相談会を実施したイベント名 場 所 年度 

ふるさと産業フェスタ 下松市、長門市 H21 

ものづくりデザインセミナー 山口県デザインセンター H22 

ワンストップサービスデー 山口市商工会    H22 

やまぐち総合ビジネスメッセ 技術相談会 周南市、海峡メッセ下関 H22,H23,H24,H25 

しんきん合同ビジネスフェア 2013 下関市 H25～ 

中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業

説明会 
県下各地 H25～ 
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  ■サテライト窓口の設置（（公財）周南地域地場産業振興センター） 

H23 年度には、周南地域地場産業振興センターと包括的連携協定を締結し、産業技術センターのサテライト窓口を設置する

ことで県東部地域の企業の利便性を向上させた。H25 年には、サテライト窓口で対応した件数が飛躍的に向上するなど、 

サテライト窓口の主体的な取組の推進が図られた。 

  （H23.7.1～H26.3.31） 

サテライト業務 業務方法 件数等 

企業訪問 県東部地域の企業、団体への訪問 428 回 
（同一企業への訪問を含む） 

技術相談への対応 

産業技術センターの技術者とのディスカッ
ションや開放機器・依頼試験を利用して問題
解決を行ったもの 

112 件 

サテライト窓口だけで対応したもの（情報提
供、外部機関の紹介等） 

154 件 

サテライト窓口の PR

活動 
（産業技術センターの PR を

含む） 

県東部地域の商工会議所等の支援団体への PR
活動とパンフレット等の配布 

5,300 部 

各種イベントを利用した PR 活動（ブース設

置を行ったもの） 

①周南ベンチャーマーケット(H23.9.5) 

②きらら物産フェア(H23.9.10) 

③山口国体周南市キリンビバレッジ会場(H23.10.4) 

④やまぐち総合ビジネスメッセ(H23～H25) 

⑤しんきん合同ビジネスフェア(H25.5.15) 

JR 徳山駅新幹線口の地場産品特設展示会場で
の産業技術センターPR 展示 

8 月～10 月（3ヶ月） 

企業や支援団体へのサテライト窓口 PR リー
フレットの配布 

6,000 部 

 

 

  また、将来の連携した取組につなげるため、技術相談室等による商工会議所、商工会の訪問活動を行なった。  

■商工会議所、商工会の訪問 

 ・各地域の商工会議所 11 カ所  商工会 2カ所   

下関商工会議所工業部会 下関商工会議所 

企業立地懇話会 山口県、下関市 

光商工会議所工業部会 産技センター

見学会 

産業技術センター 
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（イ）情報インフラを活用し、新たに電子

メールによる相談に対応できる体制を整備

し、その相談に適切に対応する。 

 

 

  

（イ）遠隔地の利用者の利便性に配慮し、電子メールによる相談対応を開始し

た。H22 年度には、ホームページのリニューアルに合わせて、WEB 技術相談

のフォームを作り、ホームページから技術相談が出来る仕組みを構築し、充

実を図った。H23 年度以降もこれらの取り組みを継続して実施した。 

 

 

  ■電子メールを通じた技術相談件数                  

 

 

 

 

 

■電子メール相談の地域別利用実績（H21～H25 年度） 

 

 
 

項  目 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

総相談件数 3,578 件 3,638 件 3,690 件 3,658 件 3,986 件 

 うち電子メール利用 228 件

(6.4％) 

255 件 

(7.0％) 

268 件 

(7.3％） 
240 件 

(6.6％） 

272 件 

(6.8％） 

地 域 件 数 割 合 

岩柳地域 114 9.0 

周南地域 165 13.1 

県央地域 269 21.3 

県西地域 529 41.9 

県北地域 57 4.5 

県外 129 10.2 

計 1263 100.0 

 ４  技術相談の利用件数は、下記のとおりであり、目標件数は十分達成している。 中期計画を十分達成 

達成率 115.9％ 

   

■技術相談の状況 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H21-25 年度 

技術相談 

件数 

3,578 件 3,638 件 3,690 件 3,658 件 3,986 件 18,550 件 

(552 社･人) (654 社･人) (646 社･人) (661 社・人) (946 社・人) （3,459 社･人） 

注）相談者数の（  ）内は、法人格（個人）単位で各年度毎にカウントした数値。 

 

■技術相談の中で民間企業が占める割合 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H21-25 年度 

民間・個人 3,292 件 

（92.0％） 

3,332 件 

（91.5％） 

3,318 件 

（89.9％） 

3,371 件 

（92.1％） 

3,722 件 

（93.3％） 

17,035 件 

（91.8％） 

大学・公的機関・団体 286 件 

（8.0％） 

 306 件 

（ 8.5％） 

372 件 

（10.1％） 

287 件 

（7.9％） 

264 件 

（6.7％） 

1,515 件 

（ 8.2％） 
 

 

【技術相談件数】 

中期計画期間中   16,000 件  

(3,200 件/年) 

 

 

第 1-1-（1） 



- 13 - 

 

 

ウ 自主性を発揮した取組 ４  中期計画を十分達成 

（ア）県内企業の技術開発等のニーズ把握を

強化するため、県内企業の計画的な巡回訪問

を行うとともに、新たな訪問先の掘り起こし

に努める。 

 

 

 （ア）県内企業の技術開発ニーズ等の把握を強化するため、各グループで訪問数

の具体的な目標を定めたうえで、今までに訪問したことのない企業へ「新規

企業訪問」を行い、新しい企業の掘り起こしに努めた。その中で、具体的な

支援ニーズ（商品開発に向けた技術支援、補助金や競争的資金申請のシナリ

オづくり等）が把握できたところに対しては、継続的な支援を行った。 

また、新規企業訪問を実施した上で、既にセンターと関連が深い企業動静

や業界の動き・ニーズの把握を目的に、H23 年度から新たに「巡回企業訪問」

制度を設け、企業訪問を実施した。 

また、やまぐち産業振興財団や周南地域地場産業振興センターの協力を得

て、今までセンターと関わり合いの薄かった企業への「共同企業訪問」を実

施した。中小企業の海外展開ニーズの高まりに対応し、H24 年度から新たに海

外展開支援団体と協力し、商談会参加に関する情報提供、フォローアップな

どを実施した。 

 

  ■新規訪問実績 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

新規訪問企業 63 件 69 件 70 件 81 件 73 件 

 

（H23～H25 年度実績） 

■H23 巡回企業訪問実績（県内）          81 件 

 H24 巡回企業訪問実績（県内）          94 件 

 H25 巡回企業訪問実績（県内）          92 件 

■他機関と連携した取組（共同企業訪問） 

・周南地域地場産業振興センター      41 企業 

・やまぐち産業振興財団 

（中小企業支援ネットワーク強化事業）    46 企業 

・国・県・市町村                 79 企業 

・その他（中央会、中小機構、ジェトロ等）   8 企業 

 

 

（イ）県内企業が抱える技術課題等の迅速な

解決に資するよう、職員が現場に入り込んで

行う支援を積極的に実施する。 

 

 

 （イ）県内企業が抱える技術課題等の迅速な解決に向けて、職員が現場に入り込

んで、企業の技術者の技術力を向上させる目的で行う「職員派遣研修」を新

たに開始した。また、比較的軽微な案件に対しては、個別指導として企業に

出向き、積極的に支援を行った。 

 

■職員派遣研修の実施 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

職員派遣 

研修 

1 社 

（8 回） 

8 社 

（23 回） 

8 社 

（26 回） 

8 社 

（23 回） 

7 社 

（23 回） 
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  ■技術職員が県内企業に出向き、積極的に支援を行った件数 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

技術職員が訪問した県内企

業数 

（延べ派遣人数） 

－ 

（94 人・回） 

204 社 

（309 人・回） 

219 社 

（658 人・回） 

240 社 

（763 人・回） 

244 社 

（791 人・回） 

※職員派遣研修を含む。 

 ５ 訪問企業実績は下記のとおりであり、目標訪問社数を十二分達成している。 中期計画を十二分に達成 

達成率 120.0% 

  ■企業訪問実績 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H21-H25 計 

訪問企業数 

(訪問箇所数) 

242 

(247) 

243 

(250) 

244 

(255) 

313 

(321) 

278 

（295） 
1,320 

(1,368) 

 

県内 

 

237 

(242) 

239 

(246) 

236 

(246) 

301 

(309) 

266 

（283） 

1,279 

(1,326) 

県外 

 

5 

(5) 

4 

(4) 

8 

(9) 

12 

(12) 

12 

（12） 

41 

(42) 

注）訪問企業数は法人格単位でのカウント。 

■企業訪問の回数別状況 

 H20 年度 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

1 回 149(55.2％) 130(52.6％) 135(55.6％) 139(57.0%) 176 件(56.2%) 137 件(49.3%) 

２～６回 109(40.4％)  101(40.9％) 93(38.6％) 87(35.5%) 116 件(37.1%) 114 件(41.0%) 

7 回以上 12( 4.4％) 16( 6.5％) 14( 5.8％) 18(7.3%) 21 件(6.7%) 27 件(9.7%) 

1 企業当たりの

平均訪問回数 
2.28 回 2.35 回 2.22 回 2.54 回 2.57 回 2.90 回 
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第１－１（２）迅速な課題解決に向けた支援 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 開放機器・依頼試験・受託研究    

（ア）ホームページや関係機関の窓口との連

携による情報発信の充実、企業訪問時の情報

提供等により、制度のＰＲに努めて、その利

用促進を図るとともに、県内企業が抱える技

術的課題の迅速な解決に資するよう、それら

の取組を積極的に実施する。 

 

 

 （ア）迅速な課題解決に向けた支援策について、以下のＰＲを行った。 

    ・センターのパンフレットの作成 

     ・ホームページによる情報発信 

    ・ホームページの全面リニューアル(H23 年 1 月 25 日)  

     ・新規開放機器利用促進パンフレットの作成 

     ・県や支援機関が発刊する冊子への掲載 

   ・県が発信するメールマガジンの活用 

・山口県立山口図書館「モノづくり基本図書コーナー」の設置 

・周南市立中央図書館への広報物の設置 

・宇部市行政資料配付コーナーへの設置 

・周南地場産業振興センターサテライト窓口への設置 

 

また、H22 年度に開放機器システムとセンターのホームページの開放機

器情報を連動させ、最新の開放機器情報を閲覧できるシステムを構築し、

運用している。 

 

H23 年度は新しい技術支援策や設備機器の情報を企業に提供できるよう

に下記のパンフレットや冊子を新たに作製し、企業訪問で直接企業に説明

を行いながら配布することや、ホームページでの公開を行うことで、分か

りやすく且つ迅速な情報提供に努めた。 

H23 年度より JKA 補助金を利用して新規に導入した機器等の主要機器に

ついて、日刊工業新聞や広報誌等に広告掲載を行い広報に努めている。 

 

 

■パンフレット等の作成・配布 

・2012・2013 開放機器一覧 2,000 部 

・産業技術センター(ものづくりパートナー)   

・サテライト窓口案内  

・地域産学官共同研究拠点整備機器一覧      

・技術ロードマップ 

・「産業技術センターはこんなとこ！」   

（参考）県内企業の新規利用状況 
H21 年度 
 新規利用企業数 

（割合％） 

再利用企業数 

（割合％） 
合 計 

開放機
器 

14 社 
（7.4%） 

176 社 
（92.6％） 

190 社 

依頼試
験 

25 社 
（21.6％） 

91 社 
（78.4%） 

116 社 

H22 年度 
 新規利用企業数 

（割合％） 

再利用企業数 

（割合％） 
合 計 

開放機
器 

14 社 
（7.4%） 

176 社 
（92.6%） 

190 社 

依頼試
験 

25 社 
（19.2%） 

105 社 
（80.8%） 

130 社 

H23 年度 
 新規利用企業数 

（割合％） 

再利用企業数 

（割合％） 
合 計 

開放機
器 

35 社 
（16.9％） 

172 社 
（83.1％） 

207 社 

依頼試
験 

31 社 
（24.8％） 

94 社 
（75.2％） 

125 社 

H24 年度 
 新規利用企業数 

（割合％） 

再利用企業数 

（割合％） 
合 計 

開放機
器 

54 社
（22.0％） 

191 社
（78.0％） 

245 社 

依頼試
験 

37 社
（26.6％） 

102 社
（73.4％） 

139 社 

H25 年度 
 新規利用企業数 

（割合％） 

再利用企業数 

（割合％） 
合 計 

開放機
器 

36 社
（15.2％） 

201 社
（84.8％） 

237 社 

依頼試
験 

33 社
（22.6％） 

113 社
（77.4％） 

146 社 

※県外、公的機関、団体、個人を除く。 
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（イ）独立行政法人化のメリットを活かし

て、開放機器、依頼試験、受託研究の各段階

において、次の運用方法の改善等の取組を進

め、提供するサービスの質の向上を図る。 

 （イ）H21 年度以降、独立行政法人化のメリットを活かして、開放機器、依頼

試験、受託研究の各段階において、次のとおり運用方法の改善等の取組を

進め、提供するサービスの質の向上を図った。 

 

ａ 開放機器 ４ ａ 開放機器 中期計画を十分達成 

（ａ）支援業務や研究開発業務の評価を通

じて把握した県内企業のニーズを踏まえた

計画的な機器整備に努める。 

 （ａ）毎年、次年度以降に整備する試験研究機器について、県内企業のニーズ

を把握するための調査を実施している。アンケート調査の回答結果につい

ては、機器購入計画策定の際の重要な考慮要素として利用している。 

   今後も機器整備についてはアンケート等で企業ニーズを把握したうえ

で、検討していくこととしている。 
■アンケート調査結果を反映して設備した開放機器（○印 H22 導入機器より） 

  機 器 名 補助金名  

H21
導
入
機
器 

更新 ケルダール分析装置 企業立地 － 
更新 高速昇温加熱炉 企業立地 － 
更新 倒立型金属顕微鏡 企業立地 － 
新規 体圧分布測定器 企業立地 － 
新規 配光測定装置 企業立地 － 
新規 輝度・照度自動マッピング測定装置 企業立地 － 
新規 照度マッピング測定装置 企業立地 － 
新規 切削式３次元モデリング装置 企業立地 － 
更新 ３次元点群データ処理装置 企業立地 － 
更新 ハイスピードミーリングセンター 企業立地 － 
更新 レーザー回折式粒度分布測定装置 企業立地 － 
更新 自動分極装置 企業立地 － 
新規 超臨界処理装置 企業立地 － 

H22
導
入
機
器 

新規 ﾌｨｰﾙﾄﾞｴﾐｯｼｮﾝｵｰｼﾞｪ電子顕微鏡 JST 拠点整備 ○ 
新規 X 線 CT 装置 JST 拠点整備 ○ 
新規 ガスクロマトグラフ質量分析装置 企業立地 ○ 
新規 ミクロトーム 企業立地 ○ 
追加 FE-SEM 用波長分散型 X線分析装置 企業立地 ○ 

 
H23
導
入
機
器 

更新 ICP 発光分光分析装置 JKA ○ 
更新 FT-IR マイクロ ATR システム JKA ○ 
更新 熱分析装置（Tg-DTA） JKA ○ 
更新 デジタルマイクロスコープ JKA ○ 
新規 蛍光Ｘ線分析装置（EDXRF） JKA ○ 

更新 ノイズ耐性試験装置 
（開放機器名：電磁耐性試験機） 企業立地 ○ 

H24
導
入
機
器 

更新 複合サイクル試験機 JKA ○ 
更新 Ｘ線応力測定装置 JKA ○ 
更新 熱膨張率測定装置 JKA ○ 
新規 積分球全光束測定装置 JKA ○ 
更新 データロガー （PC 更新） 目的積立金  
新規 無線機器開発支援システム 目的積立金  
新規 インクジェット式光造型機 運営費交付金  

H25
導
入
機
器 

更新 樹脂積層式造形機 JKA ○ 
新規 縞模様投影型三次元デジタイザー JKA ○ 
新規 高温 GPC 地域新産業 ○ 
新規 複合環境試験機 地域新産業 ○ 
更新 電子回路基板加工機 施設費 ○ 
更新 ロックウェル硬度試験機 目的積立金  
新規 試料自動埋込機 目的積立金  
新規 ヘンシェルミキサ 運営費交付金  
新規 真空乾燥機 運営費交付金  

 

 

第 1-1-（2） 



- 17 - 

 

  ■アンケート実施状況 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

アンケー

ト実施数 
175 279 420 462 579 

回答数 

(回答率) 

81 

（46.2%） 

126 

（45.2％） 

136 

（32.4％） 

156 

（33.8％） 

207 

（35.8％） 
注）直近半年間に開放機器の利用実績のある企業を対象として実施。 

 

H25 年度導入機器については、H24 年度のアンケート結果を反映してい

る。企業の利用頻度や研究開発動向を考慮に入れ、新規導入機器を 1 機

種、更新機器を 1 機種、H25 年度 JKA（機械工業振興事業）に申請し、導入

した。 

また、緊急性の高いノイズ耐性試験装置は、H24 から前倒しをして H23

年度に企業立地補助金を利用して導入した。 

 

 

   

■機器整備に係るアンケート調査結果と H26 年度の導入予定機器 

 

順

位 
新規導入希望機器 

順

位 
更新希望機器 

1 金属積層造型機 1 引張圧縮試験機 

2 ICP 質量分析装置 2 ワイヤー放電加工機 

3 X 線光電子分光装置 3 電子プローブマイクロアナライザー 

4 体感温熱環境試験機 4 真空凍結乾燥機 

5 脳波心拍計測装置 5 砥石切断機 

6 ポータブル 3D デジタイザー 6 ラマン分光光度計 

以上のアンケート結果の中から、企業の強い利用ニーズやものづくり技術の世界的傾向を考慮に入れ、金属積層造型機を企業

立地促進基盤整備事業補助金に申請することとした。 

また、H24 年度に企業からの要望の高かったグロー放電表面発光分析装置についてＪＫＡに申請し採択され、H26 年度に整備

することが決まった。 

（ｂ）専門知識を有する外部人材を活用し

た機器操作補助を実施する仕組みを設ける

ことで支援機能を強化する。 

 （ｂ）機器の操作等についての専門知識を有する外部人材を非常勤嘱託職員として雇用（機械強度、表面解析各１名）し、機器操

作補助を実施している。 

また、非常勤嘱託職員には、その専門知識を活かして依頼試験（強度測定等）も担当させ、増加する試験ニーズへの適切な対応

を図っている。 

 H26 年度より、新たに 2名の機器操作補助員を配置することとし、技術支援サービスの充実を図る。 
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  ■嘱託職員による開放機器操作支援状況（H21～H25 実績）（※嘱託職員の指導可能機器を抜粋） 
 操 作 支 援 を

行った件数 
左のうち嘱託
職員対応件数 

嘱託職員対応
割合 

カラーレーザー顕微鏡 276 109 39.5％ 
低真空走査電子顕微鏡 862 509 59.0％ 
デジタルマイクロスコープ 231 124 53.7％ 
万能材料試験機 216 181 83.8％ 
フィールドエミッション走査電子顕微鏡 688 445 64.7％ 
ブリネル硬度計 14 13 92.9％ 

計 2,287 1,381 60.4％ 

■嘱託職員による依頼試験の対応状況（H21～H25 年度実績） 
 

全 体 
左のうち嘱託職
員対応件数 

依頼試験件数 3,274  2,157  
(65.9％) 

依頼試験点数 12,105  7,332  
(60.6％) 

 

（ｃ）開放機器の追加や機器の持ち出し利

用に柔軟に対応できる仕組みを整備する。 

 （ｃ）開放機器の追加や持ち運びが可能な機器の持ち出し利用に柔軟に対応で

きる仕組みを整備し、実施している。 

 

  ■機器の持ち出し、貸し出しの状況（現在 41 機種が可） 
 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H21-25 計 
持出し件数 3 件 2 件 2 件 5 件 4 件 16 件 
貸出し件数 15 件 27 件 54 件 42 件 30 件 168 件 
注）「持ち出し」は、職員が現地に機器を持って行って現地で利用してもらうものを、 

「貸し出し」は、機器を利用者に貸し出すものをいう。 

（ｄ）民間企業の慣行に配慮し、料金の後

払い方式を導入する。 

 （ｄ）民間企業の慣行に配慮し、企業の要望に応じて料金の請求書払方式（後

払い）を導入し、実施した。 

 

■開放機器での後払い方法の利用状況   ※(注)実利用者数は法人格単位、個人単位でカウント。 
 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H21-25 年度 計 
 

総数 
左のうち
請求書払 

総数 
左のうち
請求書払 

総数 
左のうち 
請求書払 

総数 
左のうち 
請求書払 

総数 
左のうち 
請求書払 

総数 
左のうち 
請求書払 

実利用者数（件） 
243  72  261  100  283  111  292 122 325 134 1,404 539 

  (29.6％)   (38.3％)   (39.4％)  (41.8％)  (41.2％)  (38.4％) 

利用件数（件） 
2,526  910  2,584  922  2,791  1,303  2,825 1,414 3,129 1,115 13,855 5,664 

  (36.0％)   (35.7％)   (46.6％)   (50.1％)  (35.6％)  (40.9％) 

利用金額(千円) 
12,535  4,685  14,316  6,198  16,198  7,727  16,296 9,231 16,933 10,947 76,278 38,788 

  (37.4％)   (43.3％)   (47.7％)  (56.7％)  (64.6％)  (50.9％) 
 

（ｅ）センター内での権限委譲を進め、事

務処理のスピードアップを図る。 

 （ｅ）企業ニーズに迅速に対応できるよう、開放機器の利用承認に係る権限を

理事長から直接業務の管理者である技術相談室長に委譲し、事務処理のス

ピードアップを図った。 

■事務処理状況 
区 分 状 況 

独法化前 標準処理期間 3 日 
独法化後 ほぼ即日で利用の可否を決定 
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 ５  

 

中期計画を十二分に達成 

（達成率 120.5％） 

■開放機器利用件数の推移 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H21-25 計 

機器数 211 219 229 224 227 1,110 

利用企業数 

（うち県内） 

229 

(199) 

256 

(199) 

283 

(221) 

292 

(227) 

325 

(256) 

1,385 

(1,102) 

利用件数 

（うち県内） 

2,526 

(2,343) 

2,584 

(2,360) 

2,791 

(2,587) 

2,825 

(2,580) 

3,129 

(2,857) 

13,855 

(12,727) 

利用金額（千円） 12,535 14,316 16,198 16,296 16,933 76,278 

  注）利用企業数は法人格単位、個人単位でカウント。 

 

 

 

ｂ 依頼試験 

 

４ 

 

ｂ 依頼試験 

 

中期計画を十分達成 

（ａ）新たな試験ニーズ等に柔軟に対応できる仕

組みを構築する。 

 

 （ａ） 新たな試験ニーズ等に柔軟に対応できる仕組みとして、オーダーメイ

ド試験を開始した。また、一定のニーズが見込まれるオーダーメイド試験

や機器導入により可能になった試験項目については、随時、規則を改正

し、メニューに追加することとした。  

H23 年度には、周南地域地場産業振興センターにサテライト窓口を設

置し、産業技術センターでの依頼試験の状況の説明や、依頼試験が可能か

どうかの判断を行うことなど、依頼試験業務の受け付けに至るまでの前捌

きを実施できるようにした。 

 

 

 

■オーダーメイド試験の試験状況と通常の依頼試験に占める割合 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H21-25 年度 計 

 総数 
左のうちｵｰﾀﾞｰﾒｲ

ﾄﾞ試験 
総数 

左のうちｵｰﾀﾞｰﾒｲ

ﾄﾞ試験 総数 
左のうちｵｰﾀﾞｰﾒｲ

ﾄﾞ試験 総数 
左のうちｵｰﾀﾞｰﾒ

ｲﾄﾞ試験 総数 
左のうちｵｰﾀﾞｰﾒ

ｲﾄﾞ試験 総数 
左のうちｵｰﾀﾞｰﾒ

ｲﾄﾞ試験 

利用件数（件） 625  36  609  64  673  102  639 115 728 137 3,274 454 

  (5.8％)   (10.5％)   (15.2％)   (18.0％)  (18.8％)  (13.9％) 

利用金額(千円) 5,362  479  8,059  2,432  7,201  2,859  9,303 4,014 9,773 3,348 39,698 13,132 

  (8.9％)   (33.1％)   (39.9％)  (43.1％)  (34.3％)  (33.1％) 
 

（ｂ）民間企業の慣行に配慮し、料金の後払い

方式を導入する。 

 

 （ｂ）民間企業の慣行に配慮し、未払いがない企業について料金の後払い方式を導

入し、実施した。 

 

 

  

 

【開放機器利用件数】 

中期計画期間中   11,500 件  

（年間 2,300 件） 
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■依頼試験での後払い方法の利用状況 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H21～H25 年度計 

 
総数 

左のうち

請求書払 
総数 

左のうち

請求書払 
総数 

左のうち

請求書払 
総数 

左のうち

請求書払 
総数 

左のうち

請求書払 
総数 

左のうち

請求書払 

実利用者数（件） 121 61 140 80 147 116 162 124 165 121 735 502 

 (50.4％)  (57.1％)  (78.9％)  (76.5%)  (73.3％)  (68.3％) 

利用件数（件） 625 505 609 514 673 575 639 543 728 614 3,274 2,751 

 (80.8％)  (84.4％)  (85.4％)  (85.0％)  (84.3％)  (84.0％) 

利用金額(千円) 5,362 3,984 8,059 5,884 7,201 6,635 9,303 8,037 9,773 8,513 39,698 33,053 

 (74.3％)  (73.0％)  (92.1％)  (86.4％)  (87.1％)  (83.3％) 

※実利用者数は法人格単位、個人単位でカウント。 

 

（ｃ）センター内での権限委譲を進め、事務処理

のスピードアップを図る。 

 （ｃ） 企業ニーズに迅速に対応できるよう、依頼試験の利用承認に係る権限を理事長

から直接の依頼試験業務管理担当の技術相談室長に委譲し、事務処理のスピード

アップを図った。 

 

■事務処理状況 

区 分 状 況 

独法化前 標準処理期間 4～9 日 

独法化後 試験の可否については、ほぼ即日で決定。 

結果が出るまでの期間は、オーダーメイド試験な

ど 9日を超えることがある。 
 

 

   

■依頼試験実施の年度比較 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

実利用者数 

（
うち県内） 

121 

(118) 

140 

(129) 

147 

(133) 

162 

(143) 

165 

(153) 

試験点数 

（うち県内） 

2,569 

(2,545) 

2,846 

(2,765) 

1,899 

(1,834) 

2,120 

(1,970) 

2,671 

(2,546) 

利用金額(千

円) 
5,362 8,059 7,201 9,303 9,773 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-1-（2） 



- 21 - 

 

ｃ 受託研究 ３ ｃ 受託研究 中期計画を概ね達成 

（ａ）企業のニーズに即応し、迅速な意思決定と

研究の着手ができる体制を構築する。 

 

 (ａ) 企業から受託研究の依頼があった場合には、速やかにその可否を判断し、可としたものについては直ちに細目の予算付けを行うことで、

受託研究の迅速な着手ができるようになった。 

この時の受託研究実施の意思決定に要した期間は、全ての申請に対して２週間以内であり、目標を達成している。 

 

■受託研究実施の意思決定に要した期間 

要請のあった件数  H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

２週間以内の意思

決定件数 
１９件 １１件 11 件 13 件 18 件 

達成率  100% 100％ 100% 100% 100% 

   

 

 

（ｂ）短期間での課題解決支援等の場合に手続

きを簡略化できる仕組みを構築する。 

 （ｂ）受託研究の期間が２週間以内であって、内容が簡易なものについては提出書類の

簡略化、事前協議の省略等の依頼者の負担を軽減する措置を講じ、実施した。 

 

■短期間の簡易な受託研究の実施件数 

    H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

件数 ３件 なし なし なし なし 
 

 

 

（ｃ）年度の途中での実施決定や複数の年度に

またがる実施等、会計年度にとらわれない柔軟

な対応を行う。 

 

 （ｃ） 独法化前には会計処理上の問題で対応が困難であった年度末に申し込みの

あった受託研究にも対応した。 

    また、企業の要請に応じ、年度をまたがる受託研究（研究期間の延長を含む。）も

実施した。 

 

■年度末に要請があった研究の対応実績 

    H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

件数 １件 １件 なし なし なし 

 

■会計年度にとらわれない対応実績 

    H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

件数 ３件 なし ３件 2 件 なし 

 

なお、受託研究の中で測定・評価が主体のものについては、より手続きが簡

単なオーダーメイド試験で実施している。 

 

  また、県内企業支援強化の観点から、受託研究の技術料について県内中小企

業に対して減免措置を講じた。 
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 ５ 

 

研究開発・技術支援が事業化(商品化)に至った件数は H21 年度から H25 年度

までで４２件であり、目標を達している。 

中期計画を十二分に達成 

達成率 140.0％ 

・技術支援 32 件 達成率 160.0％ 

・研究開発 10 件 達成率 100.0％ 

 

 

 

 ■研究開発・技術支援が事業化（商品化）に至った件数（H21～H25 実績） 
 事業化・商品化の内容 地区 

技
術
支
援 

○マンホール蓋の交換工事用カッター刃の開発 

○バンビーム（作業用 LED ライト）の開発 

○バイルック（異物発見用拡大ルーペ装置）の開発 

○自由降下式救命艇用衝撃緩和座席の開発支援 

○安全な石綿飛散防止工法（シールドサクション工法）の開発 

○トラッキング火災防止用コンセント及び電源タップの開発支援 

○魚のすり身を原料としたマリンスイーツ riple(リプレ)の開発 

○ジェル状ポン酢「かほりのジュレポン」の開発 

○旨辛日本酒「閼伽杯（あかつき）」の開発 

○家庭用小型搾油機の開発支援 

○漆喰塗料の開発（商品名；しっくのんＡ） 

○重交通道路のマンホール蓋交換工事用カッター刃の開発 

○牽引型移動式トイレの開発支援 

○国産椿油を利用した雑貨石けんの製造技術支援 

○移動式ソーラー充電ユニットの開発 

○ユーザビリティ評価技術の導入支援 

○内視鏡手術用鉗子ハンドルの開発 

○棚田有機ブランド米を用いた純米酒「泣かす酒」の開発 

○定電位電解装置コントローラーの開発支援 

○鶏肉を使用したメンチカツ「ゆずきちチキンメンチ」の開発 

○廃タイヤを用いた植木鉢「エコ鉢くん」の開発支援 

○芝連結用杭の開発 

○多段昇降式高所作業台の開発 

○脱塩素カートリッジの開発支援 

○シャワーによる皮膚の洗浄効果の試験 

○３地域伝統工芸コラボレーション製品 

○岩国れんこんの未利用資源を使用した醸造酢の開発 

○座位保持補助具の設計支援 

○プラットホーム隙間緩衝材の設計支援 

○豊北焼の鉱物組成を再現した新しい磁器製品の開発 

○漆喰塗料の基本物性評価に関する技術支援 

○変成岩を原材料とした新商品開発に関する技術支援 

周南市 

山口市 

山口市 

下関市 

宇部市 

下関市 

宇部市 

下関市 

下松市 

山口市 

美祢市 

周南市 

萩市 

萩市 

山陽小野田市 

山陽小野田市 

宇部市 

周南市 

下関市 

萩市 

山口市 

防府市 

下松市 

宇部市 

周南市 

山口市、萩市、宇部市 

岩国市 

下関市 

山口市 

下関市 

美祢市 

宇部市 

研
究
開
発 

○量産化ＤＬＣ膜製造装置の開発 

○スポーツ施設用 LED 照明器具の開発 

○植物生育抑制 LED 照明の開発 

○スラグと石膏を主原料とした環境浄化型の土壌固化材の開発 

○複合プラスチックの化学分離によるリサイクル技術の開発 

○高強度萩焼の開発 

○大理石製品ブランド化事業 

○竹粉末入りこんにゃく麺の開発 

○南氷洋産クロミンク鯨油を利用した石けんの製造技術支援 

○ＥＶ用課金式充電器の操作パネルの設計支援 

千葉県 

宇部市 

下関市 

周南市 

宇部市 

萩市 

美祢市 

岩国市 

下関市 

萩市 

合計 ４２件（技術支援３２件、研究開発１０件） 
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【研究開発・技術支援が事業化（商

品化）に至った件数】 

中期計画期間中   ３０件 

※内訳：技術支援  20 件  

研究開発 10 件  
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イ 情報発信 ４  中期計画を十分達成 

センターが、技術支援や研究開発その他業

務運営の過程において獲得した技術的知見

は、県民の財産でもあることから、技術支援

や研究開発に係る成果事例集の発刊、成果発

表会の開催、ホームページ等を通じて、技術

シーズを分かり易く情報発信し、その普及、

活用の促進に努める。 

また、必要に応じて、技術動向や課題解決

手法等に関するセミナーを、手法・内容を工

夫しながら開催することにより、企業が求め

る情報提供のニーズに応える。 

 センターが有する技術的知見を県内企業に適切に還元するため、成果事例集

の発刊、成果発表会の開催、ホームページ等を通じて、技術シーズ情報の分か

り易い発信に努めた。また、LED 技術や新エネルギー技術等の技術動向・情報

を講演会やセミナーでタイムリーに発信した。 

さらに、計画以外の手法による発信方法として、プレスリリースによる発信

についてはガイドラインの作成したうえで実施した他、直接企業を訪問して情

報を提供する「新規企業訪問」「巡回企業訪問」の強化や、商工会議所の工業

部会を利用した情報提供、各地で開催されるイベント等への「出張窓口相談」

ブースの設置、図書館との連携による紹介コーナーの設置など、積極的な情報

発信に努めた。 

H22 年度には、ホームページのリニューアルを行い、情報更新の迅速化を

図った。 

 

  ■センターが行った情報発信（抜粋） 

 項  目 

継続 

ホームページへの技術情報の公開 

センター内の展示ロビーでの展示（パネル展示、製品展示、LED コーナー等） 

技術発表会の開催（センターとセンター以外（岩国、周南、萩、下関）） 

技術講演会やセミナーの開催（LED/新エネルギー等の技術動向、新技術紹介等） 

発刊物の発刊と配布（成果事例集、技術ロードマップ、パンフレット、開放機器一覧等） 

プレスリリースによる情報発信（ガイドライン作成） 

企業訪問による情報提供 

新規 

県立図書館への「ものづくり基本図書コーナー」の設置 

宇部市立図書館行政資料閲覧コーナーでの PR コーナー設置 

周南市立中央図書館への広報物の設置 

LED 応用製品の県庁ロビー特設展示 

商工会議所と連携した PR（会議でのセンター紹介、センターの見学会） 

地域イベントでの「出張相談窓口」コーナーの設置 

ＪＲ徳山駅新幹線口ロビーへの技術支援成果品の設置（8月～11 月）観光展示コーナー 

しんきん合同ビジネスフェアへの出展 

新エネルギーコーナーの展示 
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第１－１（３）技術者養成の効果的な実施 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 県内企業が、日進月歩する技術開発の動

向に対応し、その技術力の向上を図っていけ

るよう、センターが持つ設備、知見を活用

し、技術者の養成を実施する。 

なお、技術者の養成に当たっては、企業

ニーズ等に迅速に対応するとともに、その効

果的な実施が図られるよう、次の取組を進め

る。 

 

 

４ 技術者養成研修を以下のとおり実施した。 

県内企業の技術者の養成を行うことを目的に各種研修を実施した。企業ニーズ

に柔軟に対応するための「スポット研修生制度」、企業現場での研修「職員派遣

研修制度」を制定・実施している。 

また、H23 年度と H25 年度は山口県が実施する海外技術者研修員受入事業によ

り、海外研修生を受け入れた。 

 

■海外研修生の受け入れ 

事業名 研修内容 期間等 

H23 山口県海外技術

研修員受入事業 

先端機器の操作実習 

技術開発への参画と

技術の応用 

H23.7～H23.12 

１名 国籍:ブラジル 

H25 山口県海外技術

研修員受入事業 
食品分析・研究 

H25.7～H26.1 

1 名 国籍:ブラジル 
 

中期計画を十分達成 

 

  ■技術者養成研修の実施状況（受け入れ） 

区 分 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

技術者受け入れ研修 

【長期】 

0 件 

(0 名) 

2 件 

(2 名) 

1 件 

(1 名) 

3 件 

(10 名) 

5 件 

（5 名） 

スポット研修 

【短期】 

2 件 

(2 名) 

0 件 

(0 名) 

2 件 

(3 名) 

6 件 

(7 名) 

11 件 

（13 名） 

学生研修 17 名 12 名 3 名 2 名 3 名 

インターンシップ、職

場体験実習、山口海外

技術研修生等 

5 名 7 名 16 名 9 名 16 名 

計 24 名 21 名 23 名 28 名 37 名 
 

（ア）企業の技術者の受け入れについては、

会計年度にとらわれない弾力的な運用を行う

とともに、緊急のニーズに応じたスポット研

修も実施する。 

 企業の技術者の受け入れに関して会計年度にとらわれない弾力的な運用と、緊急の

ニーズに応じた「スポット研修制度」を実施している。 

 

但し、5 年の間で技術者の受け入れ研修では、年度を越えた研修の申請が無かっ

た。 

 

■スポット研修実施状況（H21～H25） 

 県内企業 21 件（25 名）の要請があり、企業の緊急ニーズに対応した。 
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（イ）利用度の低いスペース等を活用するな

ど、研修生の研修環境の充実を図る。 

 （イ）研修生の研修環境の充実を図るため、共用棟情報ステーションの中２階のス

ペースを研修生の学習室として利用できるよう整備し、利用できる体制を整え、運用

している。 

 

 

 

 

 

 

（ウ）企業からの要請に応じて、職員を企業

に派遣して所外研修を実施する。 

 （ウ）企業からの要請に応じて技術職員を企業に派遣し、現地で企業のニーズに

沿った研修を行う「職員派遣研修制度」を H21 年度に創設し、実施してい

る。 

 

 

 

 

  ■職員派遣研修制度の実施状況 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

職員派遣研修 1 社(8 回) 8 社(23 回) 8 社(26 回) 8 社(23 回) 7 社(23 回) 
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第１－１（４）企業間連携への積極的な技術協力 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 複数の企業が連携して行う、あるいは異

業種間の交流によって行う新製品の開発等の

取組に対して、センターの技術シーズを活か

して、研究会等における技術的助言の付与や

共同研究の実施等の支援を行う。 

 また、そうしたグループが行う技術セミ

ナーの開催等の取組に対しても、共催・後援

の実施等、必要な支援を行う。 

３ 複数の企業や企業団体が行う取組に対して、センターの技術シーズを

活かして、研究会等における技術的助言の付与や共同研究の実施等の支

援を行った。 

中期計画を概ね達成 

 

 

■企業団体等への支援・協力 
 企業・団体 取組内容又は支援内容 

全
県 

山口県技術交流協会 通常総会・理事会、地区協議会や視察会での講演会 

山口県酒造組合 
新酒発表会審査委員、組合・協同組合通常総会委員、秋季きき酒協
議会委員、通常総会委員、酒造講話会講師、合同会議の指導助言、
新種鑑評会審査委員、共同研究の実施 

山田錦生産者協議会 山田錦生産者協議会定期総会委員 
エコビジネス研究会 研究会での講演と意見交換 
山口県伝統的工芸品産地連携活性化実行委員
会 

伝統的工芸品産地連携活性化実行委員会委員 

社団法人山口県情報産業協会 
運営に関する助言、技術報告会・研修会に対する協力、Ruby 研究会
への参加 

山口県広告業協会 山口県広告大賞審査会 
山口県アクティブシニア協会 定期総会 

県
内
各
地
域 

岩国異文化交流プラザ I・I プラザでセンターの PR 
周南新商品創造プラザ 研究会における講演 
山口県鍍金工業組合 総会委員・講師、職員派遣研修 
エコアクション２１地域事務局 エコアクション２１地域事務局委員 

有限責任事業組合アクセル 
ものづくり分野の人材育成・確保事業に係る事業企画委員会委員、
測定検査講座の講師 

宇部興産学術振興財団 特別講演及び学術奨励賞贈呈式 
キューブサロン キューブサロンへの出席 
山口県漁業協同組合（長門市） 山口県水産加工展品評会審査委員 
大津杜氏組合 夏期講習会講師 
ヤマグチ・ベンチャー・フォーラム 総会・役員会、事例発表会への参加 
下関地域屋外広告業 屋外広告の色彩設計に関する講習会の開催 
山田錦生産者協議会 山田錦生産者協議会定期総会委員 
周南新商品創造プラザ プラザ総会、技術報告会 
とくぢ健康茶企業組合 新商品開発のための協議 

県
外 

中国太陽電池フォーラム事業推進会議 中国太陽電池フォーラム事業推進会議委員 

中国経済連合会 
瀬戸内・山陰の知産品ガイドブック（中国地域産学官連携商品集）
掲載記事提供 

 

  また、企業間連携によって行われる研修会開催等の取組に対する共催や後援の支援も行った。 

 

■企業間連携等によって行われる取組に対する共催・後援 

企業・団体名 内 容 種類 

山口県鍍金工業組合 めっき技術に関する講習会 共催 
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第１－１（５）支援業務の評価とその適切な反映 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア センターが提供する各種のサービスの質

の向上に向けて、サービス提供後のアンケー

ト調査の実施や企業訪問時における意見把握

等の手法により、支援業務のニーズ適合性を

把握するとともに、サービス内容についての

センター内部での適時の検証を行い、これら

を合わせて、支援業務の評価を行い、その結

果を経営資源（ひと・もの・かね）の配分に

適切に反映させる。 

なお、支援業務の評価の実施に当たって

は、その実施が業務の妨げや過度の負担とな

らないよう、簡素で適切な方式を検討する。 

４ 県内企業に対し、機器整備と支援業務に関するニーズ調査を各年度

で実施した。5 年間を通して、開放機器の整備に関する要望が多く寄

せられた。支援サービス内容についての要望は、新しい技術情報や補

助金制度の情報、開放機器の使用が求められていることがわかった。 

 

 

中期計画を十分達成 

 

  ■支援業務に対するアンケート結果（H25 年度実施分） 

 支援業務に対しての企業アンケートは、産業技術センターへ開放機器利用などの支援サービスを目的に来所された技術者に対

して行った。アンケートは利用者に随時行い、148 件の回答が得られた。 

分析結果は、昨年とほぼ同じ結果となった。 

 

① 支援業務の満足度（職員の対応、事務手続き、支援サービス内容）に関しては、90％以上の企業が、満足であるとの回答があ

り、昨年度比で 9%改善された。 

  満足 90％    やや満足 7％   普通 3％   やや不満又は不満 0％ 

 

②「良く利用する支援サービスは？」との質問には、来所する企業のうち（会議室などの施設利用を除く）約 3/4 の企業が開放

機器を使用するために来所していると答えた。 

  開放機器 74％   技術相談 10％  依頼試験 14％  受託研究 0％    

 

③「今回使用した支援サービスで役にたったものは？」との問いに関しては、新製品開発に関するものが約 3 割、既存の製品の

品質に係るものが約 7割の利用状況であった。 

【製品開発】 

（新製品開発 17％、製造技術の改良・開発 9％、専門技術・特許に係る情報収集 2％） 

【既存製品の評価、クレーム処理】   

（製品・部品の評価 34％、トラブルの原因の究明 20％、品質の証明 7%、信頼性の向上 3％、 

取引先への信用の向上 4％） 

 

④ 産業技術センターへの要望」に関しては、機器設備に対する要望が最も多く全体の 67％を占めていた。また、低料金化に対

する要望が倍増した。支援サービス内容についての要望は、補助金制度の情報提供が求められている結果となった。 

 【機器設備】 

 （低料金化 37％、施設設備の充実 30％） 

 【支援サービス内容】 

 （研修会・講習会の開催 0％、補助金情報の提供 8％、共同研究の実施 10％、企業訪問 3％） 

【職員ポテンシャル】 

 （専門分野の拡充 5％、職員の能力の向上 0％、迅速・丁寧な対応 5％） 
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各年度でのアンケート結果を、次年度の機器整備計画に反映させ、 

要望が多かった機器については補助金等を有効に活用して設備した。 

 

■アンケート調査結果を反映して設備した機器（再掲 p16） 
  機 器 名 補助金名    機 器 名 補助金名  

H21
導
入
機
器 

更新 ケルダール分析装置 企業立地 － 
H24
導
入
機
器 

更新 複合サイクル試験機 JKA ○ 
更新 高速昇温加熱炉 企業立地 － 更新 Ｘ線応力測定装置 JKA ○ 
更新 倒立型金属顕微鏡 企業立地 － 更新 熱膨張率測定装置 JKA ○ 
新規 体圧分布測定器 企業立地 － 新規 積分球全光束測定装置 JKA ○ 
新規 配光測定装置 企業立地 － 更新 データロガー （PC 更新） 目的積立金  
新規 輝度・照度自動マッピング測定装置 企業立地 － 新規 無線機器開発支援システム 目的積立金  
新規 照度マッピング測定装置 企業立地 － 新規 インクジェット式光造型機 運営費交付金  
新規 切削式３次元モデリング装置 企業立地 － 

H25
導
入
機
器 

更新 樹脂積層式造形機 JKA ○ 
更新 ３次元点群データ処理装置 企業立地 － 新規 縞模様投影型三次元ﾃﾞｼﾞﾀｲｻﾞｰ JKA ○ 
更新 ハイスピードミーリングセンター 企業立地 － 新規 高温 GPC 地域新産業 ○ 
更新 レーザー回折式粒度分布測定装置 企業立地 － 新規 複合環境試験機 地域新産業 ○ 
更新 自動分極装置 企業立地 － 更新 電子回路基板加工機 施設費 ○ 
新規 超臨界処理装置 企業立地 － 更新 ロックウェル硬度試験機 目的積立金  

H22
導
入
機
器 

新規 ﾌｨｰﾙﾄﾞｴﾐｯｼｮﾝｵｰｼﾞｪ電子顕微鏡 JST 拠点整備 ○ 新規 試料自動埋込機 目的積立金  
新規 X 線 CT 装置 JST 拠点整備 ○ 新規 ヘンシェルミキサ 運営費交付金  
新規 ガスクロマトグラフ質量分析装置 企業立地 ○ 新規 真空乾燥機 運営費交付金  
新規 ミクロトーム 企業立地 ○    
追加 FE-SEM 用波長分散型 X線分析装置 企業立地 ○ 

 
H23
導
入
機
器 

更新 ICP 発光分光分析装置 JKA ○ 
更新 FT-IR マイクロ ATR システム JKA ○   
更新 熱分析装置（Tg-DTA） JKA ○ 
更新 デジタルマイクロスコープ JKA ○ 
新規 蛍光Ｘ線分析装置（EDXRF） JKA ○ 

更新 
ノイズ耐性試験装置 
（開放機器名：電磁耐性試験機） 

企業立地 
○ 

 

   H25 年度機器整備アンケートの結果は以下の通りであり、H26 年度に

予算措置を行い、優先順位を付けたうえで順次機器整備を行うことと

している。 

 

■H25 年度機器整備に係るアンケート結果（再掲 p17） 

順

位 
新規導入希望機器 

順

位 
更新希望機器 

1 金属積層造型機 1 引張圧縮試験機 

2 ICP 質量分析装置 2 ワイヤー放電加工機 

3 X 線光電子分光装置 3 電子プローブマイクロアナライザー 

4 体感温熱環境試験機 4 真空凍結乾燥機 

5 脳波心拍計測装置 5 砥石切断機 

6 ポータブル 3D デジタイザー 6 ラマン分光光度計 

以上のアンケート結果の中から、企業の強い利用ニーズやものづくり技術の世界的傾向を考慮に入れ、金属積層造型機を企

業立地促進基盤整備事業補助金に申請することとした。 

また、H24 年度に企業からの要望の高かったグロー放電表面発光分析装置についてＪＫＡに申請し採択され、H26 年度に整備

することが決まった。 
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大項目 第１ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

中項目 ２ 県内の企業の持続的発展に寄与する研究開発の推進 

 

中 

期 

目 

標 

 山口県における産業の持続的な発展に向けて、県内の企業の技術力の向上、市場競争力の強化に寄与する研究開発を重点的に実施し、その成果の移転を推進する。 

  （１）重点的な研究開発と機動的な対応 

     企業のニーズや山口県の産業振興に係る施策を踏まえつつ、市場を睨んだ出口戦略を明確にして、重点的な研究開発を実施する。 

        また、情勢の変化に対しては、法人化のメリットを活かして迅速に見直しを行う等、的確かつ機動的な対応を行う。 

  （２）外部資金の積極的な活用 

     地域のニーズに対応した提案公募事業等を活用して、地場の企業の持続的発展に資する研究開発を積極的に推進する。 

  （３）研究開発の成果の適切な活用 

        研究開発の成果について、その積極的な情報発信と普及に努めるとともに、県内の企業への技術移転を推進する。 

     また、研究開発の成果に係る知的財産を適切に管理するための仕組みづくりを進める。 

  （４）研究開発業務の評価とその適切な反映 

    研究開発の業務について、学識経験者や産業界の有識者等外部の委員を交えて、業務の合目的性、効率性、成果等を定期的に評価し、その結果を研究テーマの決定、業務の

見直し等に適切に反映させる仕組みづくりを進める。 

 

第１－２（１）重点的な研究開発と機動的な対応 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 企業のニーズや県の産業振興施策の動向を

踏まえつつ、次の分野における実用化研究を中

心として重点的な研究開発を実施する。 

 

 

４ 企業のニーズや県の産業振興施策の動向を踏まえつつ、4 分野における実用化研究を中

心として重点的な研究開発を実施するために、研究開発の方向性を決めるための「技術

戦略」（ロードマップ）（第 1-2-(1)-ｲ p.34）を策定した。その方向性に合った 4 分野

に合致する研究開発の中で、事業化を見据えた評価で有望と判断された研究開発を「特

定研究」と位置付け、重点的な予算配分と研究進捗の管理を行いながら実施した。 

 

中期計画を十分達成 
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（ア）ものづくり技術の高度化 

センターの強みとしている表面処理、光・電

子制御、精密加工等の技術のさらなる高度化や

その新たな応用に向けた研究開発を行う。 

 （ア）ものづくり技術の高度化分野 

センターの強みとしている表面処理、光・電子制御、精密加工等の技術のさらなる高度化やその新たな応用に向けた研究開

発を行った。 

 

■「ものづくり技術の高度化」分野の特定研究 

重
点
技

術
分
野 

重点技術 研究開発テーマ 期間、成果等 

も
の
づ
く
り
技
術
の
高
度
化 

精密加工技術 

多穴・傾斜穴に対応できる微細ドリル加工技術の開発 H21 

境低負荷型機械加工を実現するシステム開発 
H20～H21 

共同研究 1社 

連通気孔型多孔質メタルボンド砥石の開発 
H23～H24 

共同研究 1社 

鋼鈑の塑性加工における曲率制御技術に関する研究 

H25～H26 

金属の曲面制御方法について実験と

解析の結果が一致 

表面処理技術 ドライコーティングによる高耐食性皮膜の開発 H23～H24 

光応用技術 

洞内環境に優しい通路用 LED 照明の開発 H20～H21 

高効率・高輝度 LED を用いた植物栽培および貯蔵への応用 
H21 

共同研究 1社 1機関 

LED 等光技術を応用した第一次産業支援技術の開発（農産物） 

H22～H25 

製品化：植物生育抑制 LED ﾗｲﾄﾊﾞｰ 

６ヶ月貯蔵果実でも着色を可能とす

る技術を開発 

LED 等光技術を応用した第一次産業支援技術の開発（水産系） 

H22～H25 

特願 2011-81039 果実発色促進装置 

新型の船上灯と水中灯を開発 

 

 

   

第 1-2-（1） 



- 31 - 

 

（イ）環境・エネルギー 

循環型社会に対応したリサイク技術や環境負

荷の少ないエネルギー利用技術に関する研究開

発を行う。 

 

 （イ）環境・エネルギー分野 

循環型社会に対応したリサイクル技術や環境負荷の少ないエネルギー利用技術に関する研究開発を行った。 

 

■「環境・エネルギー」分野の特定研究 

重
点
技

術
分
野 

重点技術 研究開発テーマ 期間、成果等 

環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー 

環境有機化学

技術 

加圧ガス化・乾式ガス精製によるバイオマスからの液体燃

料製造の開発（共同研究１機関） 

H20～H21 

共同研究 1機関 

ＰＰマトリックス複合材料の複合物の化学分離によるリサ

イクル技術の開発 

H23～H24 

特願 2012-76141 複合材の再生処理方法

及び再生処理装置 

リサイクルプラントを宇部市に建設。

（小田産業(株)） 

環境浄化型の無機系固化材料の開発 

H22～H23 

特願 2011-080113 フッ素含有無機系廃

棄物を用いる土壌固化材の製造方法 

スラグを用いた土壌固化材として製品

化（(株)徳機製作所） 

木質バイオマスを用いた炭化物の成形加工技術の開発 

H24～H25 

繊維を簡易的にナノファイバー化させ

ることができた 

高熱伝導性フィラーのための表面処理技術の開発 

H25～H26 

廃トナーに表面処理を施し、漆喰塗料

の彩色化に成功し、特許を出願 

表面処理技術 めっき技術を用いた色素増感太陽電池の実用化研究 H21 

新エネルギー

利活用技術 

やまぐち県産マイクロ風車の開発 
H20～H21 

共同研究 2企業 

山口型再生可能エネルギー利用システムの開発 

H24～H25 

可搬式太陽光システム、エネルギー監

視システム等の開発 

山口型スマートファクトリーモデルの開発 

H24～H25 

国際標準 IEEE1888 規格に基づくエネル

ギー監視システムを試作開発、使用実

態調査を行った 

液化水素エネルギー利用製品の試作開発 

H25～H26 

「液化水素発電システム」の試作開発

を行った 

無機系資源利

用技術 
多孔質セラミックスの高強度化と細孔構造の制御技術 

H24～H25 

曲げ強度の達成目標値（5MPa）を超え

る、8MPa の多孔質セラミックスを作製 
 

第 1-2-（1） 



- 32 - 

 

（ウ）健康・福祉 

県民の住み良さの向上に向けて、健康モニタ

リングなど、高齢者等の安全な生活を支援する

技術についての研究開発を行う。 

 （ウ）健康・福祉分野 
県民の住み良さの向上に向けて、健康モニタリングなど高齢者等の安全な生活を支援する技術について研究開発を行った。 
 

■「健康・福祉」分野の特定研究 

重
点
技

術
分
野 

重点技術 研究開発テーマ 期間、成果等 

健
康
・
福
祉 

組込システム

技術 

家庭用非侵襲健康解析システムの開発 

～ホームヘルスケアのための健康モニタリングシステムの開

発～ 

H20～H21 

家庭用健康解析装置の開発 H22 
 

（エ）生活文化・食品 

地域資源を活かした食品や地域ブランドを高め

る製品等の創出に向けた研究開発を行う。 

 （エ）生活文化・食品分野 
地域資源を活かした食品や地域ブランドを高める製品等の創出に向けた研究開発を行った。 

 
 
■「生活文化・食品」分野の特定研究 

重
点
技

術
分
野 

重点技術 研究開発テーマ 期間、成果等 

生
活
文
化
・
食
品 

デザイン開発

技術 

スポーツ施設用LED照明器具の開発 H20～H21 

ＰＣa＋木混構造住宅実住宅実験に関する研究（H21年度） H21 

操作パネルのユーザビリティ評価技術に関する研究 

H24～H26 

ユーザビリティの評価を行えるシス

テムを構築、EV 充電器が事業化 

伝統・地場産業を対称にした商品企画手法の研究 
H24～H25 

大理石製品で、商品化を達成 

微生物利用技

術 
有用乳酸菌の分離と新規食品の開発（H22年度） H22～H23 

地域食材加工

技術 
県産天然油脂の搾油・精製・利用技術の開発 

H25～H26 

鯨油の臭気低減方法を開発し、その

手法を特許出願し、県内企業から鯨

油石けんとして商品化 
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（参考）センターが実施した研究テーマ数（H21～H25）（受託研究を除く。） 

区  分 
テーマ数 

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

特定研究 

（予算を重点的に配分して行う研究） 
１０ ４ ６ ７ ７ 

特別研究（理事長枠、企業支援部長枠） １ １ ２ ４ ５ 

基盤研究 

（将来の基盤となる技術の獲得に向けた研究） 
１７ ２０ １９ １５ １６ 

提案公募型研究 

（国等が公募する制度に応募して行う研究） 
６ １０ ６ ３ ６ 

共同研究 

（センターの設定した研究テーマの中で企業と共

同または分担して行う研究） 

４ ５ １１ １１ １６ 
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イ  重点分野における今後の具体的な取組方針

や工程等を盛り込んだ、新たな「研究開発戦

略」（ロードマップ）を策定する 

４   H21 年度から H25 年度までの中期目標や中期計画の達成に向けて取り組んでいる技

術支援・研究開発・産学公連携の技術関連業務について、県内ものづくり企業の成長

を支援するためにセンターがめざす戦略の方向性と工程を県内企業に分かり易く示す

ことを目的として、H25 年度までの「技術戦略」（ロードマップ）を策定した。 

 策定に当たっては、県内製造業の特徴、県内企業からセンターに求められている技

術、国や県の施策に示された方向性に基づき、県内企業のものづくりのパートナーを

めざす 4 つの技術戦略、その戦略の達成に向けた具体的な方策、そして技術戦略の中

核となる 13 の重点技術を定めるとともに、各重点技術には H25 年度までのロード

マップを示した。 

 ４つの技術戦略は以下のとおり。 

 

 ① 地域の技術課題解決の推進 

  【課題解決のパートナー】  

 ② ものづくり企業における技術革新の推進 

    【技術革新のパートナー】  

 ③ 地域の魅力を活かした製品開発の推進 

 【製品開発のパートナー】  

 ④ 次世代産業参入に向けた産学公連携プロジェクトの推進 

【産学公連携のパートナー】 

 

【今後重点的に研究を行う13の技術分野】 

  ① 精密加工技術     ⑧ 無機系資源活用技術 

  ② 組込システム技術   ⑨ 環境有機化学技術 

  ③ 機械設計技術      ⑩ 新エネルギー利活用技術 

  ④ 光応用技術       ⑪ デザイン開発技術 

  ⑤ ナノ材料技術     ⑫ 微生物利用技術 

  ⑥ 表面処理技術     ⑬ 地域食材加工技術 

  ⑦ 評価解析技術  

 

 

策定したロードマップの中の重点 13 技術のうち「新エネルギー利活用技術」につ

いては、県商工労働部と協力し、「新エネルギー利活用プロジェクト」を H23 年度よ

り立ち上げ、センター敷地内に太陽光発電と水素燃料電池で構成される実証実験シス

テムを設置した。 

また、センター運営費の H21 年度剰余金を活用し、H24 年度から新たに新エネル

ギー技術に係る研究開発の予算に充当する方針を立てるなど、戦略的な取り組みを

行った。 

H25 年度から社会情勢や企業ニーズの変化、技術の進度等を踏まえ、H26 年度の改

定に向けて、県内企業、技術の動向を調査した。 

 

中期計画を十分達成 
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ウ 研究開発課題の決定に当たっては、開発す

る製品・技術の事業化を見据えたプランに重点

をおいて審査する。 

４ 特定研究（センターの予算を重点的に投入して行う研究）の研究開発課題について

は、 内部委員会（理事長、幹部職員で構成）と外部委員会（外部委員５名で構成）

により、開発する製品・技術  の事業化を見据えたプランに重点をおいて事前評価を

行い、実施の可否を決定した。 

 

 H21年度 H22年度 H23 年度 H24年度 H25年度 

事業化プランを審査した 

課題数 
5 7 4 3 4 

（うち実施可としたもの） 
4 6 4 3 4 

 

 この事業化に重点を置いた研究開発の審査を継続的に実施していたことにより、

H23 年度では実施中の特定研究から、製品化１件、リサイクルプラントの建設 1 件、

特許申請 4件の成果が得られた。 

また、H24 年度は特定研究から、製品化 1 件、特許出願 2 件の成果が得られた。

H25 年度には特定研究から、製品化 1件の成果が得られた。 

 

中期計画を十分達成 

 

エ 研究開発の実施過程において起こりうる企

業ニーズの変化等に対しては、小回りのきく独

立行政法人の特性を活かし、研究開発のテーマ

や内容を柔軟かつ機動的に見直して対応する。 

４ 研究開発の進捗状況やとりまく情勢の変化に対しては、四半期毎の研究開発ヒアリ

ングにより進捗を管理し、必要に応じて研究開発のテーマや内容を柔軟かつ機動的に

見直しをすることで対応した。H22年度においては、緊急性のある提案公募研究を実

施するために、基盤研究１テーマの実施を年度途中で停止させた。 

また、緊急かつ重要な状況の変化に伴って予算の手当が必要となる場合に備えて、

一定の予算を特別研究の中に「理事長枠」「企業支援部長枠」として確保し、機動的

な対応が可能となる仕組みを整備 した。これを利用してH23年度2件の調査研究や予

備実験を行った。H24年度には年度途中より「企業支援部長枠」を一件追加し、H25年

度は、年度途中より緊急性の有る新たな研究課題の発掘のための予備実験を「企業支

援部長枠」で追加実施した。 

中期計画を十分達成 
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■理事長枠・企業支援部長枠で追加実施された研究テーマ 

重点技術 枠 研究テーマ 成果 

組込システム技術 

機械設計技術 
理事長 

『やわらかロボットプロジェクト』 

～環境適応性を備えたロボットの研究開発～ 
H20～H22 

組込システム技術 
企業支援

部長 
サイレントホイッスルを用いた呼吸検知機構に関する基礎的検討 

H23 

特許申請手続き

中 

提案公募申請を

計画中 

デザイン開発技術 
企業支援

部長 
小径木利用セルフビルド小規模建築の開発研究のための予備測定 

H23 

提案公募申請を

計画中 

デザイン開発技術 理事長 伝統・地場産業を対象にした商品企画手法の研究 

H25 

大理石製品が商

品化 

地域食材加工技術 
企業支援

部長 
トランス脂肪酸分析及び食感・味覚・香りに関する調査研究 

H25 

九州地方知事会

政策連「工業系

公設試験研究機

関の連携」共同

研究への参加 

組込システム技術 
企業支援

部長 
画像処理による移動微小傷の自動検出技術に関する研究 

H25 

画像撮影システ

ムの導入 
 

 ５ 研究開発・技術支援が事業化(商品化)に至った件数は H21 年度から H25 年度までで４２

件であり、目標を達している。 

 
 （P.22 再掲） 
 

 

中期計画を十二分に達成 

達成率 140.0％ 

・技術支援 32 件 達成率 160.0％ 

・研究開発 10 件 達成率 100.0％ 

 

【研究開発・技術支援が事業化（商

品化）に至った件数】 

中期計画期間中   ３０件 

 

※内訳：技術支援  20 件  

研究開発  10 件  

【研究開発・技術支援が事業化（商

品化）に至った件数】 

H21～H25 の 5 年間で  ４２件 

※内訳：技術支援  32 件  

研究開発  10 件  
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第１－２（２）外部資金の積極的な活用 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 研究開発の実施については、共同研究等、

企業から資金を得て行うマッチング・ファンド

型の手法によるものを積極的に推進する。 

なお、そうしたマッチング・ファンド型の研

究開発の実施に当たっては、企業の負担を、研

究開発の進行段階等に応じて柔軟に設定するこ

とも検討する。 

３ 共同研究取扱規則を制定し、共同研究における企業の経費負担基準を明確化する

など、企業から資金を得て行う共同研究の基本的な仕組みを整備した。 

  また、共同研究における企業の負担割合については 1/2を基本としつつ、技術

シーズの確立度合いが低い技術の共同研究への参画促進と出口が近い共同研究にお

ける適切な負担の観点から、その負担割合を 1/4から3/4までの間で変更できる仕

組みを設けた。 

   

■資金を得て行った共同研究実績 

 企業の研究費負担

のあったテーマ数 

企業との負担

割合 

企業負担額 

合計（千円） 

H21 年度 8 件 50％(8 件) 650 

H22 年度 2 件 50％(2 件) 341 

H23 年度 2 件 
50％(1 件) 

70％(1 件) 
810 

H24 年度 3 件 

50％(1 件) 

70％(1 件) 

75％(1 件) 

316 

H25 年度 2 件 50％(2 件) 161 
 

中期計画を概ね達成 

 

イ 企業と共同して行う研究開発の実施に当

たっては、センターのコーディネータ等による

事業化、商品化に向けたシナリオづくりを行う

等、きめ細かな対応を行う。 

３ 企業と共同して行う研究開発（企業単独の委託・補助事業への支援を含む。）の

実施に当たっては、センターのコーディネータや研究員が事業化、商品化に向けた

シナリオづくりを行う等のきめ細かな対応を行った。また、H22年度では中小企業

応援センター（H23年度からは中小企業支援ネットワーク強化事業に改名）のコー

ディネータの活動拠点を設置し、必要な専門家の派遣支援も行った。（H25年度か

らは中小企業・小規模事業者の未来をサポートする支援ポータルサイトとして新シ

ステムに移行） 

 

その結果、企業と協働して行う研究開発から事業化に至った件数は、5年間で10

件となった。 

 

中期計画を概ね達成 

 

ウ 地域ニーズに対応した研究開発課題を募集

する提案公募事業に積極的に応募し、外部資金

を得て、地場企業の技術力向上や新製品・新技

術の開発等につながる研究開発を推進する。 

４ 地域ニーズに対応した研究開発課題を募集する様々な提案公募事業に積極的に応

募した。5年間で6種類の外部資金の採択を受け、地場企業の技術力向上や新製品・

新技術の開発等につながる研究開発を実施した。外部資金を得て実施した研究開発

は以下のとおり。 

 

 

中期計画を十分達成 
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■外部資金を得て実施した研究開発（H21～H25） 
 

事業名 研究開発テーマ 構成 

消防防災科学技術推進制

度（消防庁） 

自律的無線ネットワークを活用した被災者情報提供システムの研究開

発（H21～H22） 

大島商船高専、2 大

学、2 企業、4 公的機

関 

地域イノベーション創出

総合支援事業重点地域研

究開発推進プログラム

（科学技術振興機構） 

天然繊維強化プラスチックのための界面改質剤とそれを用いた複合材

の開発（H21～H22） 
山口大学、1企業 

微細花状構造を有する酸化亜鉛を用いた高効率光電変換素子の開発

（H22） 

山口大学、九州工業大

学 

地域イノベーション創出

研究開発事業（経済産業

省） 

無機複合技術による超軽量外断熱・潜熱冷却システムの開発（H22～

H23） 
4 企業 

戦略的基盤技術高度化支

援事業（経済産業省） 

めっき技術を応用したプローブ針の高機能化に関する研究開発（H20

～H22） 
2 企業 

産業ロボットの固体レーザー溶接作業の信頼性向上によるティーチン

グレス・システムの開発（H22～H24） 

2 企業、周南地域地場

産業振興センター 

３次元視覚認識技術による袋状積載物を対象としたマテリアル・ハン

ドリングシステムの開発（H22～H23） 
3 企業 

電波が使い難い環境下において LED 照明光通信技術を用いて複数端末

が同時接続可能な光無線ＬＡＮを実現するための組込みソフトウェア

の高度化（H25～H27) 

2 企業、早稲田大学 

心拍揺らぎと呼吸から日常生活の中でストレス状態を手軽に知ること

が出来る携帯型評価装置とクラウドサービスを実現するための組込み

ソフトウェアの高度化に関する研究（H25～H27) 

2 企業 

新しいモジュール構造による安価・長寿命で高性能な水処理用セラ

ミックフィルターの開発(H25～H27) 

3 企業、やまぐち産業

振興財団 

地域イノベーション戦略

支援プログラム 

ナノ粒子量産合成法の開発と導電性ペーストへの応用（H21～H25） 
山口東京理科大学、2

企業 

LED 光照射による農作物病害防除システムおよび生育制御システムの

開発（H21～H25） 

山口大学農学部、県農

林総合技術センター、

2企業 

LED 光技術を用いた新型漁業技術の開発（H21～H25） 
水産大学校、県水産研

究センター、1企業 

戦略的情報通信研究開発

推進制度地域 ICT 振興型

研究開発（総務省） 

無線ネットワークと携帯情報端末を活用した地域情報を共有する被災

情報提供システムの開発（H23～H24） 
山口大学、1企業 
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５ 提案公募型事業や企業から資金を得て行った研究（共同研究）は５１件あり、目標

を十二分に達成している。 
 

中期計画を十二分に達成 

達成率 145.7％ 
 

   

■提案公募型事業や企業からの資金を得て行った研究（共同研究）の件数 

区 分 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 5 年間の累計 

提案公募型事業の共同研究 

(うち新規) 

6 件 

 （4 件） 

10 件 

 （4 件） 

７件 

(1 件) 

5 件 

(0 件) 

6 件 

(3 件) 

34 件 

(12 件) 

企業から資金を得て行った共同研究 

(うち新規) 

8 件 

 （2 件） 

2 件 

 （2 件） 

2 件 

(2 件) 

3 件 

(2 件) 

2 件 

(2 件) 

17 件 

(10 件) 

計 

(うち新規) 

14 件 

 （6 件） 

12 件 

 （6 件） 

9 件 

(3 件) 

8 件 

(2 件) 

8 件 

(5 件) 

51 件 

(22 件) 

 

注１）継続分であっても採択の審査が毎年行われるため、件数にカウントしている。 

注２）知的クラスター創成事業は、３つのテーマが１つの事業で採択されているが、採択の可否の判断は個別のテーマごとに

行われるため、３件としてカウントしている。 

注３）「企業から資金を得て行った共同研究」は、資金を得て実施した共同研究のみをカウントしている。 

 

 

 

 

【提案公募型事業や企業からの資金を

得て行う研究(共同研究)の件数】 

 

中期計画期間中    ３５件 
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第１－２（３）研究開発の成果の適切な活用 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア センターで実施した研究開発によって得

られた成果については、幅広く普及を図り、

その利活用を促進するため、次のような取組

を推進する。 

３ センターで実施した研究開発の成果の普及を図り、その利活用を促進するた

め、次のような取組を実施した。 
 

中期計画を概ね達成 

（ア）研究発表会の開催や展示会等への出

展、センターの刊行物、ホームページを通じ

た情報発信 

 （ア）各年度で研究発表会の開催や展示会等への出展、センターの刊行物、ホ

ームページを通じた情報発信を行っている。 

 

 

  ■研究発表会、成果発表会の開催 

 センターが毎年 1 回行ってきた技術発表会は、各年度で、センターとセンター以外の場所で開催することとし、県内企業へ

の研究開発成果の情報提供に努めた。 

・H21 年度：センターと萩市、周南市 

・H22 年度：センターと下関市 

・H23 年度：センターと岩国市 

・H24 年度：センターと周南市 

・H25 年度：センターと周南市 

 

■展示会等への出展（主なものを抜粋） 

展示会・研究会名 場所 内容 

難加工技術展 2011 ポートメッセなごや 山口県産業技術センターのシーズ紹介 

ROBOTECH2011  東京ビッグサイト 山口県産業技術センターのシーズ紹介 

第 3回国際自動車素材・加工展 東京ビッグサイト 山口県産業技術センターのシーズ紹介 

エコプロダクツ 2011・2012・2013 東京ビッグサイト 
やまぐちグリーン部材クラスターの PR、研究成果

パネル展示 

中小企業総合展 2012・2013 東京ビッグサイト 研究・技術支援成果パネル展示 

第 5回次世代照明技術展 

（ライティングジャパン） 
東京ビッグサイト 

やまぐちグリーン部材クラスターの PR、研究成果

パネル展示 

第 47 回スーパーマーケットトレードショー 東京ビッグサイト 研究・技術支援成果パネル展示 

2012 東京国際包装展 東京ビッグサイト サポイン研究成果 

LED ジャパン 2011・2012・2013 パシフィコ横浜 
やまぐちグリーン部材クラスターの PR、研究成果

パネル展示 

ものづくりフェア 2011・2012 マリンメッセ福岡 
やまぐちブランド技術研究会の紹介、研究・技術

支援成果パネル展示  

やまぐち総合ビジネスメッセ 海峡メッセ下関、周南市 
LED 成果品展示、シーズ紹介、研究・技術支援成

果パネル展示、技術相談会 

FOODEX JAPAN2011 幕張メッセ 食品及び調理器具の成果品展示 

アグリビジネス創出フェア 幕張メッセ やまぐちグリーン部材クラスター成果の普及  

九州自動車新技術・新工法展示商談会 日産自動車株式会社本社テクニカルセンター 山口県産業技術センターのシーズ紹介 
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LED 応用製品の県庁展示会 山口県庁ロビー 
LED 成果品展示、やまぐちグリーン部材クラス

ターの PR、研究成果パネル展示 

山口県豊魚祭・ながとお魚祭り 長門市漁港 
研究成果：LED 誘漁灯展示 

研究概要のポスター展示 

 

 

  ■研究報告書等の刊行 

 ・研究報告書（NO.21、22、23、24、25）の刊行 

 ・成果事例集（加除式）の刊行（適宜印刷） 

 

■ホームページや紹介コーナーによる研究成果の情報発信 

【インターネットホームページ】 

・巡回技術報告会、技術発表会 

・研究会や講演会、技術セミナーの開催告知 

・成果事例集の公開による事業化された商品情報 

・ＪＫＡ補助金等で新規導入した機器の紹介 

・センターが有する知的財産権 

・所内一般公開、ものづくり教室、等 

 

■その他紹介コーナーによる研究開発成果の情報発信 

【所内紹介コーナー】 

センター内プロムナードにおいて、成果事例の展示コーナーを設置し、常

に最新情報に更新している。 

・センター技術シーズ紹介コーナー 

・共同研究や技術移転での実用化事例コーナー 

・技術相談（製品化）事例コーナー 

・LED 成果事例コーナー 

・新エネルギーコーナー 

 

【所外紹介コーナー】 

・山口県立山口図書館「モノづくり基本図書コーナー」の設置 

・周南市立中央図書館への広報物の設置 

・JR 徳山駅新幹線口の地場産品特設展示会場でのセンターPR 展示 

・宇部市行政資料配付コーナーへの設置 
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（イ）コーディネータの活動や業界の関係団

体が行う事業における講演等を通じたＰＲ 

 

 （イ）企業訪問等の活動や関係団体が行う事業での研究成果の PR を以下のよ

うに行った。 

 

■企業訪問による PR 

研究員やコーディネータが新たな企業を訪問する際には、成果事例集を持参

し、センターが有するシーズを PR した。 

 

新規企業への PR 回数 H21：67 社 H22：62 社 H23：70 社 H24：81 社 

            H25：73 社 

 

  

また、関係団体が開催する講演会での講師依頼は積極的に引き受け、研究開発の成果を PR した。 

 

■関係団体が行う事業における講演等（主なものを抜粋） 

講演会名等 団体名 内 容 

総会での技術講演会 山口県鍍金工業組合 H21～H24 技術講演 

環境人材育成研修会 (財)やまぐち産業振興財団 H21 年度技術講演 

視察会 (社)山口県技術交流協会 H21 年度技術講演 

山口県内商工会議所経営指 導委員等研修会 山口県商工会議所連合会 中小企業への支援策につい
ての講演 

山口県酒造組合酒造講話会 山口県酒造組合 各年度酒造方針について 

各地域の工業部会（岩国架け橋会、周南パラ
ボラ会、キューブサロン、下関ミキサー会） 各地域の商工会議所 技術支援成果事例 PR 

三井食品(株)メニュー提案会 各地域の商工会議所 受託研究成果の報告 

下関北ロータリー
クラブ例会 下関北ロータリー
クラブ H24 年度技術講演 

日本酒のきき酒に関する
技術講演会 山口和らぎ会（山口酒造組合内） H24 年度技術講演 

屋外広告講習会 下関市都市整備部 広告物の表示、掲示物の設
置に関する必要な知識 

酒造技術に関する講演 大津杜氏組合 H24 年度技術講演 

ストレス解析装置の開発技術講演 大阪商工会議所 H24 年度技術講演 

周南新商品創造プラザ総会等 周南新商品創造プラザ センターの PR 

地域型住宅ブランド化事業の取り組み「瀬戸
内気候型住宅」 山口県ゆとりある住生活推進協議会 H25 年度技術講演 

山田錦に含まれるタンパク質について 山田錦生産者協議会 H25 年度技術講演 

スマートファクトリーモデル提案に向けたセ
ンターの取組 

宇部コンビナート省エネ・温室効果
ガス削減研究協議会 H25 年度技術講演 

家庭における小型風力発電の可能性 (公財)山口県予防保健協会 H25 年度技術講演 

土壁の住まいの省エネ性・快適性・健康性 関西木造住文化研究会 H25 年度技術講演 

山口県における酒造りについて 宮城県酒造技術者交流会 H25 年度技術講演 
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（ウ）県内企業等を対象とした随時の講習会

開催や研究員による企業への実地指導等 

 

 （ウ）講習会開催や企業への実地指導等 

 県内企業等を対象とした随時の講習会の開催や、研究員が企業を訪問して

の企業への実地指導を行った。 

 

■県内企業を対象とした講習会等の開催 

 ・秋芳洞に適した LED 照明に関する成果報告会 

 ・やまぐち LED 照明研究会（講演会、講習会、機器活用研修） 

 ・やまぐちブランド技術研究会（講習会） 

 ・先端技術講習会（やまぐち産業振興財団主催） 

 ・食品技術講習会 

・やまぐちグリーン部材クラスター シリーズ先端講演会 

・新エネルギー利活用シンポジウム 

・新エネルギー利活用セミナー、研究会、分科会 等 

・スマートフォンアプリケーション開発研修会 

・サーモスタディ２０１２（山口） 

・炭素繊維複合材料技術セミナー in 山口 

・中国地域産総研技術セミナー in 山口 

・FT-IR セミナー（機器活用研修） 

・デジタルものづくりセミナー（機器活用研修） 

・次世代産業クラスター形成セミナー 

 

また、技術指導、酒造巡回指導、デザイン指導、共同研究打ち合わせ等

で、センターの技術職員が企業に出向いてディスカッションを行った件数

は、H22 年度 204 件（延べ職員数 309 名）、H23 年度（247 件 315 名）、H24

年度 546 件（述べ職員数 763 名）、H25 年度 476 件（述べ職員数 824 名）で

あった。（※職員派遣研修を含む） 

 

（エ）学協会発表、論文投稿による研究成果

の発信 

 

 学協会発表、論文投稿による研究成果を以下の通り情報発信し、普及に努

めた。 

 

■学協会等での研究発表、論文投稿の件数  （件） 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

研究発表 47 25 31 30 28 

論文投稿 6 11 16 16 7 

計 53 36 47 46 35 
 

 

イ 研究成果の技術移転による企業での実用

化に当たっては、その取組が滞りなく進捗で

きるよう、関係の職員が継続的にフォロー

アップを行う。 

３ センターの研究成果の実用化・商品化や改良に取り組む企業に対して下記の

フォローアップを行った。 

 

・当該研究担当者が継続的に技術相談（照会に対する回答、現地での指導

等）に対応した。 

・実用化のための研究開発に活用できる補助金等の申請書の作成支援を

行った 

・研究成果を基にし、企業での実用化に向けた受託研究等を実施した。 

中期計画を概ね達成 
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  ■成果の著しい企業については、表彰制度などに推薦応募し、企業の成果の見える化に寄与した。（H25 年度分実績） 

 

推薦表彰制度 受賞名 受賞企業等 

第 22 回中国地域ニュービジネス

大賞 

特別賞 株式会社ＡＯＩ（建設用資材） 

奨励賞 
有限会社ちふりや工業（移動トイレな

ど特許活用） 

平成 26 年文部科学大臣表彰  科学技術賞 三笠産業株式会社（粉体技術） 

第 4回山口県産業振興奨励賞 
山口県産業技術セ

ンター理事長賞 

株式会社一村製作所（液圧塑性加工技

術） 

ものづくり日本大賞 
中国経済産業局長

賞 
古賀産業株式会社（３Dフリーザー） 

 

ウ  特許等の知的財産の取扱いについて、申

請から取得、普及、侵害への対応までを網羅

した知財戦略を策定し、その戦略に沿って知

的財産の適切な管理を推進する。 

３  職務発明に関する規程や知的財産権の使用許諾に関する取扱方針等、セン

ターにおける特許権等の知的財産の取扱いや管理についての基本的な仕組み

（規定、要綱）を整備した。知的財産の取り扱いや管理について、職員向けの

知的財産権に関する手続き等マニュアルを整備し、運用することで、特許の申

請・取得・管理を行った。 

 また、H23 年度では特許侵害への対応について、中国・四国地方公設試験研

究機関企画担当者会議で各県公設試の対応状況を調査した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期計画を概ね達成 
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 ４  特許等の 5 年間の出願件数の状況は以下の通りであり、中期計画期間中の推

目標値を上回った。 

 

中期計画を十分達成 

達成率 102.5％ 

 

  ■特許等出願状況 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
5 年間の累計 

出願件数 

特許権 3 7 14 5 8 37 

実用新案権 － － － － － － 

意匠権 － － － － － － 

著作・意匠権 2 1 1 － － 4 

計 5 8 15 5 8 41 

 

■特許保有状況 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

特許権 
保 有 19 23 27 36 43 

出願中 35 32 41 32 32 

実 用 新

案権 

保 有 1 1 1 1 1 

出願中 － － － － － 

意匠権 
保 有 1 2 3 3 3 

出願中 1 1 － － － 

著作権 登 録 5 5 6 6 6 
 

 ５ 特許等の 5 年間の実施許諾件数は以下の通りであり、中期計画期間中の目標

値を上回った。 

 

中期計画を十二分に達成 

達成率 120.0％ 

 

  （参考）特許等の実施許諾の前年度比較 

 

 

 

 

 

 

（参考）特許の利用率 

 産業技術センター 

（H25 年度末） 

特許権 32.9% 
 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

特許等の新規実

施許諾件数 
2 2 3 3 2 

特許等の実施許

諾件数（総数） 
19 20 23 27 28 
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【特許出願件数】 

中期計画期間中   40 件 

(H21-H25 出願内訳) 

・加工系   特許 1 

 著作 1 

・制御系     特許 7 

・電子系   特許 4 

・材料系   特許 15 

・環境系    特許 6 

・デザイン系 特許 3  

意匠 3 

・食品系   特許 1 

【特許等の新規使用許諾件数】 

中期計画期間中   10 件 

 

(H21-H25 実施許諾内訳) 

・制御系   1 

・電子系   2 

・材料系   4 

・環境系   2 

・デザイン系 1 

・食品系   2 
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第１－２（４）研究開発業務の評価とその適切な反映 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 研究開発業務について、センターの役員・

職員からなる委員会と外部の有識者で構成する

外部委員会を設け、事前、中間、事後の各段階

において、テーマや内容の有意性、手法の妥当

性等を評価し、その結果を経営資源（ひと・も

の・かね）の配分等へ適切に反映させる仕組み

を構築する。 

なお、研究開発業務の評価の実施に当たって

は、その実施が業務の妨げとなるなど過度の負

担とならないよう、簡素で適切な方式を検討す

る。 

 

３ 研究開発業務について、センターの役員・職員からなる内部委員会と外部の

有識者で構成する外部委員会を設け、下記の仕組みにより、テーマや内容の有

意性、手法の妥当性、進捗状況、成果等を評価する仕組みを構築し、運用し

た。評価結果は、研究実施計画や研究予算に反映させた。 

 

中期計画を概ね達成 

 

【研究開発の評価の仕組み】 

 
企業支援部内 

評  価 

内部委員会 

評  価 

外部委員会 

評  価 

事前 
基盤研究 

特定研究 

基盤研究 

特定研究 
特定研究 

中間 

基盤研究 

特定研究 

提案公募研究 

基盤研究 

特定研究 

提案公募研究 

－ 

事後 

基盤研究 

特定研究 

提案公募研究 

基盤研究 

特定研究 

提案公募研究 

－ 

注）基盤研究     将来の法人の研究開発基盤となる技術シーズの獲得に向けた研究 

  特定研究     技術シーズの基盤に立って、重点的に予算を投入して行う実用化研究 

  提案公募研究  国等が募集する制度に応募して実施する研究 

 

【次年度研究テーマの設定】 

・次年度の研究テーマは、上記の仕組みによってその可否について審査を行い、決定した。 

・予算措置については、各テーマから出てきた予算要求の内容を経営管理部で精査し、予算査定を行う体制を構築・実施する

ことで経営資源の適正な配分に努めた。 

 

 

イ 研究開発業務の運用手法等について、事後

アンケート等により利用企業からの意見聴取を

行い、その結果を検討して業務プロセス等の改

善に活用することで、研究開発業務の運営段階

におけるサービスの向上を図る。 

３  各年度、共同研究・受託研究等を行った企業に対し、事後アンケート調査を

行っている。その結果、研究開発業務自体への要望は少なく、新規開放機器の

PR や、機器の取り扱い説明に対する要望が多かった。 

研究開発においてもセンターに設備されている機器の使用については重要な

サービスの一つであることから、H23 年度に新たに開放機器の利用促進のため

に、機器の写真や概要の掲載された開放機器一覧（冊子、38 ページ）を作成

し、その後も更新・増刷し、企業訪問や展示会などで県内企業へ配布した。機

器の操作指導に関しては、技術相談室を中心として機器担当者が十分に対応を

取れるよう体制を整備した。 

 

中期計画を概ね達成 
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大項目 第１ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

中項目 ３ 県内の企業の新たな事業展開に向けた産学公連携の取組 

 

中 

期 

目 

標 

 山口県における産業の活性化に向けて、企業が行う新規事業分野への進出等の取組について、大学や他の支援機関との連携の下で、積極的な支援を行う。 

  （１）新規事業展開等の支援 

     県内の企業の新規事業展開や技術基盤の強化に資する支援活動が適切に行える体制を整備するとともに、大学や企業等との連携の下、独立行政法人科学技術振興機構などの

競争的資金を活用して先導的な研究開発を推進する。 

        また、隣接する入居型の研究開発支援施設である新事業創造支援センターにおいても、その機能の充実を図りつつ、効果的な運営に努める。 

  （２）地場企業への波及を見据えた大学、高等専門学校や大企業、支援機関等との連携の強化 

    県内の産業の動向や中小企業の事業展開につながるニーズを見据えつつ、コーディネート機能を発揮して産学公連携による取組を促進する。 

     また、農商工連携事業等のニーズや広域的な課題に適切に対応するため、県内の他の公設試験研究機関や県外の公設試験研究機関との連携を図るとともに、行政機関とも一

体となった施策の推進に努める。 

 

第１－３（１）新規事業展開等の支援 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 企業のニーズ、シーズの発掘から事業化に

至るまでの一貫したプロジェクトマネジメント

体制をセンター内に構築する。 

４  プロジェクトマネージャー１名、 サブマネージャー３名からなるプロジェ

クトマネジメント体制を構築し、競争的資金やものづくり補助金等の応募に係

る企業ニーズの把握や申請書の作成、事業進行の管理等の支援等を行った。 

産学公連携による技術シーズの創出や実用化につながる研究開発までの一体

的なクラスターの形成を目的として、文部科学省の地域イノベーション戦略支

援プログラム（グローバル型）を活用して「やまぐちグリーン部材クラスタ

ー」事業を実施した。 

その取り組みの成果は、H23 年度の中間評価では文部科学省からＡ評価を受

けた。 

中期計画を十分達成。 

 

  ■プロジェクトマネジメント体制による企業等への支援の取組みと成果 

事業名 事  例 

地域イノベーション

戦略支援プログラム 

「やまぐちグリーン

部材クラスター」 

当センターが管理法人となり、以下の研究開発を実施し、事業化の支援を行った。（参画：３大

学、１４企業） 

【研究開発】 

①高効率 LED 部材の開発と LED 応用製品の開発（3テーマ） 

②廃シリコンの減量・再生プロセスの開発（2テーマ） 

③ナノ粒子応用グリーン部材開発（6テーマ） 

【事業化実績】 

・(株)山口光半導体研究所の起業（山口大学発ベンチャー企業、場所：山口大学内、関連企業：

長州産業(株)） 

・LED ウエハー、PSS を利用した GaN テンプレートの開発（(株)山口光半導体研究所） 

・LED 関連技術の事業化（製品化） 

事例：LED 街路灯シリーズ（宇部興機(株)）、スポーツ施設用 LED 照明器具の開発（宇部興機 

(株)） 

・植物育成制御 LED ライトバー、量産型果実着色装置、LED 事業部の新設（長山電気産業(株)） 
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イ センターの持つコーディネート機能を発揮

して、地場企業主体の産学公、産産の連携体の

形成を促進し、県内企業の高度技術産業への参

入や山口型産業クラスターの形成、地域ブラン

ドの育成を支援する。 

４ 地場企業主体の連携に関しては、企業支援部内に「産学公連携室」を設置

し、専任の技術者 2 名とサブマネージャー1 名を配置することで、企業ニーズ

の把握や申請書の作成、事業進行の管理等の支援等を行っている。 

 H25 年度よりイノベーション推進チームを設置し、プロデューサ 1 名、コー

ディネータ 2名の推進体制を構築した。 

県商工労働部と協力し、「新エネルギー利活用プロジェクト」を実施し、センター敷

地内に、太陽光発電と水素燃料電池で構成される実証実験システムを試作・設置し

た。また、「水素・再生可能エネルギー分科会」「液化水素エネルギー分科会」「スマ

ートファクトリー分科会」を運営し、分科会において、県内企業とともに液化水素エネ

ルギーシステム等の試作を行い、新規事業展開に向けた研究開発を行った。 

やまぐちブランド技術研究会から新たに廃棄物リサイクル技術、食品加工技術の 2

分科会を設置した。 

中期計画を十分達成 

 

   

■産学公連携等の取り組みによる地域性のある支援 

 

事業名、活動名 事  例 

地域産学官共同研究拠点

機器整備事業（JST） 

県内企業の研究開発を支援するための研究拠点を山口大学と産業技術センターに設置し、各施設に機器整備を

実施した。設置された機器や施設は低価格で企業に開放するシステムとなっている。 

【整備機器】FE オージェ電子顕微鏡、X線 CT 装置、干渉膜厚計、レーザー干渉平面度測定装置 

【企業利用実績】 597 件 3,115 時間（4機器合計） 

提案公募型研究開発支援

事業（国補） 

ものづくり技術に対して、企業の研究開発を支援する事業に応募し、以下テーマを実施した。 

【センターが管理法人となって実施したもの】 

・産業ロボットの固体レーザー溶接作業の信頼性向上によるティーチングレス・システムの開発 

・３次元視覚認識技術による袋状積載物を対象としたマテリアル・ハンドリングシステムの開発 

・電波が使い難い環境下において LED 照明光通信技術を用いて複数端末が同時接続可能な光無線 LAN を実現す

るための組込みソフトウェアの高度化 

・心拍揺らぎと呼吸から日常生活の中でストレス状態を手軽に知ることが出来る携帯型評価装置とクラウド

サービスを実現するための組込みソフトウェアの高度化に関する研究 

【外部機関が管理法人となって実施したもの】 

・めっき技術を応用したプローブ針の高機能化に関する研究開発（戦略的基盤技術高度化支援事業） 

・無機複合技術による超軽量外断熱・潜熱冷却システムの開発（地域イノベーション創出研究開発事業） 

・無線ネットワークと携帯情報端末を活用した地域情報を共有する被災情報提供システムの開発（戦略的情報

通信研究開発推進制度） 

・新しいモジュール構造による安価・長寿命で高性能な水処理用セラミックフィルターの開発（戦略的基盤 

技術高度化支援事業） 

 

研究成果展開事業（スー

パークラスタープログラ

ム） 

山口地域サテライトクラ

スター 

「やまぐち高効率パワー

デバイス部材イノベー

ション・クラスター」 

「やまぐちグリーン部材クラスター」で取り組んできた成果を活かし、山口大学と企業等が連携して、高効率

パワーデバイスの部材となる高品質 GaN 基板の産学公共同研究開発を実施する。 

  実施期間：H25 年度～29年度 

  研究テーマ：高効率パワーデバイス部材の研究開発 

  代表機関：（地独）山口県産業技術センター 

  研究機関：山口大学 

  参画企業：県内外企業９社 

  連携クラスター：愛知地域コアクラスター、福井地域サテライトクラスター 
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新エネルギー利活用プロ

ジェクト 

低炭素社会の実現の為、センターが中心となり以下の事業を実施した。 

①新ネルギー利活用シンポジウム（H23.6.10） 

内容：講演 2題目と事業説明 場所：産業技術センター 参加者 168 名 

②山口型再生可能エネルギー利用システムの設置 

プロポーザル公募により提案を受けたシステムのプロトタイプを業務委託により産業技術センター敷地内に

設置設置し、実証実験を行っている。 

② 2 回新ネルギー利活用セミナー（H24.3.23） 

内容：講演 2題目 場所：山口グランドホテル 参加者 108 名 

④新エネルギー研究会（H24.6.8、12.12）（H25.7.10） 

24 年度第１回 特別講演 2題目と事業説明 場所：産技センター 参加者 124 名 

24 年度第２回 基調講演 2題目 場所：産技センター 参加者 93 名 

25 年度第１回 特別講演 1題目と事業説明 場所：産技センター 参加者 92 名 

⑤研究開発（４テーマ）の実施 

・山口型再生可能エネルギー利用システムの開発 

・山口型スマートファクトリーモデルの開発 

・小型風力発電システムの試作開発 

・液化水素発電システムの試作開発 

やまぐちブランド技術研

究会 

技術分科会を立ち上げ、企業を募って研究会を開催することで、技術情報の提供や研究会メンバー同士の情報

交換の場を設けた。 

①組込システム技術 ②精密加工技術 ③湿式表面処理技術 ④表面改質技術 

⑤熱流体工学技術  ⑥廃棄物リサイクル技術 ⑦食品加工技術   

（参画：142 企業・機関） 

山口県食品開発推進協議

会 

山口県食品開発推進協議会を通して特産品の開発支援を行った。 

・西京レトルト専門分会会 ・漬物専門分科会 ・食酢専門分科会 ・メンチカツ専門分科会 

【製品化実績】 

「白おくら粕漬、らっきょう醤油漬」：ふく魚醤を活用した漬物 

「はも飯茶漬け」：大型の鱧を利用したレトルト茶漬け 

「かほりのジュレポン」：県産柑橘(せとみ）から抽出したオイルを使用したジェル状のポン酢 

「チキンメンチ｣：県産の「長門ゆずきち、鶏肉、玉ねぎ」にこだわったメンチカツ 
 

ウ ＭＯＴプログラムを実施する専門職大学院

との連携強化を図り、センターの技術経営面で

の支援機能の充実を図る。 

４ 科学技術振興機構が行う「目利き人材育成研修」事業の６つのカリキュラム

に、産学公連携室長と技術部門のグループリーダー、経営管理部門の技術職員

を派遣した。 

また、ＭＯＴプログラムを実施する専門職大学院から外部評価委員を招き、

研究テーマについて評価を行うことで「技術経営」の考え方を、センターの研

究開発に反映させる取り組みを実施している。 

その結果、研究開発から事業化（製品化）に発展するものが着実に出て来て

いることから、研究員への技術経営の考え方も定着しつつある。 

H25 年度より、新たにセンター主催により、外部講師を招き、「地域産業政

策論」及び「経営戦略とマーケティング概論」と題して 2 日間にわたる技術経

営面による研修を実施した。この取組は、H26 年度も継続して実施し、セン

ター研究員の技術経営面で支援機能の一層の充実を図る。 

中期計画を十分達成 
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エ ＪＳＴ資金などの競争的資金の活用も図り

つつ、先導的な技術開発に向けた取組を積極的

に行い、次代を担う産業の育成、地場産業のラ

ンクアップに寄与する。 

３  産学公で連携して以下の提案公募型の研究開発事業を実施し、先導的な技術

開発に向けた取り組みを積極的に行うことで、次世代産業の育成、地場産業の

ランクアップの寄与に努めた。 

中期計画を概ね達成 

 

  ■外部資金を得て実施した研究開発（再掲 p38） 

事業名 研究開発テーマ 構成 

消防防災科学技術推進制
度（消防庁） 

自律的無線ネットワークを活用した被災者情報提供システムの研究開
発（H21～H22） 

大島商船高専、2 大
学、2 企業、4 公的機
関 

地域イノベーション創出
総合支援事業重点地域研
究開発推進プログラム
（科学技術振興機構） 

天然繊維強化プラスチックのための界面改質剤とそれを用いた複合材
の開発（H21～H22） 

山口大学、1企業 

微細花状構造を有する酸化亜鉛を用いた高効率光電変換素子の開発
（H22） 

山口大学、九州工業大
学 

地域イノベーション創出
研究開発事業（経済産業
省） 

無機複合技術による超軽量外断熱・潜熱冷却システムの開発（H22～
H23） 

4 企業 

戦略的基盤技術高度化支
援事業（経済産業省） 

めっき技術を応用したプローブ針の高機能化に関する研究開発（H20
～H22） 

2 企業 

産業ロボットの固体レーザー溶接作業の信頼性向上によるティーチン
グレス・システムの開発（H22～H24） 

2 企業、周南地域地場
産業振興センター 

３次元視覚認識技術による袋状積載物を対象としたマテリアル・ハン
ドリングシステムの開発（H22～H23） 

3 企業 

電波が使い難い環境下において LED 照明光通信技術を用いて複数端末
が同時接続可能な光無線ＬＡＮを実現するための組込みソフトウェア
の高度化（H25～H27) 

2 企業、早稲田大学 

心拍揺らぎと呼吸から日常生活の中でストレス状態を手軽に知ること
が出来る携帯型評価装置とクラウドサービスを実現するための組込み
ソフトウェアの高度化に関する研究（H25～H27) 

2 企業 

新しいモジュール構造による安価・長寿命で高性能な水処理用セラ
ミックフィルターの開発（H25～H27） 

3 企業、やまぐち産業
振興財団 

地域イノベーション戦略
支援プログラム 

ナノ粒子量産合成法の開発と導電性ペーストへの応用（H21～H25） 
山口東京理科大学、2
企業 

LED 光照射による農作物病害防除システムおよび生育制御システムの
開発（H21～H25） 

山口大学農学部、県農
林総合技術センター、
2企業 

LED 光技術を用いた新型漁業技術の開発（H21～H25） 
水産大学校、県水産研
究センター、1企業 

戦略的情報通信研究開発
推進制度地域 ICT 振興型
研究開発（総務省） 

無線ネットワークと携帯情報端末を活用した地域情報を共有する被災
情報提供システムの開発（H23～H24） 

山口大学、1企業 
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オ 産学公連携の取組を所掌する専任職員を配

置するとともに、関係支援機関と連携したバッ

クアップ体制を構築し、きめ細かな支援を実施

する。 

４ 専任の職員を配置した産学公連携室を新たに設け、関係支援機関と相

互の連絡調整、やまぐちブランド技術研究会の取組を通じた連携を図り

つつ、下記の企業支援の取組を行った。 

 また、国の平成 24 年度補正予算事業「ものづくり中小企業・小規模

事業者試作開発等支援事業」への企業の申請に対して、申請書の作成や

コーディネイト等の積極的な支援を行った。また、県中央会の県内企業

への補助金説明会に説明員として職員を派遣するなど、事業推進に努め

た。 

中期計画を十分達成 

 

  ■やまぐちブランド研究会の行った主な活動 

項 目 内  容 

展示会への出展 

【県内】ふるさと産業フェスタ（2 回/年）、じばさんフェア、やまぐち総合ビジネ

スメッセ 2012・2013、やまぐちグリーン部材クラスター関連製品等の県庁

展示会等 

【県外】イノベーションジャパン 2009、SURTECH2009、国際自動車素材・加工展、も

のづくりフェア（2009,2010,2011）、第 40 回インターネプコンジャパン、

難加工技術展 2011、ROBOTECH2011、九州自動車新技術・新工法展示商談会、

FOODEX JAPAN2011・2012、エコプロダクツ 2012・2013、スーパーマーケッ

ト・トレードショー2013、モノづくりフェア 2012、中小企業総合展 2012・

2013、LED ジャパン 2013、等 

中国地域ロボットテクノロジー産

業活性化人材養成等事業 

「組込みシステム・キーテクノロジー(1)(2)」 

「組込みシステム応用開発セミナー」（全 10 回） 

山口県産業活性化人材養成事業 講習会の実施 「自動車産業におけるゼロエミッションへの取り組み」等、全８回 

技術革新計画認定への支援 

H21 年度 6 件認定（9件申請） 

H22 年度 2 件認定（2件申請） 

H23 年度 5 件認定（5件申請） 

H24 年度 2 件認定（2件申請） 

H25 年度 2 件認定（2件申請） 

技術分科会の開催 

・組込みシステム分科会 ・表面改質技術分科会 

・廃棄物リサイクル分科会 ・熱流体工学技術分科会 ・精密加工技術分科会 

・食品加工技術分科会 ・湿式表面技術分科会    

競争的資金に向けた支援 

会員企業が行う競争的資金獲得に向けた企業間連携のコーディネートや、特定研究開

発等計画（中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律）の認定取得、補助

金申請書等作成等の支援 

 

■ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業への支援 

第一次応募：申請支援：45 件、うち 20 件が採択。（H24、H25） 

第二次応募：申請支援：48 件、うち 21 件が採択。（H25） 

 

第 1-3-（1） 



- 52 - 

 

カ 新たな事業展開を促進するため、新事業創

造支援センターの入居要件の弾力化や同セン

ターに入居している企業の利便性を向上させる

取組（新事業創造支援センターの空き室を大企

業向けにスポット的に開放、同センターの入居

企業向けの開放機器利用条件の設定等）を行

う。 

３ 新事業創造支援センターの利用促進を図るため、以下の取組を実施した。 

・支援センターのパンフレット等を作成し、企業への PR に努めた。 

・入居要件を弾力化し、空室への大企業のスポット的な利用を可能にする制

度を創設した。※5年間を通して大企業の利用は無かった。 

・入居企業の研究開発を促進するために機器利用料の減免措置の創設した。5

年間の入居者の開放機器の利用状況は以下の通りであった。 

中期計画を概ね達成 

 

   

■開放機器の減免措置利用状況 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 5 年間の累計 

利用件数（企業数） 162 件（3社） 51 件（2社） 20 件（2社） 38 件（2社） 85 件（3社） 356 件（12 社） 

 

（参考）支援センターの入居状況（全 12 室） 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

利 用 件 数

（企業数） 

6 社 

（7 室） 

5 社 

（6 室） 

7 社 

（8 室） 

5 社 

（6 室） 

7 社 

（10 室） 
 

 ５ 提案公募型事業や企業から資金を得て行った研究（共同研究）は５１件あ

り、目標を十二分に達成している 

 

（再掲 p.39） 

 

 

中期計画を十二分に達成 

達成率 145.7％ 
 

 

【提案公募型事業や企業から   

の資金を得て行う研究(共同   

研究)の件数】 

中期計画期間中  ３５件 
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第１－３（２）地場企業への波及を見据えた大学・高専や大企業、支援機関等との連携の強化 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア センターの経営資源（ひと、シーズ、ノウ

ハウ）を活かして、産学公連携の研究開発を積

極的に主導する。 

４ 産学公連携の研究開発のうち、下記のものについて、センターが管理法人又

は調整役となって実施した。 

また、産学公連携による技術シーズの創出や実用化につながる研究開発まで

の一体的なクラスターの形成を目的として、地域イノベーション戦略支援プロ

グラム（グローバル型）で「やまぐちグリーン部材クラスター」事業を実施

し、その中間評価で文部科学省に「Ａ評価」と評価された。その後も順調に進

捗し、H25 年度で終了した。 

 また、県商工労働部と協力し、「新エネルギー利活用プロジェクト」を実施

し、「水素・再生可能エネルギー分科会」「液化水素エネルギー分科会」「ス

マートファクトリー分科会」を運営した。分科会において、県内企業とともに

液化水素エネルギーシステム等の試作を行い、新規事業展開に向けた研究開発

を行っている。 

中期計画を十分達成 

 

 

  ■センターが主導した取組（再掲 p.47、48） 

 

事業名 事  例 

地域イノベーション戦略

支援プログラム 

当センターが管理法人となり、以下の研究開発を実施し、事業化の支援を行った。（参画：３大学、１４企業） 

【研究開発】 

①高効率 LED 部材の開発と LED 応用製品の開発（3テーマ） 

②廃シリコンの減量・再生プロセスの開発（2テーマ） 

③ナノ粒子応用グリーン部材開発（6テーマ） 

【事業化実績】 

・(株)山口光半導体研究所の起業（山口大学発ベンチャー企業、場所：山口大学内、関連企業：長州産業(株)） 

・LED ウエハー、PSS を利用した GaN テンプレートの開発（(株)山口光半導体研究所） 

・LED 関連技術の事業化（製品化） 

事例：LED 街路灯シリーズ（宇部興機(株)）、スポーツ施設用 LED 照明器具の開発（宇部興機 

(株)） 

・植物育成制御 LED ライトバー、量産型果実着色装置、LED 事業部の新設（長山電気産業(株)） 

地域産学官共同研究拠点

機器整備事業（JST） 

県内企業の研究開発を支援するための研究拠点を山口大学と産業技術センターに設置し、各施設に機器整備を実

施した。設置された機器や施設は低価格で企業に開放するシステムとなっている。 

【整備機器】FE オージェ電子顕微鏡、X線 CT 装置、干渉膜厚計、レーザー干渉平面度測定装置 

【企業利用実績】 597 件 3,115 時間（4機器合計） 
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提案公募型研究開発支
援事業（国補） 

ものづくり技術に対して、企業の研究開発を支援する事業に応募し、以下テーマを実施した。 
【センターが管理法人となって実施したもの】 
・産業ロボットの固体レーザー溶接作業の信頼性向上によるティーチングレス・システムの開発 
・３次元視覚認識技術による袋状積載物を対象としたマテリアル・ハンドリングシステムの開発 
・電波が使い難い環境下において LED 照明光通信技術を用いて複数端末が同時接続可能な光無線 LAN を実現する
ための組込みソフトウェアの高度化 

・心拍揺らぎと呼吸から日常生活の中でストレス状態を手軽に知ることが出来る携帯型評価装置とクラウドサー
ビスを実現するための組込みソフトウェアの高度化に関する研究 

【外部機関が管理法人となって実施したもの】 
・めっき技術を応用したプローブ針の高機能化に関する研究開発（戦略的基盤技術高度化支援事業） 
・無機複合技術による超軽量外断熱・潜熱冷却システムの開発（地域イノベーション創出研究開発事業） 
・無線ネットワークと携帯情報端末を活用した地域情報を共有する被災情報提供システムの開発（戦略的情報通
信研究開発推進制度） 

・新しいモジュール構造による安価・長寿命で高性能な水処理用セラミックフィルターの開発（戦略的基盤技術
高度化支援事業） 

研究成果展開事業
（スーパークラスター
プログラム） 
山口地域サテライトク
ラスター 
「やまぐち高効率パ
ワーデバイス部材イノ
ベーション・クラス
ター」 

「やまぐちグリーン部材クラスター」で取り組んできた成果を活かし、山口大学と企業等が連携して、高効率パ
ワーデバイスの部材となる高品質 GaN 基板の産学公共同研究開発を実施する。 
  実施期間：H２５年度～２９年度 
  研究テーマ：高効率パワーデバイス部材の研究開発 
  代表機関：（地独）山口県産業技術センター 
  研究機関：山口大学 
  参画企業：県内外企業９社 
  連携クラスター：愛知地域コアクラスター、福井地域サテライトクラスター 

新エネルギー利活用プ
ロジェクト 

低炭素社会の実現の為、センターが中心となり以下の事業を実施した。 
①新ネルギー利活用シンポジウム（H23.6.10） 

内容：講演 2題目と事業説明 場所：産業技術センター 参加者 168 名 
②山口型再生可能エネルギー利用システムの設置 

プロポーザル公募により提案を受けたシステムのプロトタイプを業務委託により産業技術センター敷地内に設
置設置し、実証実験を行っている。 

③ 2 回新ネルギー利活用セミナー（H24.3.23） 
内容：講演 2題目 場所：山口グランドホテル 参加者 108 名 

④新エネルギー研究会（H24.6.8、12.12）（H25.7.10） 
24 年度第１回 特別講演 2題目と事業説明 場所：産技センター 参加者 124 名 
24 年度第２回 基調講演 2題目 場所：産技センター 参加者 93 名 
25 年度第１回 特別講演 1題目と事業説明 場所：産技センター 参加者 92 名 

⑤研究開発（４テーマ）の実施 
・山口型再生可能エネルギー利用システムの開発 
・山口型スマートファクトリーモデルの開発 
・小型風力発電システムの試作開発 
・液化水素発電システムの試作開発 

やまぐちブランド技術
研究会 

技術分科会を立ち上げ、企業を募って研究会を開催することで、技術情報の提供や研究会メンバー同士の情報交
換の場を設けた。 
①組込システム技術 ②精密加工技術 ③湿式表面処理技術 ④表面改質技術 
⑤熱流体工学技術  ⑥廃棄物リサイクル技術 ⑦食品加工技術   

（参画：142 企業・機関） 

山口県食品開発推進協

議会 

山口県食品開発推進協議会を通して特産品の開発支援を行った。 

・西京レトルト専門分会会 ・漬物専門分科会 ・食酢専門分科会 ・メンチカツ専門分科会 

【製品化実績】 

「白おくら粕漬、らっきょう醤油漬」：ふく魚醤を活用した漬物 

「はも飯茶漬け」：大型の鱧を利用したレトルト茶漬け 

「かほりのジュレポン」：県産柑橘(せとみ）から抽出したオイルを使用したジェル状のポン酢 

「チキンメンチ｣：県産の「長門ゆずきち、鶏肉、玉ねぎ」にこだわったメンチカツ 
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イ 行政機関、大学や高専、他の支援機関等と

の連携の下、相互の経営資源を補完しあいなが

ら効果的な企業支援を実施する。具体的には次

のような取組を推進する。 

４ 行政機関、大学や高専、他の支援機関等との連携の下で、企業支援の

取組を実施した。 

 

中期計画を十分達成 

（ア）企業のニーズとセンターのシーズがマッ

チングしない場合に、迅速に他機関につなげる

仕組みを構築する。 

 H21 年度に構築したプロジェクトマネージャー1 名、サブマネージャーを 3 名の事業化支援体制を維持・実施しながら、諸機

関との連携を深めることで企業のニーズとセンターのシーズがマッチングしない場合、迅速な対応ができる様に努めている。 

 

また、H22 年から実施している「やまぐち事業化支援・連携コーディネート会議」（参加団体：山口県、やまぐち産業振興財

団、大学、高専、産技センターで 2 回/年の開催）により情報交換を密にすることで、企業ニーズとセンターのシーズがマッチ

しない場合に迅速な対応ができる様に他機関へつなげる。 

 

H24 年度より、山口大学研究推進機構定例連絡会(1 回/週)へ産学公連携室サブマネージャを定期的に参加させ情報交換を行

うことで、企業のニーズとセンターのシーズがマッチングしない場合、迅速に対応できる体制を整えた。 

・ヤマグチ・ベンチャー・フォーラム （8.27、9.12、11.22、2.5）  

・やまぐち事業化支援・連携コーディネート会議及び運営委員会 (6.6、9.6、3.13) 

また、事業化に対する関係支援機関と連携した取組みとして、山口フィナンシャルグループと連携協定を締結し、産学公＋

金融機関の支援体制を構築した。 

 

 H25 年度はヤマグチ・ベンチャー・フォーラム（5.22、8.6、9.27）に出席。5.22 の総会において、「山口県産業技術セン

ターによる技術支援等の紹介」の講演を行った。  

また、やまぐち事業化支援・連携コーディネート会議及び運営委員会 (5.15、6.11、11.26、1.22、3.14)を行った。 

周南新商品創造プラザ、キューブサロンとの共催事業において、「サポイン等の競争的資金獲得に向けての山口県産業技術

センターの取組」について講演を行った。 

 

（イ）大学・高専や支援機関との定期的な情報

交換の場を設ける等の手法により、大学・高専

の技術シーズや研究開発動向、支援機関が有す

るノウハウを把握し、それらの機関と協働して

地場企業を支援する。 

 地域産業の振興及び地域社会の発展に寄与することを目的として、山口大学と包括的連携・協力協定を締結した。（H23 年 5

月 31 日に調印）この協定の一環として、(独)科学技術振興機構の地域産学官共同研究拠点整備事業を活用して、山口県地域の

産学官連携の総合的な取り組みを推進するための「やまぐちイノベーション創出推進拠点」を山口大学と産技センターが共同

で整備し、一体的な活動を実施した。 

 

（ウ）研究員同士の交流の場の設定や研究員の

訪問等により、大企業との技術交流を進め、地

場企業に有用な研究開発動向等を把握し、大企

業のニーズを踏まえたシーズの発掘等の支援に

活用する。 

 やまぐちブランド技術研究会や「やまぐちグリーン部材クラスター」、H23 年度から開始された「 新エネルギー利活用プロ

ジェクト」等の大企業とも連携したプロジェクトや地域で開催される産学官交流会へ積極的に参加した。その中で企業の研究

者との技術交流を積極的に進めることで、地場企業に有用な研究開発動向等の把握に努めた。 

 

■やまぐちブランド技術研究会での取組（関係分） 

・企業研究者を交えた研究会（講演会、セミナー）の開催（1回/年程度） 

・企業研究者を交えた技術分科会の開催（7分科会、各分科会で 2回/年程度） 

・展示会に職員を派遣し、企業研究者との情報交換や情報収集の実施（随時） 

 

■やまぐちグリーン部材クラスターでの取組 

・やまぐちグリーン部材クラスターシリーズ先端講演会（1回/年） 

・やまぐち LED 照明研究会（講演会：1回/年、講習会：1回/年） 
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■新エネルギー利活用プロジェクトでの取組 

・新エネルギー利活用シンポジウム（1回/年） 

・新エネルギー利活用セミナー（2回/年） 

・新エネルギー研究会分科会（3分科会、各分科会で 2回/年程度） 

 

■地域で開催される産学公交流会への参加状況 

・山口県技術交流協会（全県対象、総会 1回/年、各種講演会：随時、企業視察（全県対象、2回/年程度）） 

・岩国異分野交流プラザ（岩国地区、1回/年程度） 

・周南新商品創造プラザ（周南地区、2回/年程度） 

・ものづくり先端技術懇話会（山口地区、1回/年程度） 

・キューブサロン（宇部地区、6回/年程度） 

・やまぐち 6次産業化異業種交流会（山口地区、1回/年程度） 

・ヤマグチ・ベンチャー・フォーラム（下関地区、4回/年程度） 

・6次産業化シンポジウム（山口地区、1回/年程度） 

 

（エ）農林総合技術センター、水産研究セン

ター等の県内公設試験研究機関と連携し、地元

農水産物を活用した特産品開発等、ボーダレス

なニーズにも適切に対応する。 

 農林水産業等他分野にまたがるボーダレスなニーズに適切に対応するため、以下のテーマで山口県農林総合技術センターや

山口県水産研究センターと共同研究を行った。 

 

■山口県農林総合技術センター、山口県水産研究センターとの連携 

項目 研究内容 

特産品の開発 

県の主催する山口県食品開発推進協議会を通して、農林総合研究センターや水産研究センターと

ともに特産品の開発支援を行った。 

・西京レトルト専門分会会 ・漬物専門分科会 ・食酢専門分科会 ・メンチカツ専門分科会 

【製品化実績】 

「白おくら粕漬、らっきょう醤油漬」：ふく魚醤を活用した漬物 

「はも飯茶漬け」：大型の鱧を利用したレトルト茶漬け 

「かほりのジュレポン」：県産柑橘(せとみ）から抽出したオイルを使用したジェル状のポン酢 

「チキンメンチ｣：県産の「長門ゆずきち、鶏肉、玉ねぎ」にこだわったメンチカツ 

共同研究 

文部科学省の「地域イノベーション戦略支援プログラム」の一部分として、LED 等光技術を第一

産業に応用するための技術の開発を目的とし、照明装置の光学設計、光学特性評価及び実証試験を

行っている。 

研究テーマ：LED 等光技術を応用した第一次産業支援技術の開発（H21～H25 年度） 

①LED 光照射による農作物病害防除システム及び生育制御システムの開発（農林総合技術セン

ター） 

②LED 等光技術を用いた新型漁業技術の開発（山口県水産研究センター） 
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■県内公設試験研究機関との機器の相互利用 

試験場名 機器名 利用目的等 

農林総合技術センター アミノ酸分析計 

高速溶媒抽出装置 

２軸エクストルーダー 

液体クロマトグラフ質量分析装置 

レーザー回折式粒度分布測定装置 

低真空走査電子顕微鏡 

レトルト殺菌装置 

・農畜水産物及びその加工品の成分分析 

・分析用試料の調製 

・食品の加工実験 

環境保健センター 低真空走査電子顕微鏡 

Ｘ線回折装置 

FT-IR マイクロ ATR システム 

蛍光 X線分析装置（WDXRF） 

蛍光 X線分析装置（EDXRF） 

・苦情異物解析（海岸に漂着した石灰様物質

等） 

・装置の使用方法の習得、異物測定 

・PM2.5 の成分の一つであるケイ素の測定 

・PM2.5 の成分の一つであるケイ素の測定 

 

 

（オ）県外の公設試験研究機関との連携を強化

し、広域的あるいは共通的な課題について、地

域をまたがる共同研究・分担研究を積極的に実

施する。 

 県外の公設試験研究機関と連携を強化し、広域的あるいは共通的な課題について、地域をまたがる共同研究・分担研究を積

極的に実施するよう努めた。 

 

■中国四国地方公設試験研究機関の連携による共同研究と機器の相互利用 

・中国四国公設試験研究機関共同研究 精密加工分野（8機関と産総研中国センター） 

・機器の相互利用協定の締結と実施（中国 5県） 

・中国地域公設試の開放機器検索システムの運用（中国 5県、サーバを産総研中国センターに設置） 

 

■産業技術連携推進会議中国地域部会での研究会活動 

 ・中国地域部会デザイン・木材利用分科会 

 ・中国・四国地域部会合同食品関係合同分科会 

 ・中国・四国地域部会合同環境・エネルギー技術分科会 

 ・中国地域連携推進部会企画部会「環境発電研究会」 

 ・中国地域におけるパワー半導体の現状整理と関連事業の参入可能性調査』委員会 

 ・中国地域部会 機械・金属技術分科会 

 ・中国地域連携推進部会企画分科会 

 ・中国地域連携推進部会企画分科会「炭素繊維複合材料研究会」 

 ・中国四国地方公設試験研究機関共同研究(精密加工分野)推進協議会 
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  ■ 中国地域イノベーション創出共同体形成事業（産総研中国センター、中国地方５県の公設試験研究機関） 

テ ー マ 研 究 内 容 
地域バイオ資源の組成解析技術と機
能性評価手法の高度化 

水産資源（くじら、ふぐ、うに）を原料とした魚醤について、それらに含まれ
るアミノ酸の抽出方法及び分析条件のマニュアル作成を行った。 

電子機器のＥＭＣ特性評価・解析技
術の高度化 

これまで規格による評価方法のなかった通信線の伝導ノイズについて、新規に
制定された規格に準じた計測方法とトランス系部品の簡易な評価手法について
のマニュアル作成を行った。 

プラズマ表面処理 プラズマ表面処理材料の評価・分析技術について、構造評価、形状評価、組成
評価、機械的性質評価の観点からマニュアル作成を行った。 

 
■ 九州・山口公設試連携共同研究 

 テーマ 研究内容 

九
州
知
事
会 

三次元 CAD/CAM および CAE を活用した生産工
程の高度化に関する研究（H22～H27） 
（九州地区 8県、山口） 

各県所有の CAE システムを用いた解析結果の比較や解析事例の収集及び
CAD/CAM システム活用事例の収集や技術シーズのデータベース及びノウハ
ウ集などの構築を行った。 
第 16 回九州連携 CAE 研究会  H24 6.7～8 大分県労働福祉会館） 
第 17 回九州連携 CAE 研究会  H24 10.25～26 沖縄県工業技術センター 
第 18 回九州連携 CAE 研究会  H24 2.14～15 鹿児島大学 
第 19 回九州連携 CAE 研究会 H25 5.31 宮崎県庁 
第 20 回九州連携 CAE 研究会 H25 10.1  熊本県産業技術センター 
第 21 回九州連携 CAE 研究会 H26 2.14 島根県産業技術センター  

地域資源を活用した新規調味料に関する調査
（H21 年度） 

九州山口地域において開発されている魚醤油の品質の把握と販路拡大を
目的として、品質面での特徴の把握（調味料の成分、官能評価）を行
い、各県で情報共有を図った。 

食品機能性分析手法研究会（H22～H24） 
（九州地区 7県、山口） 

食品機能性（食品成分､食品の特徴や特性等含む）に関する、知見及び技
術の充実を図ることを目的とし、共通課題の実施（2 課題）、各地域企業
の食品機能性や特性に関連するニーズ調査を行った。 
第 1回食品機能性分析手法研究会（佐賀県工業技術センター 8.1～2） 
第 2 回食品機能性分析手法研究会(熊本県産業技術センター 2.28、3.1） 

電波暗室の共同測定及び GHz 測定への対応
（H23～H24） （九州地区 3県、山口） 

参加機関の中で 2 機関のサイトのＧＨｚ超標準発信器によるサイト比較
測定を行った。 

ロボット開発関連技術研究会（H24～H26） 

・情報ロボット開発に関する情報共有 
・研究会：鹿児島県工業技術センター （H25  2.6～7） 
・「M2M ビジネスを可能にするオープンソースハードウェアの技術獲得に
関するセミナー」と研究会（熊本県）に参加し、各県で実施したロ
ボット開発に関連する開発環境について意見交換を実施。 

竹繊維を用いた建材の開発（H21） 
竹材の各種資材への利用技術を各県の実情に合わせて検討し、センター
では竹繊維の各種建材への応用を目的として、竹繊維を添加させたジオ
ポリマー固化による軽量・高強度建材の作成技術の検討を行った。 

EMC 研究会（H25～H26） 
現場測定 

参加機関の 4 機関と ADOX 福岡のサイトの GHz 超標準発信器によるサイト
比較測定を行った。 
・福岡県工業技術センター 機械電子研究所（11.6、11.8） 
・ADOX 福岡（11.7） 
・鹿児島県工業技術センター（12.11～13） 
・宮崎県工業技術センター（12.13～14） 
・熊本県産業技術センター（2.20～22） 
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カ）国・県の施策の動向を的確に把握し、行政

の産業振興施策の実施に積極的に協力する。 

 国・県・市・関係機関等のプロジェクトにも積極的な協力を行うために、文部科学省や中国経済産業局が主催する会議や説

明会、県商工労働部との定例連絡会への参加等を通じて、国・県の施策動向の把握に努めた。また、「やまぐちブランド技術

研究会」「やまぐちグリーン部材クラスター」「新エネルギー利活用プロジェクト」等、国・県・市・関係機関等のプロジェ

クトにも積極的な協力を行った。 

 

■国・県等の施策への協力状況（主要なものを抜粋） 
 主 要 な 内 容 

国 国税 ・全国酒造技術指導機関合同会議委員 
・清酒鑑評会の委員 
・酒造年度全国新酒鑑評会予審審査会 

経済産業 ・中国地域産業技術連携推進会議企画分科会の委員 
農林水産 ・近畿中国四国農業試験研究推進会議 作物生産推進部会食品流通問題別研究会 

・6次産業化推進全国キャラバン in 山口 
県 
・ 
市 

環境 ・山口県リサイクル施設等整備費補助金審査会 
・やまぐちエコ市場プロジェクト調査費補助金審査会 
・再生可能エネルギー推進指針策定検討委員会 
・循環型社会形成加速化事業に係る審査会委員 
・山口県再エネアドバイザー派遣事業 

商工労働 ・商工労働部戦略会議メンバー 
・やまぐち中小企業育成協議会の委員 
・経営革新計画、技術革新計画承認審査会の委員 
・高度技術産業参入促進事業推進会議 
・農商工連携ワーキンググループ 
・やまぐち総合ビジネスメッセワーキンググループ 
・産業クラスター形成のための研究テーマ案策定調査委託に係る指名型プロポーザル審査会審
査員 

・山口県地域産業活性化協議会（企業立地促進基本計画）委員 
・山口県学校農業クラブ連盟大会審査員審査員 
・やまぐち産学公連携推進会議 
・やまぐち地域総合支援ファンド連絡会議 
・やまぐちイノベーション推進協議会委員 
・やまぐちグリーン部材クラスター関連製品等の展示 
・山口県産業技術振興奨励賞推薦企業の協力及び理事長賞の授与 
・やまぐち産業人材創造協議会 
・やまぐち LED 応用製品事業化促進業務委託に係る公募型プロポーザル審査会 
・やまぐち産業人材創造協議会委員 
・やまぐち医療関連成長戦略推進協議会指名型プロポーザル審査委員会委員 
・やまぐち次世代産業クラスター構想等指名型プロポーザル審査委員会委員 
・ものづくりフェスタ 2013 講師 

農林水産 ・全国植樹祭シンボルマーク愛称選考委員会 
・やまぐち農産漁村女性起業統一ブランド認定審査会の委員 
・山口海物語認定委員会委員 
・山口県食品開発推進協議会委員 
・山口県水産加工展品評会審査員 
・山口県学校農業クラブ連盟大会審査員 
・山口県 6次産業化促進戦略構想書策定委員会委員 
・食品開発推進協議会委員 

宇部市 ・新事業・新産業創出促進補助金交付審査会の委員 
・メディカルクリエイティブセンター入居審査委員会の委員 
・うべ元気ブランド認証委員会委員 
・宇部市イノベーション大賞認定審査会審査員 
・宇部市中小企業事業化支援施設入居審査委員会審査員 
・宇部市ものづくり高度熟練技能継承者育成支援事業補助金交付審査会審査員 
・宇部市中小企業振興審議会委員 
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・宇部市ものづくりマイスター認定審査会委員 
・宇部市ベンチャー企業成長支援事業及び宇部市障害者向けシステム開発支援事業における審
査会委員 

・宇部市メガソーラー設置運営事業予定者選定委員会委員 
・宇部コンビナート省エネ・温室効果ガス削減研究協議会研修会講師 

その他市町村 ・下関市立地企業懇話会 
・山口県・下関市外資系企業誘致推進委員会委員、幹事 
・岩国市企業誘致等事業者指定審査会審査員 
・下関市新事業創出支援補助金交付審議会委員 
・周南市水素利活用協議会準備会 

関
係
支
援
機
関 

やまぐち産業振興財団 ・省エネ・省資源型産業集積促進助成金選定会議委員 
・山口県産学公連携イノベーション創出推進委員会の委員 
・やまぐち地域中小企業育成事業審査委員会の委員 
・小規模企業者等設備導入資金審査委員会 
・やまぐち事業化支援連携コーディネート会議の幹事 
・首都圏事業化コーディネータ事業委託先選定審査会委員 
・やまぐち元気創業塾開催事業選定委員会委員 
・「元気企業サポート委員会」やまぐち地域総合支援ファンド投資審査会審査員 
・技術開発等審査委員会審査委員 
・事業可能性評価委員会委員 
・地域中小企業外国出願支援事業助成金審査委員会委員 
・戦略的基盤技術高度化支援事業研究開発推進会議委員 
・知財戦略的活用事業助成金審査委員会委員 
・やまぐちビジネスプラン評価プロジェクト事業可能性評価委員 

山口県中小企業団体中
央会 

・ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業審査員 

商工会議所 ・山口県内商工会議所経営指導員等研修会（講師） 
ちゅうごく産業創造セ
ンター 

・地産エネルギーを活用した中小企業工場のｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ構築の可能性調査委員会 
・医療福祉機器事業化検討会 
・研究事業化推進委員会の委員 
・CIIC 地域産業創出等支援調査委員会 
・研究・事業化推進委員会委員 
・中国地域公設試験研究機関功労者表彰選考委員会委員 

大学・高専等教育機関 ・山口大学公開講座カリキュラム検討委員会委員 
・JST 拠点整備運営委員会委員 
・山口大学大学院理工学研究科附属安全環境研究ｾﾝﾀｰ評価委員会委員 
・やまぐちイノベーション創出拠点整備事業運営委員会及びプロジェクト協議会委員 
・山口大学ＵＲＡ企画支援委員会委員 
・宇部工業高等専門学校運営諮問会議 
・ものづくり分野の人材育成・確保事業 事業・企画編成委員会委員 
・宇部工業高等専門学校キャリア支援セミナー講師 
・山口県学校農業クラブ連盟大会審査員 
・アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト 2013 中国大会審査員 

その他 ・(財)やまぎん地域企業助成基金選考委員会の委員 
・山口県広告大賞審査会審査員 
・やまぐち発明くふう展審査会審査員 
・山口県水産加工展の品評会審査員 
・山口県周南シニア人材マッチングバンク（AYSA）委員 
・技能検定検定員 
・山口県情報産業協会理事 
・エコアクション 21 地域事務局やまぐち地域運営委員会委員 
・山口県情報産業協会理事 
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大項目 第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

中項目 １ 運営体制の改善 

 

中 

期 

目 

標 

（１）理事長を中心とする簡素で機動的な運営体制の構築 

自律的、機動的な法人運営を行うため、理事長が、その指導力、統率力を発揮して、迅速な意思決定の下で、業務を的確かつ効率的に遂行するための仕組みを整える。 

また、自主的・主体的な法人運営の実現に向けて、全職員が目標や課題を共有しつつ、一人ひとりが積極的に法人運営に参画し、組織を活性化させる取組を行う。 

（２）戦略的な経営資源の配分 

企業のニーズなど法人を取り巻く環境の変化に対応し、資金、人材の重点的な投入等、経営資源の戦略的な配分を行う仕組みづくりを進める。 

（３）適正で透明性の高い業務運営の確保 

企業の製品開発に関する情報等職務上知り得た秘密事項の管理を徹底するとともに、法令の遵守や職務に対する中立性、公正性を確保するための職員倫理の確立に資する仕組

みづくりを進める。 

また、法人の事業活動が広く周知され、産業界からの要請が法人運営に適切に反映されるよう、法人に関する情報の積極的な提供に努めるとともに、情報公開請求等にも適切

に対応する。 

 

第２－１（１）理事長を中心とする簡素で機動的な運営体制の構築 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 理事長のトップマネジメントの下、自主的

な経営判断に基づき自律運営を行う体制を整備

する。 

４ 理事長のトップマネジメントの下、自主的な経営判断に基づき自律運営を行う体

制を整備することを目的に以下のことを実施した。 

①従来の総務部門、企画部門の一部を統合して、センターの経営を一体的に所管

する経営管理部を設けた。 

②主要な役員、職員等からなる経営委員会と企業支援委員会を新たに設け、理事

長が定期的に招集・開催して、経営面や企業支援サービス面の重要事項の審議

を行うこととした。 

③新エネルギー利活用プロジェクトの実施、産学公＋金融機関の取り組み及び中

国地域の公設試機器整備の管理法人を引き受ける等、国・県の動向に合わせ

て、必要な取組を理事長のトップマネジメントの下、迅速かつ効果的に行っ

た。 

④これらにより、理事長のマネジメントの下で、迅速な経営判断や重要事項の処

理が行えることとなり、自主的・自律的な運営体制を確立した。 

中期計画を十分達成 

イ 迅速な意思決定とそれに基づく機動的な対応

が可能となる業務運営効率の高い組織を構築す

る。 

 

３ 迅速な意思決定とそれに基づく機動的な対応が可能となる業務運営効率の高い組

織を構築するために、以下のことを実施した。 

①従来の部制を廃して、技術分野別に７つのグループを設け、それぞれのグルー

プをグループリーダーが統括する体制を整備した。この体制整備により、各グ

ループが３～５名程度の目配りがきくサイズ（従来は１人の部長が最大１１名

の研究員を統括）になり、各人の研究内容の把握・必要な指導等が行い易く

なったとともに、技術分野毎の編成となったことで、所管がはっきりしてス

ムーズな対応がとれるようになったなどの効果が出ている。 

②また、技術支援の窓口となる「技術相談室」や産学公連携による取組を統括す

る「産学公連携室」を新たに設け、それぞれ専任の職員を配置したことで、技

術相談対応や産学公連携について一元的な対応がとれるようになった。 

中期計画を概ね達成 
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４ 研究開発の意思決定にかかる迅速な対応については、下記のとおりであり目標は

十分達成している。 

 

  ■ 研究開発（受託研究）の意思決定状況（再掲 p21） 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

要請のあった件数 19 11 11 13 18 

２週間以内の意思決定件数 19 11 11 13 18 

達成率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 

  ■ 研究開発（共同研究）の意思決定状況 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

要請のあった件数 9 5 9 9 8 

４週間以内の意思決定件数 9 5 9 9 8 

達成率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

注）競争的資金を得て行うものは除いている。 

 

中期計画を十分達成 

ウ 全職員が法人の目標や抱える課題を共有し

つつ、その達成や解決に向けて一人ひとりの自

発的・積極的な対応が図られるよう、組織内で

の円滑な意識統一を図る場の設定、個々の職員

の成長段階に応じた業務・役割の付与や自発的

な取組が可能となる体制の整備等に努める。 

 

 

３ 全職員が法人の目標や抱える課題の解決に向けて自発的・積極的な対応が図られ

るよう、組織内での円滑な意識統一を図る場の設定や、個々の職員の成長段階に応

じた業務・役割の付与や自発的な取組が可能となる体制の整備等に努めた。 

 

① 全職員が法人の目標や抱える課題を共有し、その達成や解決に向けて協議・

検討する場として「職員全体会議」を設け、実施した。  

② 中堅職員をグループリーダーに任命し、グループのマネジメント（業務の進

行管理、グループ内の予算管理、グループ員の労務管理等）を実践させた。 

また、若年者と役員との「座談会」を開催し、若手職員の声をヒヤリングし、その内容

を経営委員会でも報告し、センター経営に積極的に反映させる取り組みを行った。 

③ 法人の取組の促進に資するアイデアを広く職員から集め、業務運営に活かしていく

ことを目的に職員提案制度を策定し、H23年度より施行した。 

 

■ 職員提案制度の実施状況 

 提案数 実施項目 

H23年度 10 ・照明の LED 化 

・夏季の空調時間の変更 

H24年度 9 ・試験研究機器の整備・管理に関する規程の改定 

・掲示板を利用して info メールや各研究員に配信され 

る有用技術情報の共有化 

H25年度 7 ・研修室における空調機の運用方法 

・入札に係る事務の改善 

・公衆無線 LAN の設置 

・多目的ホール音響機器の改修 

・産業技術センターロゴ入りクリアファイルの作成 

 

 

 

中期計画を概ね達成  

 

【研究開発の意思決定にかかる

標準処理日数(一部再掲)】 

○受託研究の実施の決定 

２週間以内 

（企業以外からの要請によるも

のを除く。） 

○共同研究の実施の決定 

４週間以内 

（企業以外からの資金を得て行うも

のを除く。） 
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第２－１（２）戦略的な経営資源の配分 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 限られた経営資源（ひと、もの、かね）を

有効に活用するため、社会経済状況や企業ニー

ズなどを的確に把握し、それらに適切に対応で

きるよう、戦略的な経営資源の配分を行う。 

４ 戦略的な視点に立って経営資源の配分につなげるための企業ニーズを把握するた

めの手法について検討を行い、次の取組を行った。 

 

・企業ニーズを把握するために以下の３種類の調査を行った。 

   １）開放機器整備に関する企業ニーズ調査 

   ２）共同研究・受託研究に係るアンケート調査 

   ３）技術相談に係るアンケート調査 

 

  ・機器整備に関するアンケート調査では、翌年度に購入する機器の検討に活用、

企業ニーズを十分に反映した。共同研究・受託研究に関しては、支援のフォロ

ーアップの重要性を確認し、合わせて新設機器についてのＰＲの要望に応え、

リーフレットを作成した。 

 

・機器操作の習得に関する要望については、H25年度より予算措置を行い「機器

活用技術研修事業」として3テーマを実施した。 

 

中期計画を十分達成 

 

イ 社会経済状況や企業ニーズなどセンターを

取り巻く情勢に変化が生じた場合には、組織再

編や経営資源の配分の見直しを迅速に行うな

ど、変化に的確に対応する。 

 

 

４ 社会経済状況や企業ニーズの変化への対応については、経営委員会等において定

期的に検討を行い、必要に応じて組織再編や経営資源の配分の見直しにつなげる仕

組みを構築した。 

■H21 年度の取組 

（組織再編）クラスターセンターを新設する組織再編を行い、地域イノベー

ション戦略的支援プログラムに対応した。 

   （経営資源の配分）一定の研究予算を「理事長枠」として確保し、企業ニーズ

の変化に応じた研究開発テーマの新設や追加に迅速に対応する仕

組みを整備した。 

■H22年度の取組 

（組織再編）技術相談室の室長を兼務から専任とし、技術相談業務の体制強化

を図った。 

（経営資源の配分）H21年度整備した「理事長枠」に加え、「企業支援部長枠特

別研究制度」を設け新たな技術課題への対応や、事前実験・調査

を行うことが出来る仕組みを整備した。 

■H23 年度の取組 

（経営資源の配分）緊急性のある課題に対して、企業支援部長枠特別研究制度に

より、年度途中より研究開発を開始できるように予算配分した。 

 ■H24 年度の取組 

（経営資源の配分）緊急性の有る課題に対して、企業支援部長枠特別研究制度に

より、年度途中より研究開発を開始できるように予算配分した。 

■H25 年度の取組 

（経営資源の配分）緊急性の有る課題に対して、企業支援部長枠特別研究制度に

より、年度途中より研究開発を開始できるように予算配分した。 

 

中期計画を十分達成 

第 2-1-（2） 



- 64 - 

 

県・関係機関と連携して行う「新エネルギー利活用プロジェクト」については、

３つの分科会を立ち上げるとともに、目的積立金を積極的に活用することにより、

理事長のトップマネジメントの下で重点的に推進している。 

H24 年度は、①「水素関連製品試作開発」、②「エネルギー監視システム」を

テーマに研究開発事業のプロポーザル公募を行い、実施した。また、エネルギー監

視システムを設置し、データ取得に協力してもらえる企業を募集し実証実験を行う

こととした 

H25 年度は、③「液化水素発電システム試作開発」、④「小型風力発電システム

試作開発」をテーマに研究開発事業のプロポーザル公募を行い、実施した。また、

エネルギー監視システムを設置し、データ収集を行っている。 

 

■プロポーザル公募結果 

①テーマ：水素関連製品試作開発 

試作開発する製品の名称 

可搬式住居とコンバート EV に対応した水素・再生可

能エネルギーシステム 

②テーマ：エネルギー監視システム 

試作開発する製品の名称 

計測機器部、及び gateway部 

IEEE1888 を用いたデータ収集とデータ可視化シス

テムの構築 

  

③テーマ：液化水素発電システム試作開発 

試作開発する製品の名称 

気化器 

バッファータンク 

水素供給システムの構築・制御 

発電システムの構築・制御 

 

④テーマ：小型風力発電システム試作開発 

試作開発する製品の名称 

風車部分 

コントローラ 
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第２－１（３）適正で透明性の高い業務運営の確保 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 業務を通じて知り得た企業の秘密、セン

ターが保有する個人情報等について、その漏

洩が起こらないよう、以下の取組を通じて徹

底する。 

 

（ア）組織的な情報管理体制を構築するととも

に、電子媒体等を通じた漏洩防止策を徹底

する。 

 

 

 

 

 

（イ）センターのセキュリティーポリシーを策

定し、職員に遵守させるとともに、適切な

情報管理を徹底するための職員教育を継続

的に実施する。 

３  情報セキュリティに関する規程とセキュリティーポリシーを策定した。規程の中

で情報管理体制や責任体制、職員の責務等についてそれぞれ明確化し、事務管理シ

ステムを通じて職員に周知した。 

  

 

（ア）H21 年度に策定したセキュリティポリシーに従い、研究データ等のセキュリ

ティ管理に関する実施手順書を制定した。また、全体会議を通じ所内での周知

徹底を図った。情報漏洩防止を徹底するために、メール自動転送機能を停止

し、携帯型記憶媒体の使用については、棚卸しについての実施手順を定め、ウ

ィルスチェックを義務づけた。情報資産管理については、行政情報の所外持ち

出しを原則禁止し、資産管理ソフトを導入し、大容量データの送信監視や、セ

キュリティチェックができる体制を整えた。 

 

（イ）新規採用職員に対しては、必要な情報管理教育を行った他、異動のあった県

職員についてもセンターの情報管理体制について説明を行った。また、情報セ

キュリティー関連の技術革新の状況等を把握するために、技術職員を講習会や

セミナーに参加させた。 

 

（ウ）業務で作成した研究データ等のセキュリティ管理に関する実施手順書に従い

以下のことを実施している。 

①メールの転送機能の強制的な停止 

②携帯型記憶媒体での情報持ち出しルールの徹底 

③持ち込みされる携帯型記憶媒体のウイルスチェック 

 

（エ）WindowsXP のサポート終了にともなう対策について、インターネットに常時

接続が必要な事務用 PC72 台すべてについて WindowsVista または Windows7 へ

の移行を完了した。事務用 PC 以外の PC については WindowsXP 以前の OS で稼

働しているものについてはネットワークの接続を禁止する措置をとった。 

 

中期計画を概ね達成 

 

 

   

研修・講演名 場 所 日程・人数 

情報公開制度及び個人情報保護制度実務研修会 山口県庁 H23.8.19 1 名 

急増する標的型サイバー攻撃への対策セミナー 日商エレクトロニクス中国支店 H24.1.19 1 名 

情報セキュリティ対策中小企業向け指導者育成

セミナー 
下関商工会議所第 2研修室 H24.1.27 1 名 
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イ  法令遵守、職員倫理の確保に資する仕組み

を整備（公益通報窓口の設置、公益通報者保

護規程や倫理規程の制定等）するとともに、

コンプライアンスの確保を徹底するための職

員教育を継続的に実施する。 

 

３ 法令遵守、職員倫理の確保に資する仕組みを整備や、コンプライアンスの確保を

徹底するために、職員教育を継続的に実施した。 

・公益通報者保護規程、職員倫理規程の制定した。 

・事務管理システムによる職員に周知した。 

・コンプライアンス意識・倫理意識の徹底を図るための職員教育については、職

員倫理をテーマに全体会議を開催した。 

・研究経費の適正管理や綱紀粛正については、職員全体会議や合同会議（経営委

員会と企業支援委員会を合同で開催するもの）において、周知徹底を図った。 

・新規採用職員に対し、県の新規採用職員研修をとおして職員教育を実施した。 

 

中期計画を概ね達成 

ウ 公正な業務運営と県民からの信頼の確保の

観点から、センターの事業内容や運営状況等に

ついて、ホームページ等において積極的に公開

する。 

３ 法人の事業内容については、センター内ラボプロムナードでの情報公開コーナー

の設置やホームページによる情報公開について、積極的な情報発信に努めた。情報公開

が義務づけられている中期計画・年度計画や各種規定類を閲覧可能にし、技術支援・研

究開発の成果については、トップページに 画像を特出しで分かりやすく表示した。 

また、 ホームページのリニューアルに伴い、新しい管理システム（Ruby）を導入し、更新

の迅速化を図った。また、開放機器、依頼試験のシステムと連動させ、情報の更新をタイム

リーに出来る体制を整備した。 

また、ホームページが 4 年を経過したため、さらに情報発信力を高める目的で、

リニューアル作業を開始した。 

 

中期計画を概ね達成 

エ 情報公開請求、個人情報開示請求等に対し

ては、山口県条例、規則に基づいて適切に対応

する。 

３  法人の情報公開規程、個人情報保護規程を整備した。 

H21 年度から H25 年度までの間、H25 年度に１件の公文書開示請求があり、それ

に対応した。 

 

中期計画を概ね達成 
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大項目 第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

中項目 ２ 人材育成、人事管理 

 

中
期
目
標 

(1) 研修を通じた戦略的な人材育成 

企業に対する支援又は新たな研究開発の実施に必要な技術力及び知識の向上を図るため、職員の能力開発に資する研修等の取組を戦略的に実施する。 

(2) 職員の意欲、能力の伸長を図る評価制度の構築と運用 

職員の意欲の喚起と能力の向上を図るため、客観的な評価基準に基づく業績評価制度を設け、その評価結果を処遇や人員配置に適切に反映する仕組みを構築する。 

 

第２－２（１）研修を通じた戦略的な人材育成 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア ひとづくり財団等の研修機関や内部での研

修機会を通じて、職員の資質向上に向けた研修

を体系的・計画的に実施する。 

 

３   職員の資質向上を図るため、以下の研修を実施した。（技術系の研修について

は次項を参照） 

 

 

■ひとづくり財団が行った研修の受講 
 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

職位に求められ

る能力開発研修 

4課程 

9名 

5課程 

14名 

5 課程 

11 名 

4 課程 

8 名 

6 課程 

13 名 

テーマ別の能力

向上研修 
2課程 3名 4課程 4名 － 

1課程 

1名 

1課程 

1名 

 ※ただし、新人職員研修は除く。 

 

■山口県が行った研修の受講 
 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

会計、契約事務

の研修会 

2課程 

9名 
－ － － － 

 

■法人内部での研修の実施 
 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

所内システム、 

ISOの研修 
3課程30名 3課程10名 1課程9名 1課程7名 １課程1名 

経営戦略とマー

ケティング研修 
－ － － － 1課程38名 

 

中期計画を概ね達成 
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イ 外部機関等（大学、研究機関、企業）を活

用して、技術の進歩や企業ニーズの多様化等に

対応できる人材の育成に努める。 

４ 技術の進歩や企業ニーズの多様化等に的確に対応で きるよう、外部機関（大

学、研究機関）を活用して職員の能力開発を図った。 

 

■技術系研修会、セミナー、大会等への参加状況 

 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

参加した研修会等の数 120回 138回 41回 102件 156件 

延べ参加者数 137名 165名 50名 108名 175名 
 

中期計画を十分達成 

  H23 年度は、(独)産業技術総合研究所中部センターに技術職員を派遣し、職員の能

力を高める取り組みを実施した。 

 

 

■国等の機関での技術職員の研修 

事業名 研修テーマ 期間等 

平成 23 年度地域産業活性化支援

事業（産総研中部センター） 

ヒートアイランド対策に向けた保水性セラ

ミックスの物性評価 

1 名 

8.21～9.21 

10.16～11.16 

独立行政法人酒類総合研究所 
清酒製造技術講習会 

清酒官能評価セミナー 

H24 年度 1回 

年 1回 

中小企業大学校 中小企業支援

担当者等研修（東京校） 

公設試験研究機関研究職員研修（座学） 年 1回 

公設試験研究機関研究職員研修 

（現場実習） 
年 1回 

中小企業総合研究機構 地域産

業支援事業  

平成 24 年度「中小企業活性化担当者研

修」 
H24.10.11 

ＮＭＩＪ分析技術向上支援プロ

グラム 

玄米技能試験 

－第 5回：玄米中無機元素分析－ 
H25.2.19 

 

 

ウ 若手研究者の育成に向けて、センター内部

で一定の予算を確保し、特別研究等の取組を実

施する。 

４ 若手の研究者が、その主体的な取組によって自らの能力伸長が図れるよう、

テーマを自由に設定して取り組める特別研究制度を設けて、研究を実施した。 

その結果、若手研究員が自主的に設定した研究テーマから得られた成果が商品

化につながった。 

中期計画を十分達成 
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■若手研究者による取組（H21～-H25 年度実績） 

テ ー マ 

（参加人数） 

 

目 的 ・ 研 究 成 果 

「やわらかロボットプロ

ジェクト」 

 

～環境適応性を備えたロ

ボットの研究開発～ 

 

（若手研究員５名） 

【概要】 

  本研究では、ロボット開発で得られた要素技術について、柔軟性を特徴とする福祉介護機器

の研究開発や、周囲環境の変化に柔軟に対応できる安全性を高めたロボット技術に関する研究

開発などへ展開することを目指す。 

【成果】 

・筐体の大型化、サーボモータの強化などを行って、歩行性能を向上させた四足歩行ロボット

を試作しました。 

・二関節筋モデルを擬似的に再現するサーボモータ制御手法や、一本の脚モデルを駆動させる

二関節筋を考慮したリンク機構の検討を行った。 

・周囲環境の変化に柔軟に対応する制御手法を検討し、シミュレーションモデルを作成した。 

・四足歩行ロボットの構造を再検討し、CFRPフレームによる軽量化などを行った。 

・自律制御に必要なセンサー類をRMミドルウェアで連携し、自律歩行制御を行った。 

伝統・地場産業を対象に

した商品企画手法の研究 

【概要】 

商品の企画段階から情報発信まで一般の生活者に参加してもらい、生活者ニーズを捉えなが

ら商品開発をする手法を具体的事例に照らし合わせながら、①商品試作・改良②試作品の展示

・販売、及びアンケート調査③アンケート結果の分析④ネーミング・パッケージ当のツールの

開発⑤情報発信の項目に分けて検討する。 

【成果】 

大理石・オニックス組合との共同研究「大理石商品の企画・デザイン・設計・評価」を①～

⑤の項目を順次行った。この一連の研究開発で製品化された成果品16点は、「道の駅みとう」

で商品展示販売が行われた。 

【概要】 

商品の企画段階から情報発信まで一般の生活者に参加してもらい、生活者ニーズを捉えなが

ら商品開発をする手法を具体的事例に照らし合わせながら、①商品試作・改良②試作品の展示

・販売、及びアンケート調査③アンケート結果の分析④ネーミング・パッケージ当のツールの

開発⑤情報発信の項目に分けて検討する。 

【成果】 

大内塗と萩焼を組み合わせた「山口陶漆器」が、事業化を達成した。この取組が中小機構に

取り上げられ、H25年10月16日地域産業資源活用事業計画の認定を受けた。 
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第２－２（２）職員の意欲、能力の伸長を図る評価制度の構築と運用 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 職員の意欲、能力の伸長を図るため、客観

的な基準に基づく業績評価制度を構築し、その

結果を具体的な処遇や人員配置へ適切に反映さ

せるシステムを整備する。 

 

３ 職員（県からの派遣職員と臨時職員を除く。以下この項において同じ。）の意

欲、能力の伸長を図るため、県の制度に準じた能力評価制度と業績評価制度を構

築した。 

職員の能力評価については、事前に経営管理部長、企業支援部長が各職員と面

談し、能力の伸長に向けたアドバイス等を行って、能力評価の結果を職員に開示

した。実績評価については、その結果を処遇（勤勉手当）へ反映させた。 

  また、これらの評価結果は、当該年度における昇格等の判断材料にも活用して

いる。 

 

中期計画を概ね達成 

イ コーディネータについて、毎年度、その活

動実績を評価し、その結果を次年度の処遇へ反

映させるシステムを整備する。 

 

 

 

３ コーディネータの活動実績の評価については、まず、数値化が可能な項目（競

争的資金の提案書作成(支援) 実績、企業への訪問件数）について、目標設定を行

い、その進捗を把握し、次年度の契約更新適否の判断材料の１つとして活用し

た。 

しかし、評価項目や基準の確立までには至らなかったため、H22 年度において

は、基準の確立とその基準に基づく評価の試行を行い。コーディネータの活動実

績の評価についての、評価項目、評価者、評価方法等を内容とする、評価に関す

る要綱を制定した。H23 年度、H24 年度においては当該制度の本格実施に向けて、

試行を行った。 

H25 年度から以下の方法により本格施行し、産学公連携室１名、イノベーション

推進チーム２名、クラスターセンター５名の計８名のコーディネータの活動実績

評価を実施した。 

＜方法＞作成帳票：目標管理・評価シート 

    評価方法：自己評価、1次評価、2次評価 

     （1 次評価者と 2次評価者は別々に評価） 

 

 

中期計画を概ね達成 
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大項目 第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

中項目 ３ 業務運営の合理化・効率化 

 

中
期
目
標 

業務運営に当たっては、企業のニーズや社会情勢の変化を踏まえて常に見直しを行い、企業のニーズ等に的確に対応した事務改善を進める。 

また、合理化、効率化の観点から、業務内容及び運営方法を随時見直し、合理的かつ効率的な業務運営体制を確立する｡ 

 

第２－３ 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

ア 企業ニーズの把握に努め、そのニーズを反

映したサービス向上に資する事務改善等（手続

きの簡素化、権限委譲による事務処理のスピー

ドアップ等）を迅速かつ積極的に実施する。 

 

３ 利用者のニーズを把握し、サービス向上に資する事務改善等に反映させていく

取組については、経営管理部と技術相談室でチームを編成し、必要に応じて協議 

を行うことで、ニーズに応じた運用改善につなげた。 

 

  ①H21 年度に実施した改善 

 ・請求書の発行方式の改善 

  希望がある企業、大学について部門別、教員別に請求書を発行することとし

た。 

 ・見積書の発行 

  開放機器や依頼試験について、従来は、条例に定められていたため見積書の

発行はしていなかったが、希望に応じて見積書を発行することとした。 

 ・依頼試験の副本交付にかかる押印省略 

  依頼試験の副本交付には押印を徴していたが、押印を省略することとした。 

・多目的ホールと研修室の貸し出し方式の変更 

  従来は、１日又は半日単位の貸出しとしていたが、利用実態を勘案して検討

を行い、時間単位での貸出しへの運用変更につなげた。 

 

②H22年度に実施した改善 

 ・開放機器や依頼試験の運用を効率的にできるよう、予約システムの入力後の

修正方法の改善や集計項目の追加した。 

 ・依頼者へのスピーディな報告を行うため、報告書の最終決裁者を技術相談室

長までとした。 

 ・依頼試験申請後でも申請の修正・取り消しができるシステムとした。このこ

とに伴い、現金による手数料支払いの規則を変更し、現金での手数料の支払

いは試験完了日までに支払うこととした。 

 ・依頼試験を実施した行為を証明することができるように、規則に追加した。 

  ・過去に購入した研究機器の中で企業から利用の要望があった機器について、

新たに8機種を開放機器として登録した。 

   ・開放機器に登録されていない貸し出し可能な小型機器について、貸し出しが

できるように「小型機器（貸出用）」を項目として追加した。 

中期計画を概ね達成 
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   ・効率的な依頼試験業務が行えるように、依頼試験項目の見直しを行った。 

 

 ③H23 年度に実施した改善 

・予約システムの入出力フォーマットの改善 

・報告書の最終決裁者の変更（技術相談室長決裁） 

・依頼試験の申請の修正の許可 

・現金による支払い期日を報告完了日に設定 

・証明行為の項目に実施証明行為の追加 

・過去に購入した研究機器の中で企業から利用の要望があった機器について、

新たに 5機種を開放機器として登録した。 

 

また、開放機器リストを随時更新するとともに、新規に購入した機器をできる

だけ早く企業に開放するよう努めた。 

 

 ④H24 年度に実施した改善 

・開放機器/依頼試験/会議室予約システムの項目追加と入出力フォーマットの

改善 

・報告書の最終決裁者の変更（技術相談室長決裁） 

・依頼試験の申請の修正の許可 

・現金による支払い期日を報告完了日に設定 

・証明行為の項目に実施証明行為の追加 

・過去に登録している機器の中で、企業からの持ち出し使用の要望がある機器

１機種を持ち出し可能とした 

 

⑤H25 年度に実施した改善 

・依頼試験の供試品の返却費用について、条件を満たせば試験手数料と併せて

請求できるよう内規を整備した。 

・開放機器/依頼試験/会議室予約システムの改修を行い、事務処理の改善を

行った。 

・企業への機器アンケート調査により、要望のあった項目については、その対

応策を 24 年度より継続して検討し、事務改善に活用した。 
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イ 民間検査機関等との連携を強化し、適切な

役割分担を行うことで、企業の利便性を維持し

つつ、業務運営の効率化を図る。 

４ 民間検査機関等との連携を強化し、適切な役割分担については、企業の利便性

を維持しつつ、業務運営の効率化を図った。 

 

①民間検査機関（県内計量証明事業所）を訪問し、提供可能なサービスを把握

するとともに、センターで提供可能なサービスについての紹介を行った。ま

た、他の民間検査機関と同様に情報ステーションで訪問した民間検査機関の情

報提供を行った。現在、県内 19 社、県外 6 社の計 25 社の民間検査機関の情報

を情報ステーションにて情報提供し、技術相談の対応においても活用してい

る。 

 

②放射線量測定に関する連携 

H23.3.11 に起こった東日本大震災の影響による「放射線測定」のニーズに対

して、放射線量を測定できる民間機関を調査し、連携を取って対応できるよう

要請した。 

 

中期計画を十分達成 

 

ウ 効率化・合理化の観点から業務内容や運営

方法について随時見直し（長期継続契約の適用

拡大、定型的な業務等についてアウトソーシン

グの可能性を検討する等）を行い、経営資源の

最大限有効活用を目指す。 

３ 合理化・効率化の観点から、下記のとおり長期継続契約等を行った。 

 これによる節減額は、下記のとおり。 

 

■長期継続契約の状況 

 年間節減額（千円）   

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

施 設 設 備 等        

の 管 理 運 営        
180 494 494 494 494 

機器保守管理 128 128 128 128 128 

計 308 622 622 622 622 

注）年間節減額は、H20年度契約額との比較。 

   

また、特許権の維持については、従前は１年毎の更新としていたが、実施契約

中でその継続が見込めるもの（共有特許については、共有者の同意が得られるも

の）等について３年更新への切り替えを行うとともに、新規登録時にも極力3年で

登録することとして、特許事務所手数料の節減を図った。 

 

さらに、月刊図書のうち長期購読申込により割引が受けられるものについて

は、その積極的な利用を図り、経費の削減を図った。 

 

 

 

中期計画を概ね達成 
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大項目 第３ 財務内容の改善に関する事項 

中項目 １ 外部資金、その他の自己収入の確保 

 

中期 

目標 
企業や大学等との連携の下で、積極的に競争的資金等の獲得に努めるほか、機器の開放、知的財産権の使用許諾等により、運営費交付金以外の収入の確保に努める。 

 

第３－１ 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

（１）研究開発に活用できる外部の競争的資金につ

いて積極的に情報収集を行うとともに、産学公連

携・産産連携や他公設試との連携を促進し、企業支

援に資する外部資金を積極的に獲得する。 

 

４ 産学公連携室において、研究開発に活用できる外部の競争的資金について、これ

まで利用・応募実績のない制度も含めて情報収集を行い、収集した情報を職員間で

回覧する等により情報共有を図った。 

 

■情報収集を行い、情報共有を図った制度数   ９９件 

 

地域イノベーション戦略的支援プログラム、やまぐちブランド技術研究会等の取組

を通じて、地域の産学公連携や産産連携に努めるとともに、中国地域イノベーション

創出共同体形成事業、九州山口公設試連携共同研究事業を通じて他公設試との連

携を図った。 

 

中期計画を十分達成 

■産学公連携等の取組 

区    分 内  容 

 

地域イノベーション戦略的支援プログラム 

 大学、企業、センターで連携し、廃シリコンの減量・再生プロセスの

開発、高効率なLED用部材とLED応用製品の開発、ナノ粒子応用グリーン

部材の開発に関する研究開発の取組を実施 

 

 やまぐちブランド技術研究会 

 県、市町、大学、高専、支援機関、経済団体、企業、センターで連携

し、ものづくり基盤技術の高度化・ブランド化に向けた研究会活動等の

取組を実施 

 

 中国地域イノベーション創出共同体形成事業 

 (財)ちゅうごく産業創造センター、産業技術総合研究所、中国５県・

広島市の公設試験研究機関、中国地方の産業振興財 団、大学・高専等

で連携し、研究開発資源情報の共有化、試験・評価・分析手法の高度化

・マニュアル化等の取組を実施 

九州山口公設試連携共同研究事業 

九州・山口地区の公設試験研究機関で連 携し、ものづくり技術、地域

資源活用、環境・エネルギー、食品・バイオの各分野での共同研究や人

的交流（職員の派遣研修等）等の取組を実施 

地域産学官共同研究拠点整備事業 

県内企業の研究開発を支援するための研究拠点を山口大学と産業技術セ

ンターに設置し、各施設に機器整備を実施、産学公共同研究の実施にあ

たり、山口県産業技術センターから委託を受けた大学や企業が利用する

場合に使用料を免除する制度を整備 
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提案公募型研究開発支援事業（国補） 
ものづくり技術に対して国の委託事業として、企業の研究開発を支援す

る事業に応募し、実施 

新エネルギー利活用プロジェクト 
低炭素社会の実現の為、当センターが中心となり研究会、プロポーザル

公募、研究開発などを実施 

研究成果展開事業（スーパークラスタープロ

グラム） 

山口地域サテライトクラスター 

「やまぐち高効率パワーデバイス部材イノベ

ーション・クラスター」 

「やまぐちグリーン部材クラスター」で取り組んできた成果を活かし、

山口大学と企業等が連携して、高効率パワーデバイスの部材となる高品

質GaN基板の産学公共同研究開発を実施 

 

■外部からの研究資金（管理法人経費を含む。）の獲得状況 

区  分 
獲得金額（千円） 

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

競 
争 
的 
資 
金 

戦略的基盤技術高度化支援
事業（経済産業省） 

1,406 44,011 78,181 15,713 60,428 

消防防災科学技術推進制度
（消防庁） 

2,730 2,340 － － 
 

地域イノベーション創出総
合支援事業・重点地域 
 研究開発推進プログラム
（(独)科学技術振興機構） 

1,000 1,000 － － 

 

地域イノベーション創出
研究開発事業 

－ 348 7 － 
 

研究成果最適展開支援事
業(独)科学技術振興機構 

1,300 1,300 － － 
 

戦略的情報通信研究開発
推進制度(SCOPE)(総務省) 

－ － 1,134 956 
 

地域イノベーション戦略支
援プログラム            
（＊国費の当法人分のみ） 
 （大学への再委託分、地
域資金を含む全体） 

36,469 
（391,856） 
国360,671 
＋地域資金 
31,185） 

36,469 
(335,876) 
国332,000 
＋地域資金

3,876 

     35,017  
（323,791） 
国 320,000 
＋地域資金

3,791 

46,646 
(353,993) 
国 351,000 
＋地域資金 

2,993 

63,193 
(259,600) 
国 257,000 
＋地域資金 

2,600 
地域新産業創出基盤強化事
業（経済産業省） 

－ － － － 149,252 

研究成果展開事業 － － － － 6,138 
 次世代産業クラスター形成

事業（山口県） 
－ － － － 56,612 

 廃棄物３Ｒ事業化検討業務
（山口県） 

－ － － － 5,000 

企業からの資金  650 340 810 316 161 
計 

(再委託分、地域資金を含む全体) 

43,555 
(398,942) 

85,808 
(385,215) 

115,149 
(403,923) 

63,631 
(370,978) 

340,784 
(537,191) 

総額 648,927 千円（再委託分・地域資金分を含む全体 2,096,249 千円） 
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 ５ 提案公募型事業や企業から資金を得て行った研究（共同研究）は５１件あ

り、目標を十二分に達成している。 

 

 

  （再掲 ｐ.39） 

中期計画を十二分に達成 

達成率 145.7％ 
 

（２）機器開放、依頼試験、受託研究等各種サ

ービスの提供に当たっては、受益者負担を適正

な水準としつつ、適切に収入を確保する。 

３ 開放機器の使用料、依頼試験の手数料については、地方独立行政法人化に際

して、原価計算を再度行い、現時点での適正な水準への見直しを行った。また

H22年度以降は新規導入機器について、原価計算を行い、現時点での適正な水

準での使用料金設定とした。 

 

受託研究については研究の実施に要する人件費に相当する「技術料」を新た

に設定し、利用者に適正な受益者負担をお願いすることとした。 

 

受託研究での技術料は、県内企業は1/2の料金と定めていたが、県内中小企

業の支援を強化を目的に、企業負担のさらなる軽減を図るため、新たに県内の

中小企業に対して1/4の料金を設定した。 

 

東日本大震災により地域の公設試が打撃を受けたことに鑑み、公設試が連携

して震災地域の企業による開放機器利用に関しては県内企業と同一料金とする

ことに同調し、対応した。 

 

 

■受託研究での技術料収入 

                （千円）          

H21 H22 H23 H24 H25 累計 

1,958 839 652 739 1,344 5,532 
 

中期計画を概ね達成   

（３）センターが所有する知的財産権の使用許

諾を進め、自己収入の確保に努める。 

３ センターが所有する知的財産権の普及を図りつつ、 その利用による自己収

入の確保に努めるため、場合別 （法人単独・共同の別、出願中・公開中及び

特許化の 別、県内企業・県外企業の別）に応じた普及方針、実施許諾の取扱

いについて定める「知的財産権の使用許 諾に関する取扱方針」を策定し、こ

の取扱方針に基づいて、所有する知的財産権の利用促進を図った。 
 
■ 実施許諾の状況 
 

H21年度：新規２件 
  H22年度：新規２件 

H23年度：新規３件 
H24年度：新規３件 
H25年度：新規２件 

 

中期計画を概ね達成   
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■ 知的財産権活用の取組    

下記のものに情報の掲載を行い、センターが所有する知的財産権の普及を図

った。 

 

  【冊子】 

   ・使ってみたい特許の本 （(財)やまぐち産業振興財団） 

   ・開放特許活用事例集  （(独)工業所有権情報・研修館） 

 

  【ホームページ】 

   ・センターのホームページ 

   ・特許流通データベース （(財)日本特許情報機構） 

    

また、利用可能と考えられる企業に対しては、企業訪問や技術相談を通じて

知的財産権（成果事例）のＰＲを行った。 

 

 
 

 

第 3-1 



- 78 - 

 

 

大項目 第３ 財務内容の改善に関する事項 

中項目 ２ 財政運営の効率化 

 

中期

目標 
県民に提供するサービスの質の維持向上に配慮しながら、組織運営の効率化、予算の弾力的かつ効率的な執行、契約方法の改善などにより、経費の抑制を図る。 

 

第３－２ 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

（１）独立行政法人のメリットを活かして予算執

行の弾力化を図り、年度途中に発生した緊急課題

や情勢の変化への対応等が適切に行える仕組みを

確立する。 

３ 経営委員会のメンバーによるチェックを行った上で、必要に応じて予算配

分の変更を行う仕組みを確立した。 

運用面では、上記の仕組みを活用し、受託研究や共同研究の随時追加、業

務の進捗に応じた予算の増減を行った。 

 

 

中期計画を概ね達成 

（２）契約期間の複数年化や物品調達方法の工夫

等の運用改善により、予算執行の効率化と経費の

削減を図る。 

３ 経費の削減と中期目標期間を通じての事務工数の削減を図る観点から次の

取組を継続して行った。 

 

 

■業務委託契約の複数年化 

   （再掲 p.73） 

 

 ■特許権更新の複数年化 

   （再掲 p.73） 

 

上記のほか、次の取組を実施した。 

 

・研究用物品の購入に際しては、事務職員だけでなく、役員、職員の研究

職が、その必要性やセンター内での代替品確保の可能性等の観点からチ

ェックを行う仕組みを導入し、経費の適正執行に努めた。 

・納期に余裕がある消耗品の発注については、研究員ごとの発注を止め、

まとめて発注することで、連絡経費等の経費削減を図った。 

・電話契約の見直しを行い、経費の節減を図った。 

  ・月刊図書の長期購読申込 

   （再掲 p.73） 

 

単年度で契約している業務のうち、合理化・効率化が図られるものについ

ては複数年契約に移行するよう努めた。 

中期計画を概ね達成 
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  ■ 複数年契約による経費節減効果の推移       (単位：円) 
  

H21年度 
 

H22年度 
 

差 引 
 

庁舎清掃業務 
 
    3,643,500 

 
   3,244,500 

 
    △399,000 

 
設備運転監視業務 

 
  14,490,000 

 
  14,395,500 

 
     △95,500 

 

H23 年度以降については、新たに複数年契約を行うものは無かった。 

 

 ３  

 経費削減の状況は下記のとおり。 

 

■経費削減状況 

中期計画を概ね達成 

   

 H21 年度 

(最終予算) 

H22 年度 

(最終予算) 

H23 年度 

(最終予算) 

H24 年度 

(最終予算) 

H25 年度 

（最終年度） 
削減率 

運営費 

(一般財源) 
187,395 184,402   182,419    180,437  178,453 ▲1.10% 

。 

 

 

 

【経費削減】 

交付金の対象となる運営費

（人件費を除く。）を年１％削減 
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大項目 第４ その他業務運営に関する重要事項 

中項目 １ 施設設備の適切な管理 

 

中
期
目
標 

県民に提供するサービスの質の向上の視点に立って、施設設備の有効かつ効率的な活用及び適切な維持管理を行うとともに、設備及び機器の計画的な整備に努める。 

また、法人の活動への県民の理解の促進の観点から、業務に支障のない範囲で、施設の地域開放を行う。 

 

第４－１ 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

安定的なサービスの提供の基盤となる施設、

設備、機器が良好な状況に保たれるよう、その

適切な維持管理に努めるとともに、施設等の利

活用状況について適時把握を行い、効率的・効

果的な利活用が図られるよう、定期的に、運用

方法の改善や有効活用策等の検討を行う。 

４ 機器の保守業務については、保守計画一覧表を作成し、必要に応じて予算配

分をすることで、安全性や業務の信頼性の確保に努めた。 

また、修繕についてもその利用状況を勘案し、修繕の必要性が高いと判断さ

れるものについては優先的な予算執行を認めるなど、施設、設備、機器が良好

な状態に保たれるよう配意した。 

 

■経営資源の有効活用 

目的積立金のうち H22 年度剰余金相当額（約 4 千万円）を活用し、H24～

H25 年度にかけて、利用頻度の高い機器の更新や修繕を行うとともに、今後

の研究開発に必要な機器を設備した。 

 

H24 年度目的積立金を活用した機器整備状況 

新規 無線機器開発支援システム 更新 高速液体クロマトグラフ 

新規 粉砕ジャー 更新 
高速度ビデオカメラ（PC 更

新） 

新規 AC/DC 電流プローブ 修繕 電気化学測定システム 

新規 真空成膜用電源（高出力） 修繕 低真空走査電子顕微鏡 

新規 
ワイゼンベルグ混練押出し

機 
修繕 超微小押し込み硬さ試験機 

更新 データロガー（PC 更新）   

H25 年度目的積立金を活用した機器整備状況 

新規 ロックウェル硬度試験機 更新 試料自動埋込機 

新規 
FT-IR マイクロ ATR システム

追加データベース 
更新 

フィールドエミッション走査

電子顕微鏡 

新規 リークディテクター   

 

 

 

 

 

中期計画を十分達成 
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■新たな自己収入確保の取り組み 

 

・自動販売機設置事業者の公募 

自動販売機の設置を公募制とし、売上手数料を得ることで、新たな自己収入

の確保を行った。 

 

・不要物品の売り払い 

 センター内の不要物品を一括整理し、売り払いを行うことで、機器設置ス

ペースの確保するとともに手数料収入を得た。 
 

 

 また、業務の確実な実施とセンターの機能向

上を図る観点から、施設、設備、機器の必要性

や老朽度等を精査し、それらの整備、改修を計

画的に実施する。 

 

 施設については、雨漏りや精密機器用の空調機器の修繕等、緊急を要するも

のを優先的に、随時補修を行っている。 

 

 

また、下記の施設設備について、更新した。 

 

・中央監視システム 10,815 千円（機器老朽化による） 

 

 

機器については、既存機器の老朽度の把握を行うとともに、今後の研究開発

での必要性の精査と企業へのアンケート調査の結果を踏まえて、新たな機器の

必要等について検討を行い、中期目標期間中の大まかな整備計画を策定した。

また、H22 年度以降は必要に応じて、整備計画の修正を継続して行った。 
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さらに、産業技術やセンターの業務への理解

を促進する見地から、施設開放・施設見学等の

取組を実施する。 

 一般県民に対する科学技術に対する興味の喚起、理解の促進を目的として、

所内公開（科学技術教室）を行った。 

 

■夏休みの所内公開（科学教室を含む） 

  H21 年度 8.20、21     参加者：80 名 

  H22 年度 8.3、26、27   参加者：203 名 

  H23 年度 8.26、27    参加者：60 名 

  H24 年度  8.24          参加者：40 名 

  H25 年度 8.22      参加者：16 名 

     

■イベント等での体験教室 

・長府企業フェスタ 

H24 年 10.6、7 「ろうそくで走るぽんぽん船」 

H25 年 10.5、6 「よく動く熱電船を作ろう」 

・やまぐち総合ビジネスメッセ 

H25 年 10.25、26 「風力発電装置」 

 また、学生や一般からの施設見学についても、要望に応じた対応を行った。 

 

 

  

 

 

 

４  中期計画を十分達成 

達成率：109.1％ 

 

 

（参考）施設利用・見学の受け入れ状況 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 

施設利用 212 9,011 136 5,484 125 4,341 141 4,363 112 4,140 

施設見学 15 394 42 325 42 869 25 367 29 702 

計 227 9,405 178 5,809 167 5,210 166 4,730 141 4,842 

累 計 227 9,405 405 15,214 572 20,424 738 25,154 879 29,996 
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大項目 第４ その他業務運営に関する重要事項 

中項目 ２ 安全衛生管理 

 

中期

目標 
県民への良好なサービスの提供及び試験研究活動の円滑な実施に資するため、利用者及び職員の安全の確保並びに職員の健康増進に関する取組を進める。 

 

第４－２ 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

利用者が、施設を安全、快適に利用できるよ

う、センター内に安全衛生等に関する委員会を

設置して利用者の安全及び快適な利用環境の確

保に資する方策について検討を行い、必要な対

策を実施する。 

４ センター内に衛生委員会を設置、衛生管理者、作業主任者および産業 

医の選任を行うなど、労働安全衛生法に定められた所要の措置を講じ

た。 

また、職員提案制度を設け、日常業務での安全面や労働状況に対す

る要望や改善提案を受け、検討する仕組みを作った。 

ヒヤリハット事例の収集については事務管理システムに「ヒヤリハッ

ト掲示板」を作成し、職員からの情報をタイムリーに受け取り、共有で

きるようにした。 

また、衛生委員会委員による職場巡視を実施し、職場における職員の

危険や健康障害を防止する対策等を検討した。 

 

利用者等が施設を安全かつ快適に利用できるよう、保守点検業務を予

算化し、外部委託により実施するとともに、日常業務においては、随

時、点検を行った。 

 

中期計画を十分達成 

 

 また、職員が安心して業務に従事できるよ

う、労働安全衛生法等関係法令については、こ

れを遵守するとともに、職員の安全の確保及び

良好な健康の維持に向けて、安全教育や健康教

育等、必要な安全衛生管理活動の取組を進め

る。 

 

 職員の安全の確保及び良好な健康の維持のために、産業医から安全衛

生を進める上での作業管理、作業環境管理、健康管理の重要性について

指導を受けた。 

 

衛生委員会で、産業医から健康維持に資するためのメタボリックシン

ドローム予防、花粉症対策及び産業医による職員の健康カウンセリング

の他、メンタルヘルスに関する研修会を実施した。職員の定期健康診断

の結果について、事務局から報告し、要精密検査者には二次検診の受診

を指示するとともに、産業医による個別面談を実施した。 

職員の安全の確保及び良好な健康の維持のために、時間外労働時間の

低減に努めるとともに、産業医から安全衛生を進める上での作業管理、

作業環境管理、健康管理の重要性について指導を受けた。 

 

■第一種衛生管理者の養成 

 H24 年度には、労働安全衛生の観点から、第一種衛生管理者の資格取

得を目指して、研修会に研究員を１名参加させ、資格を取得させた。 
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大項目 第４ その他業務運営に関する重要事項 

中項目 ３ 環境負荷の低減 

 

中期 

目標 
業務運営に伴う環境負荷を低減するための取組を適切に実施する。 

 

第４－３ 

中期計画 評定 中期計画の達成状況等の具体的説明 評定の理由、長所及び問題点等 

（１）機器、設備の購入や更新に際しては、省エネル

ギーに配慮する。 

 

 

３ 環境負荷の低減に向けた環境マネジメントシステム ISO14001 を自己

宣言とし、継続して実施している。 

 

H21 年度から H25 年度における機器購入では省エネ性を評価するよう

な機器は無かった。設備については、公用車の更新に当たり、ハイブリ

ッド車１台、低燃費小型車１台を導入した 

電力については、初年度に対し5か年で19％の増加となっている。こ

れは主に超精密測定室の空調の改修にともなう電力消費量の増加や、使

用電力量は大きく変わっていないが、単価が上がったことに起因する。 

また、コピー用紙の増加は、展示会等の出展PR資料の増加や地域イノ

ベーション戦略プログラムの中間評価用資料作成、研究会や発表会の開

催が増加したことに起因すると考えられる。 

 
■電力、水道水、ガスの使用状況 

設備機器の新規導入等により、年々増加傾向にあったが、H25 年度は

やや減少に転じた。 
 
省エネルギー・省資源化については、次のことを行った。 

・照明の一部を LED 照明に変更 

・電力、水、用紙の月間使用量の集計と職員への周知 

H24 年度には、エネルギー監視システムを導入し、リアルタイムに電

力使用量を計測し、H25 年度に来庁者に見える化した。（新エネルギー

利活用プロジェクト） 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

コ ピ ー 用 紙

（枚） 

527,500 527,500 591,000 563,750 629,500 

電力（MWH）※ 1,837 1,846 1,986 2,150 2,119 

水道水（ｍ3） 3,970 4,798 4,061 4,028 3,656 

プロパンガス

（ｍ3） 

5,137 5,726 5,768 5,799 6,573 

A 重油（Ｌ） 40 40 20 30 30 

中期計画を概ね達成 
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（２）グリーン購入や物品のリサイクルの取組を推進

する。 

 ① グリーン購入に努めた。 

 

■グリーン購入の実施状況 

 

 グリーン購入率  

H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

用紙類 98.3％ 98.2％ 98.2％ 99.7％ 99.5％ 

文具等 85.3％ 80.9％ 72.4％ 78.5％ 82.9％ 

器具什器 93.2％ 100.0％ 100.0％ 100％ 86.9％ 

作業服等 － － － 99.5％ 99.8％ 

 

注）グリーン購入率は、購入金額で計算している。 

 

リサイクルについては、コピー用紙の裏面利用や封筒の再利用、資源

ゴミの分別等の取組を行った。  

 

（３）廃棄物の適正な処理を行うとともに、その減量

化に努める 

 廃棄物については法令を遵守し、その適正な処理と減量化に努めた。 
 

・規定に基づいた薬品廃液処理 

・分別収集の徹底と不適正な分別への指摘 

・片面コピー用紙の再利用 

・PCB 廃棄物の処理 

 
■ 廃棄物の処理数量の推移 

     (kg) 

 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

廃棄物 5,710 4,431 6,530 4,903 7,541 

特 別 管 理

廃棄物 

940 1,144 625 607 1,059 

総重量 6,650 5,575 7,155 5,510 8,608 
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大項目 第５ 予算（人件費の見積りを含む。）収支計画及び資金計画 

中項目 １ 予算 

 

中期計画及びその実績 特 記 事 項 

（百万円） 

区   分 計  画 A 実  績 B 増 減 B-A 増 減 率 B/A 

収入 

   運営費交付金等 

   自己収入 

     使用料・手数料 

     特許実施料 

     研究費等 

     補助金等収入 

     その他収入 

   前年度からの繰越金 

  目的積立金取崩 

計 

 

３，３０３ 

２，９５１ 

１４０ 

１５ 

２，６３５ 

１５０ 

１１ 

０ 

０ 

６，２５３  

 

３，２１６ 

２，５０１ 

１４３ 

３１ 

２，０９５ 

２２６ 

６ 

３６ 

６０ 

５，８１２ 

 

▲８７ 

▲４５０ 

３ 

１６ 

▲５４０ 

７６ 

▲５ 

３６ 

６０ 

▲４４１ 

 

９７．４％ 

８４．７％ 

１０２．１％ 

２０７．１％ 

７９．５％ 

１５０．６％ 

５０．８％ 

皆増 

皆増 

９３．０％ 

 

支出 

   業務費 

   人件費 

   一般管理費 

   施設費 

計 

 

２，８１３ 

２，４７８ 

６０５ 

３５８ 

６，２５３ 

 

２，４１７ 

２，２４５ 

５４８ 

４２５ 

５，６３５ 

 

▲３９６ 

▲２３３ 

▲５７ 

６７ 

▲６１８ 

 

８５．９％ 

９０．６％ 

９０．６％ 

１１８．８％ 

９０．１％ 

（注）四捨五入の関係で端数が合わないことがある。 

 

【人件費の見積り】 

  中期目標期間中、総額２，４７８百万円を支出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊「研究費等」の減の主たる要因は、外部からの研究費収

入が見込みを下回ったことによるもの。 

 注：「特記事項」欄は、計画と実績との間に大きな差異がある場合に、その主な要因を記載する。
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大項目 第５ 予算（人件費の見積りを含む。）収支計画及び資金計画 

中項目 ２ 収支計画 

 
 

中期計画及びその実績 特 記 事 項 

（百万円） 

区      分 金 額 A 実 績 B 増 減 B-A 増 減 率 B/A 

費用の部 

  経常経費 

業務費 

人件費 

管理運営費 

財務費用 

雑損 

臨時損失 

６，７２６ 

６，５８４ 

３，４５０ 

２，４７８ 

６５１ 

５ 

０ 

１４３ 

５，６６８ 

５，３８２ 

２，５４４ 

２，２４８ 

５８４ 

０ 

０ 

２８６ 

▲１，０５８ 

▲１，２０２ 

▲９０６ 

▲２３０ 

▲６７ 

▲５ 

０ 

１４３ 

８４．３％ 

８１．７％ 

７３．８％ 

９０．７％ 

８９．８％ 

皆減 

－ 

２００．１％ 

収入の部 

経常収益 

   運営費交付金収益 

   使用料・手数料収益 

   特許実施料 

   研究事業等収益 

   補助金等収益 

   施設費収益 

   その他収益 

   資産見返運営費交付金等戻入 

 臨時利益 

 目的積立金取崩 

純益 

６，７２６ 

６，５８４ 

３，１４５ 

１４０ 

１５ 

２，５８９ 

０ 

０ 

１１ 

６８４ 

１４３ 

０ 

０ 

５，７９０ 

５，５０４ 

２，９５０ 

１４３ 

３１ 

１，７４２ 

０ 

８ 

６ 

５０４ 

２８６ 

５５ 

１４１ 

▲９３６ 

▲１，０８０ 

▲１９５ 

３ 

１６ 

▲８４７ 

０ 

８ 

▲５ 

▲１８０ 

１４３ 

５５ 

１４１ 

８６．１％ 

８３．６％ 

９３．８％ 

１０２．１％ 

２０７．１％ 

６７．３％ 

－ 

皆増 

５７．１％ 

７３．８％ 

２００．１％ 

皆増 

皆増 

（注）四捨五入の関係で端数が合わないことがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊「業務費」の減の主たる要因は、外部からの研究費収入

が見込みを下回り、それに伴って支出も減少したことに

よるもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注：「特記事項」欄は、計画と実績との間に大きな差異がある場合に、その主な要因を記載する 

第 5-2 



- 88 - 

 

 

大項目 第５ 予算（人件費の見積りを含む。）収支計画及び資金計画 

中項目 ３ 資金計画 

 
 

中期計画及びその実績 特 記 事 項 

 

区  分 計  画 A 実  績 B 増 減 B-A 増 減 率 B/A 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

６，２５３ 

５，８９１ 

３５８ 

５ 

０ 

５，５２９ 

４，５７３ 

８６７ 

０ 

８９ 

▲７２４ 

▲１，３１８ 

５０９ 

▲５ 

８９ 

８８．３％ 

７７．６％ 

２４２．３％ 

皆減 

皆増 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

使用料・手数料収入  

特許実施料 

    研究費等による収入 

補助金等による収入 

   その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前期中期目標期間からの繰越金 

６，２５３ 

５，９４６ 

３，１４５ 

１４０ 

１５ 

２，６３５ 

０ 

１１ 

３０８ 

０ 

０ 

５，５２９ 

５，１７０ 

３，０３６ 

１４０ 

３１ 

１，９５７ 

０ 

５ 

３５９ 

０ 

０ 

▲７２４ 

▲７７６ 

▲１０９ 

０ 

１６ 

▲６７８ 

０ 

▲６ 

５１ 

０ 

０ 

８８．４％ 

８６．９％ 

９６．５％ 

９９．７％ 

２０７．１％ 

７４．３％ 

－ 

４７．９％ 

１１６．６％ 

－ 

－ 

（注）四捨五入の関係で端数が合わないことがある。 

 

※金額については見込みであり、今後、変更する可能性がある。 

 

 

 

＊「業務活動による支出」の減の主たる要因は、外部から

の研究費収入が見込みを下回り、それに伴って支出も

減少したことによるもの。 

 

 

 

 

 

 

 

＊「研究費等による収入」の減の主たる要因は、外部から

の研究費収入が見込みを下回ったことによるもの。 

注：「特記事項」欄は、計画と実績との間に大きな差異がある場合に、その主な要因を記載する。 
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大項目 第６ 短期借入金の限度額 

 

中 期 計 画 左 の 実 績 特 記 事 項 

３億５千万円 

 

 

 

 

 

なし  

注：「特記事項」欄は、計画と実績との間に大きな差異がある場合に、その主な要因を記載する。 

 

大項目 第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

中 期 計 画 左 の 実 績 特 記 事 項 

なし 

 

 

 

 

 

なし  

注：「特記事項」欄は、計画と実績との間に大きな差異がある場合に、その主な要因を記載する。 

 

 

大項目 第８ 剰余金の使途 

 

中 期 計 画 左 の 実 績 特 記 事 項 

決算において剰余金が発生した場合は、試験研究の質の

向上並びに組織運営及び施設設備の改善に充てる。 

 

 

 

 

 

 

 

なし  

注：「特記事項」欄は、計画と実績との間に大きな差異がある場合に、その主な要因を記載する。 
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Ⅳ その他法人の現況に関する事項 

1 地域別企業支援状況（第 1期）

岩柳地域 周南地域 県央地域 西部地域 北部地域 県　外 合　計

法人対応 1,530 2,216 4,724 7,777 656 1,237 18,140＋個人78 ※　地域別区分

（うち訪問等） (67) (186) (230) (290) (69) (13) (857)

外部紹介 28 46 60 147 19 25 325＋個人7 ①岩柳地域

（うち訪問等） (-) (6) (4) (9) (-) (-) (19) 岩国市、柳井市、周防大島町、

1,558 2,262 4,784 7,924 675 1,262 18,465＋個人85 上関町、田布施町、平生町

(300) (469) (671) (1,273) (187) (549) (3,364＋個人85)

件数 157 267 340 616 128 66 1,574 ②周南地域

（訪問回数） (375) (660) (1,516) (3,040) (342) (182) (6,115) 下松市、光市、周南市

うち企業 141 254 248 570 107 44 1,364
（訪問回数） (313) (585) (708) (1,479) (294) (66) (3,445) ③県央地域

うち新規 50 69 78 134 25 19 375 山口市（旧阿東町の区域を含む。）、防府市

（訪問回数） (69) (85) (119) (203) (44) (26) (546)

件　　数 1,457 1,326 2,350 7,382 212 1,128 13,855 ④西部地域

（実利用者数） 101 171 239 572 37 284 1,404 下関市、宇部市、美祢市、山陽小野田市

金　　額 4,606 5,766 16,663 32,364 434 16,445 76,278

件　　数 153 261 1,900 652 224 84 3,274 ⑤北部地域

（実利用者数） 84 96 165 261 70 59 735 萩市、長門市、阿武町

点　　数 505 1,005 6,378 2,920 852 445 12,105

金　　額 2,211 3,682 15,412 10,293 2,615 5,484 39,698

件　　数 3 16 19 21 4 9 72

金　　額 473 7,334 8,169 7,225 891 4,200 28,292

企　　業 1 4 8 24 4 3 44

学　　生 - - 3 29 6 5 43
インターンシップ - 1 3 19 - 6 29

1 5 14 72 10 14 116

職員派遣研修 件　　数 - 2 2 4 - - 8

成果発表会 回　　数 1 3 1 6 1 - 12

講　習　会 回　　数 - 2 - 107 - 1 110

出　　　　展 回　　数 - 4 9 3 2 28 46

件　　数 0 1 3 5 2 - 11

(1) (5) (6) (12) (2) (12) (38)

金　　額 0 220 381 1,411 266 - 2,278

2 9 5 20 5 1 42

件　　数 5 22 14 49 10 17 117
（うち新規） - (1) (3) (6) (1) (1) (12)

金　　額 10 242 145 6,694 152 23,825 31,068
（うち新規） (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

注）四捨五入の関係で端数処理が合わないことがある。

種　　別 地　　域　　別

項　　目

技術相談件数

計
（実利用者数）

共同研究
（資金の受入れが
ないもの外数）

事業化・商品化件数

実施許諾

企業等

訪問件数

開放機器利用

依頼試験

受託研究

研修生受入
人　　　数

計
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地域別企業支援状況の推移（第 1期） 

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

法人対応 294 342 337 271 286 420 461 434 446 455 978 943 931 891 981
（うち訪問等） (10) (14) (25) (5) (13) (30) (37) (78) (31) (10) (69) (56) (41) (40) (24)

外部紹介 11 7 3 4 3 18 7 7 13 1 17 16 12 9 6
（うち訪問等） (-) (-) (-) (-) (-) (2) (-) (2) (2) (-) (1) (2) (-) (-) (1)

305 349 340 275 289 438 468 441 459 456 995 959 943 900 987
(54) (53) (66) (48) (82) (76) (84) (108) (86) (115) (116) (138) (116) (118) (183)

件数 25 28 26 35 43 61 54 39 60 53 59 64 67 74 76
（訪問回数） (51) (42) (68) (89) (125) (122) (128) (122) (150) (138) (247) (255) (265) (257) (492)

（うち新規） (6) (9) (11) (7) (17) (16) (14) (8) (20) (11) (13) (16) (20) (19) (10)
（訪問回数） (8) (9) (11) (16) (25) (18) (20) (11) (22) (14) (30) (32) (25) (21) (11)

件　　数 360 324 303 255 215 322 236 176 271 321 378 465 447 476 584
（実利用者数） (20) (18) (18) (20) (25) (36) (32) (32) (33) (38) (40) (44) (47) (50) (58)

金　　額 1,195 1,059 1,088 590 674 855 634 879 1,814 1,584 2,976 3,256 4,230 3,712 2,489

件　　数 42 33 27 28 23 28 62 43 47 81 425 336 438 349 352
（実利用者数） (20) (17) (16) (18) (13) (12) (19) (19) (23) (23) (28) (34) (36) (36) (31)

点　　数 180 130 58 87 50 97 241 83 230 354 1,700 1,546 1,304 766 1,062

金　　額 531 519 352 406 403 356 1,228 523 608 967 2,983 3,189 3,533 2,483 3,224

件　　数 - - - 1 2 6 5 1 3 1 5 3 4 2 5

金　　額 - - - 160 313 2,511 1,557 1,243 1,928 95 3,701 1,966 506 503 1,494

企　　業 - - - - 1 - - - 1 3 1 - - 2 5

学　　生 - - - - - - - - - - 1 - - - 2

インターンシップ - - - - - - - 1 - - - - 2 1 -

- - - - 1 - - 1 1 3 2 - 2 3 7

職員派遣研修 件　　数 - - - - - - - - 1 1 - - 1 - 1

成果発表会 回　　数 - - 1 - - 1 - - 1 1 - 1 - - -

講　習　会 回　　数 - - - - - 1 - - - 1 - - - - -

出　　　　展 回　　数 - - - - - 1 1 - 1 1 1 4 1 2 1

件　　数 - - - - - - 1 - - - 1 - 1 - -
(-) (-) (-) (2) (-) (1) (-) (1) (2) (2) (-) (-) (3) (2) (1)

金　　額 - - - - - - 220 - - - 150 - 110 - -

- - - 2 - 3 1 3 2 - - - 1 2 1

件　　数 1 1 1 1 1 5 4 5 4 4 1 2 3 4 4
（うち新規） (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (1) (1) (1) (-)

金　　額 - - - - 10 30 4 95 85 28 11 32 44 46 12
（うち新規） (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (1) (-) (-) (-) (-)

注）金額の単位は千円。四捨五入の関係で端数処理が合わないことがあります。

種　　別 岩柳地域 周南地域 県央地域

項　　目

技術相談件数

計
（実利用者数）

企業等

訪問件数

開放機器利用

依頼試験

受託研究

研修生受入
人　　　数

計

共同研究
（資金の受入れが
ないもの外数）

事業化・商品化件数

実施許諾
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Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

法人対応 1,458 1,449 1,561 1,555 1,754 133 90 138 132 163 177 263 219 285 293
（うち訪問等） (77) (62) (48) (50) (53) (28) (12) (11) (13) (5) (2) (2) (2) (6) (1)

外部紹介 36 29 31 22 29 9 6 1 3 0 7 9 3 5 1
（うち訪問等） (1) (2) (1) (3) (2) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

1,494 1,478 1,592 1,577 1,783 142 96 139 135 163 184 272 222 290 294
(215) (243) (213) (234) (368) (35) (33) (33) (34) (52) (64) (124) (100) (126) (135)

件数 109 110 111 149 137 29 19 30 28 22 6 7 13 16 24
（訪問回数） (469) (485) (643) (654) (789) (67) (35) (73) (104) (64) (32) (22) (33) (38) (57)

(うち新規) (22) (27) (25) (28) (32) (6) (3) (6) (7) (3) (4) (3) (5) (7) (-)
（訪問回数） (27) (43) (41) (44) (48) (18) (4) (8) (9) (5) (6) (3) (8) (9) (-)

件　　数 1,227 1,310 1,618 1,538 1,689 56 25 43 40 48 183 224 204 245 272
（実利用者数） (108) (104) (114) (120) (126) (8) (6) (10) (4) (9) (31) (57) (62) (65) (69)

金　　額 5,247 5,988 6,741 6,781 7,607 105 66 75 51 137 2,157 3,313 3,185 3,348 4,442

件　　数 109 144 86 136 177 18 18 63 43 82 3 16 16 36 13
（実利用者数） (47) (50) (48) (50) (66) (11) (9) (14) (16) (20) (3) (11) (14) (19) (12)

点　　数 494 777 203 722 724 74 71 186 165 356 24 81 65 150 125

金　　額 1,269 1,927 1,426 2,562 3,109 146 123 538 808 1,000 77 1,073 828 2,436 1,070

件　　数 6 2 3 3 7 - - 1 2 1 2 1 2 2 2

金　　額 3,144 444 1,105 343 2,189 - - 211 97 583 1,152 1,000 538 655 855

企　　業 - 1 2 13 8 1 1 - 1 1 - - 2 - 1

学　　生 15 11 2 1 - - - 6 - - 1 1 1 1 1

インターンシップ 4 6 2 2 5 - - - - - 1 - 4 1 -

19 18 6 16 13 1 1 6 1 1 2 1 7 2 2

職員派遣研修 件　　数 1 2 - 1 - - - - - - - - - - -

成果発表会 回　　数 2 1 1 1 1 1 - - - - - - - - -

講　習　会 回　　数 26 17 15 23 26 - - - - - 1 - - - -

出　　　　展 回　　数 - 1 1 - 1 1 - - 1 - 4 5 9 7 3

件　　数 1 - 1 2 1 - - - 1 1 - - - - -
(1) (-) (3) (2) (5) (-) (-) (-) (2) (1) (2) (2) (2) (1) (5)

金　　額 500 - 700 151 60 - - - 165 101 - - - - -

2 - 6 2 5 - - 4 - 1 1 - - - -

件　　数 9 10 7 11 12 1 1 4 2 2 2 2 3 5 5
（うち新規） (2) (1) (-) (1) (2) (-) (-) (-) (1) (-) (-) (-) (1) (-) (-)

金　　額 1,435 1,360 1,376 1,349 1,174 46 32 31 23 20 891 2,663 5,121 6,999 8,151
（うち新規） (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

注）金額の単位は千円。四捨五入の関係で端数処理が合わないことがあります。

研修生受入
人　　　　数

計

種　　別 西部地域

項　　目

技術相談件数

計
（実利用者数）

北部地域 県　　外

共同研究
（資金の受入れが
ないもの外数）

事業化・商品化件数

実施許諾

企業等

訪問件数

開放機器利用

依頼試験

受託研究

 
 

 

 



- 93 - 

 

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

法人対応 3,460+個人15 3,548+個人14 3,620+個人13 3,580+個人22 3,932+個人14

（うち訪問等） (217) (184) (205) (145) (106)

外部紹介 98+個人5 74＋個人2 57 56 40

（うち訪問等） (4) (4) (3) (5) (3)

3,558+個人20 3,622+個人16 3,677+個人13 3,636+個人22 3,972+個人14

(560+個人20) (675+個人16) (712+個人13) (646+個人15) (935+個人11)

件数 289 282 286 362 355
（訪問回数） (988) (967) (1,204) (1,291) (1,665)

（うち新規） (67) (72) (75) (88) (73)
（訪問回数） (107) (111) (104) (121) (103)

件　　数 2,526 2,584 2,791 2,825 3,129
（実利用者数） (243) (261) (283) (292) (325)

金　　額 12,535 14,316 16,198 16,296 16,933

件　　数 625 609 673 639 728
（実利用者数） (121) (140) (147) (162) (165)

点　　数 2,569 2,846 1,899 2,120 2,671

金　　額 5,362 8,059 7,201 9,303 9,773

件　　数 19 11 11 13 18

金　　額 10,507 4,966 3,603 3,686 5,529

企　　業 2 2 4 17 19

学　　生 17 12 9 2 3

インターンシップ 5 6 9 4 5

24 20 22 23 27

職員派遣研修 件　　数 1 2 1 2 2

成果発表会 回　　数 4 2 2 2 2

講　習　会 回　　数 28 17 15 23 27

出　　　　展 回　　数 7 11 11 11 6

件　　数 2 2 2 3 2
(4) (3) (9) (8) (14)

金　　額 650 341 810 316 161

6 7 14 8 7

件　　数 19 20 23 27 28
（うち新規） (2) (2) (3) (3) (2)

金　　額 2,414 4,091 6,667 8,502 9,398
（うち新規） (-) (-) (-) (-) (-)

注）金額の単位は千円。四捨五入の関係で端数処理が合わないことがあります。

開放機器利用

企業等

訪問件数

（実利用者数）
計

技術相談件数

合　　　　　計

項　　目

種　　別

依頼試験

研修生受入
人　　　　数

計

共同研究
（資金の受入れが
ないもの外数）

事業化・商品化件数

実施許諾

受託研究
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2 産業分類別企業支援状況（第 1期） 

件数 金額 件数 点数 金額 件数 金額
受入研修
（人数）

派遣研修
（件数）

件数 金額
件数

(うち新規)
金額

(うち新規)

1,527 297 904 2,351 299 794 5,186 6 681 4 - 2 271 7 29 385

(449) (567) (131) (165) (6) (1) (-)

2,466 117 2,399 10,587 163 692 4,235 10 5,825 8 - 1 101 5 2 0

(356) (259) (229) (48) (3) (2) (-)

392 82 424 1,653 24 106 574 4 811 1 - - - 7 3 19

(115) (235) (41) (15) (6) (2)

3,108 165 1,876 10,017 1,255 3,164 6,189 7 4,153 11 8 3 780 4 31 30,420

(335) (495) (167) (56) (3)

3,150 213 2,416 18,280 490 2,969 8,269 10 2,020 4 - 0 0 5 23 29

(512) (625) (228) (117) (10)

1,987 111 2,091 16,933 21 125 1,939 8 2,163 1 - - - 4 3 21

(316) (322) (197) (16) (2)

3,316 327 1,723 6,693 308 976 4,797 24 11,859 9 - 2 810 10 25 174

(906) (826) (285) (135) (4) (3)

997 41 177 1,110 632 2,921 5,843 1 583 5 - 2 316 - - -

(215) (127) (37) (142) (1)

1,607 221 1,845 8,655 82 358 2,667 2 196 1 - - - - 1 23

(388) (2,659) (89) (41) (5)

18,550 1,574 13,855 76,279 3,274 12,105 39,698 72 28,291 44 8 11 2,278 42 117 31,071

(3,592) (6,115) (1,404) (735) (38) (12) (-)

注）四捨五入の関係で端数処理が合わないことがある。

　　共同研究は、１つの研究で相手先が複数（機械関係の企業と電気・情報通信関係の企業）あるものがあるため、一部をまとめて記載している。以下同じ。

共同研究
（資金の受入れがないも

の　外数）

事業化
・

製品化
件　数

実施許諾

公的機関・団体・大学・高専・個人

（実利用者数）

その他製品
（実利用者数）

化学・プラスチック関係

（実利用者数）

受託研究 研　　修

（実利用者数）

機械関係

（実利用者数）

窯業・土石関係
（実利用者数）

開放機器企業等
訪　問
件　数

（回数）

依頼試験

（実利用者数）

（実利用者数）

産　業　分　類　別
技　術
相　談
件　数

建設業
（実利用者数）

電気・情報通信関係

鉄鋼・金属関係
（実利用者数）

食品・飲料関係

合　　計
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産業分類別企業支援状況の推移（第 1期） 

 

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

240 243 306 339 399 467 422 465 530 582 71 70 104 76 71
(62) (65) (84) (94) (144) (54) (68) (65) (67) (102) (19) (26) (26) (21) (23)

55 48 54 66 74 14 21 17 38 27 11 16 20 22 13
(132) (82) (96) (107) (150) (31) (49) (38) (73) (68) (21) (38) (60) (68) (48)

件　　数 82 142 201 226 253 472 487 437 468 535 62 58 178 73 53
（実利用者数） (13) (24) (33) (28) (33) (40) (41) (40) (54) (54) (10) (7) (10) (8) (6)

金　　額 319 240 546 571 675 1,942 2,477 2,118 1,683 2,367 282 143 824 260 144

件　　数 47 41 59 74 78 17 14 18 58 56 8 4 7 2 3
（実利用者数） (27) (23) (29) (40) (46) (5) (9) (10) (11) (13) (4) (4) (3) (2) (2)

点　　数 101 149 117 176 251 74 43 23 226 326 28 57 12 2 7

金　　額 556 799 725 1,127 1,979 306 666 418 1,715 1,130 105 76 41 162 190

件　　数 1 1 - 2 2 4 2 2 1 1     -     - 1 2 1

金　　額 100 30 - 203 348 2,127 986 1,366 1,231 115     -     - 211 300 300

受入人数 　　- 　　- - 2 2 　　- 　　- - 1 7     -     - - - 1

派遣件数 　　- 　　- - - - 　　- 　　- - - -     -     - - - -

件　　数 1 1 - - - 　　  - 　　 - 　　 - 1     -     - - - -
　　- (1) (2) (2) (1) (1) 　　 (-) 　　 (-) 　　 (-) (2) (1) (1) (2) (2) (-)

金　　額 150 121 - - -      -      -      - 101     -     - - - -

　　- 3 2 2 - 1       - 2 1 1 1     - 2 1 3

件　　数 6 7 5 5 6 1 1     -     -     - 1     -     -     - 2
（うち新規） (1) (1) (-) (-) (-) (1) (-) (-) (-) (-)     - (-) (-) (-) (2)

金　　額 96 94 56 78 61       -      -     -     -     - 19     -     -     - 0
（うち新規） (1) (1) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)     - (-) (-) (-) ()

注）金額の単位は千円。四捨五入の関係で端数処理が合わないことがあります。

　　共同研究は、１つの研究で相手先が複数（機械関係の企業と電気・情報通信関係の企業）あるものがあるため、一部をまとめて記載しています。以下同じ。

種　　別 食品・飲料関係 化学・プラスチック関係 窯業・土石関係

項　　目

依頼試験

事業化・商品化件数

実施許諾

技術相談件数
（実利用者数）

企業訪問件数
（訪問回数）

開放機器利用

受託研究

研　　修

共同研究
（資金の受入れがな

いもの外数）

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 96 - 

 

 

 

 

 

 

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

540 567 599 594 808 625 657 584 650 634 455 487 372 285 388
(52) (57) (61) (67) (98) (94) (102) (101) (88) (127) (60) (62) (62) (55) (77)

25 31 30 38 41 45 41 38 51 38 25 20 22 23 21
(69) (80) (93) (122) (131) (106) (99) (136) (123) (161) (73) (61) (83) (60) (45)

件　　数 323 277 323 362 591 429 481 423 557 526 390 521 435 312 433
（実利用者数） (28) (27) (34) (37) (41) (44) (47) (46) (48) (43) (37) (42) (36) (37) (45)

金　　額 858 1,048 1,187 3,278 3,646 3,284 3,426 4,076 4,744 2,750 2,660 4,204 3,695 2,212 4,162

件　　数 262 236 256 244 257 84 92 145 101 68 2 5 5 7 2
（実利用者数） (11) (9) (8) (13) (15) (25) (28) (21) (27) (16) (2) (3) (5) (4) (2)

点　　数 773 689 519 500 683 566 855 685 568 295 2 24 6 7 86

金　　額 1,279 1,213 1,146 1,154 1,397 1,050 2,049 2,092 1,677 1,401 24 86 472 1,034 323

件　　数 1 1 1 2 2 1 2 1 1 5 4 2 - - 2

金　　額 1,650 397 300 601 1,205 107 296 173 155 1,289 1,563 343 - - 257

受入人数 　　- - - 9 2 1 1 - - 2 - - - - 1

派遣件数 1 2 1 2 2 - - - - - - - - - -

件　　数 1 1 - - 1 1 - - 1 - - - - -
(-) (-) (-) (-) (3) (1) (1) (1) (3) (4) (-) (-) (-) (2)

金　　額 500 220 - - 60 - - - - - - - -

1 - 1 - 2 1 1 2 1 - - 3 1 - -

件　　数 6 6 6 7 6 3 2 5 7 6 - 1 2 - -
（うち新規） （-） （-） (-) (-) (-) - (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

金　　額 2,293 3,996 6,473 8,354 9,304 - - - 27 2 - - 21 - -
（うち新規） （-） （-） (-) (-) (-) - (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

注）金額の単位は千円。四捨五入の関係で端数処理が合わないことがあります。

　　共同研究は、１つの研究で相手先が複数（機械関係の企業と電気・情報通信関係の企業）あるものがあるため、一部をまとめて記載しています。以下同じ。

*機械関係に

含みます。

種　　別 鉄鋼・金属関係 機械関係 電気・情報通信関係

項　　目

技術相談件数

事業化・商品化件数

実施許諾

（実利用者数）

企業訪問件数
（訪問回数）

開放機器利用

依頼試験

受託研究

研　　修

共同研究
（資金の受入れがな

いもの外数）
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Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

584 678 760 700 594 256 171 128 197 245 340 343 372 287 265
(143) (175) (178) (175) (235) (35) (41) (39) (42) (58) (61) (95) (109) (52) (71)

67 56 62 72 70 5 8 4 11 13 42 41 39 41 58
(133) (119) (168) (194) (212) (16) (12) (16) (49) (34) (407) (427) (514) (495) (816)

件　　数 395 252 360 379 337 46 9 11 56 55 327 357 423 392 346
（実利用者数） (49) (55) (56) (57) (68) (9) (3) (7) (6) (12) (13) (15) (21) (17) (23)

金　　額 1,410 1,085 1,972 1,086 1,140 131 35 114 614 216 1,648 1,658 1,667 1,848 1,834

件　　数 33 67 86 42 80 164 126 66 103 173 8 24 31 8 11
（実利用者数） (20) (22) (32) (28) (33) (22) (32) (28) (29) (31) (5) (10) (11) (8) (7)

点　　数 86 211 212 200 267 919 645 228 415 714 20 173 97 26 42

金　　額 340 854 933 1,166 1,504 1,491 1,294 731 934 1,393 213 1,023 642 334 455

件　　数 7 3 5 5 4 - - - - 1 1 - 1 - -

金　　額 4,808 2,914 1,509 1,196 1,432 - - - - 583 152 - 44 - -

受入人数 1 1 4 2 1 - - - 3 2 - - - - 1

派遣件数 - - - - - - - - - - - - - - -

件　　数 - - 2 - - - - 2 - - - - - -
(1) (-) (2) (1) (-) (-) (-) (-) (1) (-) (-) (-) (2) (-) (2)

金　　額 - - 810 - - - - 316 - - - - - -

2 - 4 3 1 - - - - - - - - - -

件　　数 2 3 4 8 8 - - - - 0 - - 1 - -
（うち新規） - (1) (2) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

金　　額 6 1 94 42 31 - - - - 0 - - 23 - -
（うち新規） - (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

注）金額の単位は千円。四捨五入の関係で端数処理が合わないことがあります。

　　共同研究は、１つの研究で相手先が複数（機械関係の企業と電気・情報通信関係の企業）あるものがあるため、一部をまとめて記載しています。以下同じ。

種　　別 その他の製品 建設業 公的機関・団体・大学・高専・個人

項　　目

技術相談件数

研　　修

共同研究
（資金の受入れがな

いもの外数）

事業化・商品化件数

実施許諾

（実利用者数）

企業訪問件数
（訪問回数）

開放機器利用

依頼試験

受託研究
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Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

3,578 3,638 3,690 3,658 3,986
(580) (691) (725) (661) (935)

289 282 286 363 355
(988) (967) (1,204) (1,291) (1,665)

件　　数 2,526 2,584 2,791 2,825 3,129
（実利用者数） (243) (261) (283) (282) (325)

金　　額 12,535 14,316 16,198 16,296 16,934

件　　数 625 609 673 639 728
（実利用者数） (121) (140) (147) (162) (165)

点　　数 2,569 2,846 1,899 2,120 2,671

金　　額 5,362 8,059 7,201 9,303 9,773

件　　数 19 11 11 13 18

金　　額 10,507 4,966 3,603 3,686 5,529

受入人数 2 2 4 17 19

派遣件数 1 2 1 2 2

件　　数 4 2 2 3 2
(2) (3) (9) (11) (14)

金　　額 650 341 810 316 161

6 7 14 8 7

件　　数 19 20 23 27 28
（うち新規） (2) (2) (3) (3) (2)

金　　額 2,414 4,091 6,667 8,502 9,398
（うち新規） (-) (-) (-) (-) (-)

注）金額の単位は千円。四捨五入の関係で端数処理が合わないことがあります。

　　共同研究は、１つの研究で相手先が複数（機械関係の企業と電気・情報通信関係の企業）あるものがあるため、一部をまとめて記載しています。以下同じ。

種　　別 合　　　　計

項　　目

技術相談件数

研　　修

共同研究
（資金の受入れがな

いもの外数）

事業化・商品化件数

実施許諾

（実利用者数）

企業訪問件数
（訪問回数）

開放機器利用

依頼試験

受託研究
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3 施設利用（第 1期） 

項  目 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

施 

 

設 

 

利 

 

用 

多目的ホール 

件  数 61  28  21  23  32  

利用人数 5,396  2,885  2,060  2,024  2,531  

金  額 661  219  191  175  347  

第一研修室 

件  数 52  38  34  39  30  

利用人数 1,639  1,171  1,156  1,145  890  

金  額 145  90  88  92  56  

第二研修室 

件  数 28  20  8  25  15  

利用人数 618  531  200  503  231  

金  額 62  32  19  48  23  

第一会議室 

件  数 45  29  36  28  17  

利用人数 945  535  507  283  191  

金  額 56  36  42  32  20  

第二会議室 

件  数 24  21  26  26  18  

利用人数 413  362  418  408  297  

金  額 27  26  31  33  26  

施 

設 

見 

学 

企業・産業関係団体 
件  数 5  19  21  8  16  

利用人数 25  132  379  44  218  

研究者 
件  数 2  7  2  2  3  

利用人数 6  23  13  4  137  

学生・生徒 
件  数 5  6  11  4  8  

利用人数 314  131  411  190  322  

その他 
件  数 3  10  8  13  2  

利用人数 49  39  66  129  25  

注）施設利用は有料のものをカウントしています。 
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4 財務関係 

 (1) 資産、負債                                                                                                                （千円）                                                              

6,778,261 6,528,297 6,449,463 6,446,725 6,461,276

6,572,841 6,399,418 6,284,792 6,271,380 6,187,791

205,420 128,878 164,672 175,345 273,485

504,298 343,065 332,517 420,866 534,608

325,520 276,534 258,663 336,932 341,985

178,778 66,531 73,853 83,934 192,623

6,273,963 6,185,232 6,116,947 6,025,859 5,926,668

6,375,046 6,375,046 6,375,046 6,375,046 6,375,046

△ 127,725 △ 256,562 △ 349,236 △ 440,805 △ 529,399

うち損益外減価償却費累計額（-） △ 128,292 △ 256,584 △ 386,273 △ 521,965 △ 669,555

26,642 66,748 91,137 91,618 81,021

目的積立金 - - - 58,794 64,214

積立金 - 26,642 66,748 - -

当期未処分利益 26,642 40,106 24,389 32,824 16,807

- - - - -

6,778,261 6,528,297 6,449,463 6,446,725 6,461,276

注1：法人成立年度以降の年度について記載している。

注2：金額は千円未満四捨五入で、マイナスは△で表示している。

平成２５年度 備考

資産　Ａ

固定資産

流動資産

項　　目 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

資本金

資本剰余金

利益剰余金

その他有価証券評価差額金

負債資本合計　　Ｄ＝Ｂ+Ｃ

平成２４年度

負債　Ｂ

固定負債

流動負債

資本　Ｃ
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 (2) 損益計算書                                                                                                               （千円） 

1,208,342 1,083,153 1,064,603 923,175 1,103,059

業務費 1,208,342 1,083,153 1,064,603 923,175 1,103,059

業務費 589,076 558,386 521,705 385,736 489,487

役員人件費 8,922 8,851 5,728 5,745 12,219

職員人件費 483,588 398,148 422,281 423,911 484,264

管理運営費 126,755 117,767 114,888 107,783 117,089

財務費用 - - - - -

雑損 - - - - -

1,234,984 1,123,246 1,088,980 944,182 1,112,214

649,911 556,853 568,909 573,322 600,770

24,194 27,065 27,654 29,893 34,139

2,414 4,091 6,667 8,502 9,398

403,569 22,357 72,738 8,326 132,780

- 326,126 329,650 232,754 207,327

809 5,336 - 1,470 0

716 963 714 1,893 8,371

153,371 180,455 82,647 88,024 119,429

26,642 40,093 24,377 21,008 9,155

143,188 5,281 31,863 13,115 92,684

143,188 5,293 31,875 13,127 92,699

26,642 40,106 24,389 21,019 9,169

- - - 11,805 7,638

26,642 40,106 24,389 32,824 16,807

注1：法人成立年度以降の年度について記載している。

注2：金額は千円未満四捨五入で、マイナスは△で表示。なお、四捨五入の関係で端数が合わないことがある。

施設費収益

資産見返運営費交付金等戻入

その他収益

経常収益　Ｂ

運営費交付金収益

使用料・手数料収益

特許実施料

研究事業等収益

補助金等収益

平成２４年度 平成２５年度 備考

経常経費　Ａ

項　　目 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

経常利益　　Ｃ＝Ｂ-Ａ

当期総利益　　Ｈ＝Ｆ+Ｇ

目的別積立金取崩額　　Ｇ

当期純利益　　Ｆ＝Ｃ－Ｄ+Ｅ

臨時利益　　Ｅ

臨時損失　　Ｄ
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 (3) キャッシュ・フロー計算書                                                                                                        （千円） 

204,811 △ 58,487 △ 62,148 207,261 181,257

△ 48,031 △ 49,297 △ 27,354 △ 173,311 △ 210,193

- - - - -

- - - - -

156,781 △ 107,783 △ 89,501 33,950 △ 28,936

- - - 83,791 117,741

156,782 48,997 83,791 117,741 88,805

注1：法人成立年度以降の年度について記載している。

注2：金額は千円未満四捨五入で、マイナスは△で表示。なお、四捨五入の関係で端数が合わないことがある。

業務活動によるキャッシュ・フロー　Ａ

資金期末残高　Ｇ

資金期首残高　Ｆ

資金増加額　Ｅ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ

投資活動によるキャッシュ・フロー　Ｂ

財務活動によるキャッシュ・フロー　Ｃ

資金に係る換算差額　Ｄ

平成２４年度 平成２５年度 備考項　　目 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

 
 

 

 

（4）行政サービス実践コスト計算書                                                                                                     （千円） 

920,638 1,030,980 982,818 885,137 1,008,573

1,351,530 1,088,433 1,096,465 936,290 1,195,743

△ 430,892 △ 57,453 △ 113,647 △ 51,153 △ 187,171

128,292 128,292 129,689 135,692 147,590

- 545 - - -

- 169 △ 99 575 831

△ 30,595 27,719 4,281 24,293 28,100

88,256 125,023 119,255 81,151 71,547

- - - - -

1,106,591 1,312,183 1,235,944 1,126,847 1,256,641

注1：法人成立年度以降の年度について記載している。

注2：金額は千円未満四捨五入で、マイナスは△で表示。なお、四捨五入の関係で端数が合わないことがある。

（控除）設立団体納額　Ｇ

行政サービス実施コストＦ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ+Ｆ-Ｇ

損益外減損損失相当額　Ｃ

機会費用　Ｆ

損益計算書上の費用

（控除）自己収入等

損益外減価償却相当額　Ｂ

引当外退職金給付増加見積額　Ｅ

引当外賞与増加見積額　Ｄ

項　　目 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 備考

業務活動によるキャッシュ・フロー　Ａ
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5 組織関係 

 (1) 役職員数 

       年 度 

 区 分 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 備考 

常勤役員数 1 1 1 1 2   

非常勤役員数 1 1 1 1 1   

常勤職員数 50 46 48 48 49   

非常勤職員数 13 20 24 21 23   

 

 (2) 役員の状況 

氏      名 役職名 任  期 任期途中の異動の有無 備   考 

山 田 隆 裕 理事長 H25.4.1 ～ H27.3.31 無   

小 泉   良 副理事長 H25.4.1 ～ H27.3.31 無   

品 川 充 洋 監 事 H25.4.1 ～ H27.3.31 無 非常勤 

 

6 主要な設備等の状況 

種   類 構             造 床面積（ｍ2） 築年度 経過年度 備考 

事務室・実験室 鉄筋コンクリート造陸屋根、ステンレス鋼板葺地下 1階付 4階建 15,712.67 H11 年度 14 年   

実験室・倉庫 鉄筋コンクリート造陸屋根地下 1階建 157.56 H11 年度 14 年   

車庫・倉庫 鉄筋コンクリート造陸屋根平屋建 73.22 H11 年度 14 年   

新事業創造支援センター 鉄筋コンクリート造陸屋根平屋建 891.00 H16 年度 9 年   

 

7 その他の評価結果等の活用状況 

評価等実施機関の名称 評価結果等の確定 指摘事項等 指摘事項への対応策 

平成 25 年度包括外部監査 一点指摘事項あり 

「固定資産貸付要項」第 1号様式「固定資産使用申込書」には、「減免

を受けようとする場合はその理由」を記載する欄が設けられているが、

記載されていないケースが散見された。申込書を別途様式で行うか等を

検討して、ルールの徹底を図ること。 

 申込書の様式変更は行わないが、申請者に対してルールを徹底するこ

ととした。また、平成 26 年度の申込に当たり、減免理由を記載するよ

う通知文書により周知徹底を図った。 

 

8 その他法人の現況に関する重要事項 

該当なし。 

 

 


